


刊行にあたって

地方分権が実践の時代を迎え、自治体職員は、少子高齢化・情報化・国際化社会等に関する
課題の解決や多様な住民ニーズに応えていく必要があり、このような状況に主体的に対応でき
る人材の育成が求められています。
こうした状況の中、当センターでは、特別研究「人事評価（連続講座）」を開催し、人事評
価を人材育成のためのひとつのツールと捉え、人事評価の目的、必要性、仕組み等を公開講座
や先進事例調査などを通じて情報収集し、議論を行いました。
また、自治体職員に人事評価制度の意義・目的を周知し、人事評価に対する不安や偏見等を
取り除くための、主に被評価者をターゲットとしたeラーニングコンテンツの作成にも取り組
みました。
本報告書は、講演録、先進事例調査、被評価者用eラーニングの学習用テキストを取りまと
めたものです。この報告書をこれからの人事評価制度の構築・見直しに役立てていただければ
幸いです。
最後になりましたが、指導助言者として本研究会においてご指導くださった、稲継裕昭先生
（早稲田大学大学院公共経営研究科教授）、また、貴重なご意見をいただいた民間オブザー
バー、講演者、視察先関係者のみなさまに厚くお礼申し上げます。

平成21年３月

財団法人　大阪府市町村振興協会　　
おおさか市町村職員研修研究センター　　
　　所　　長　　齊　藤　　　愼　　　
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１．自治体職員に求められる能力
私は大阪市職員として13年間ほど勤務した後、大学へ転職し、今は三つ目の大学にいますが、
この間一貫して人事行政、公務員制度を扱ってまいりました。最近では、一昨年以来、毎月
１～２回、内閣官房の専門調査会で公務員に労働基本権を付与するかどうか、ずっと議論して
まいりましたので、割と中央省庁の公務員制度改革の方にコミットしていった面もありますが、
私のもともとの出身は大阪市職員ですので、地方自治体の職員の人材育成や人事行政に非常に
興味があり、良くなってほしいという気持ちをずっと持っておりますので、そういった観点か
らいろいろな物を書き、あちこちで提言してきました。
今日は「人材育成を目的とした人事評価制度」ということで、レジュメにある幾つかの論文
の中からピックアップしながら進めていきたいと思います。
ポイントはたった二つです。一つは、なぜ人材育成が必要なのかということを皆さんに理解
してもらいたいということです。なぜ人材育成が必要なのでしょうか。今日も「人材育成推進
講座」とあるのだから、人材育成は必要なのでしょう、それは当たり前の話なのですが、あら
ためて、なぜ人材育成が必要なのか、今の地方自治体が置かれている状況について見詰め直し
てみたいと思います。
もう一つは、人材育成が大事なことが仮に分かったとして、それと人事評価がどうリンクす
るかということです。この二つのポイントに絞って進めていきたいと思います。
時間的に、場合によっては駆け足になりますし、相当のスピードで論文に目を通していただ
くかもしれませんが、よろしくお願いします。
まず、ここ10年ほどで自治体職員に求められる能力が大きく変わりつつあります。皆さん自
身、特に人材育成担当をしておられる方は、明らかに変わりつつあることをよくご存じだと思
いますし、そうでない部署の方も感じておられると思います。ただ、自治体職員に従来求めら
れていた能力と、今求められている能力の間には大きなギャップがあります。つまり、「現
状」と「これから」求められる能力、今求められている能力の間には大きなギャップがあり、
そのギャップを埋める必要があります。
具体的な話を見ていきたいと思います。レジュメの７ページに「『住民サービスに資する有
能な職員集団』を目指して」と書いてあります。これは滋賀県の市町村職員研修センターが出
している雑誌「HIYAKU」に昨年投稿した論文です。ここに今申し上げたような話が書いて
ありますので、飛ばし飛ばし読む形で進めていきたいと思います。
まず、どんな組織でも、例えばトヨタでも、あるいは市役所でも、組織構成員に求められる
能力には、幾つか共通のベースがあります。一つ目は、組織の共通の目的（組織や部門の方

「人材育成を目的とした人事評価制度」

講師　稲　継　裕　昭　氏　　　　　　　　　
（早稲田大学大学院公共経営研究科教授）

平成20年１月11日
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針）を理解し、行うべき目的を自分で設定できる課題設定能力です。二つ目に、その目的を達
成するための職務遂行能力、事務処理能力のようなものです。三つ目に、他の人と協力して目
的を達成するための対人能力、コミュニケーション能力と言い換えてもいいかもしれません。
四つ目に、目的達成の際に起こるいろいろな問題を克服する問題解決能力です。これらの能力
はどの組織でも求められます。
本来、この共通項部分については、自治体の職員についても同じです。しかしながら、1980
年代の終わりに至るまで、課題設定能力や問題解決能力の育成が声高に叫ばれることは少な
かったように思われます。これは日本の地方自治体が置かれていた特殊な事情があります。
戦後、日本では1955年体制というものが昭和30年にスタートします。1955年（昭和30年）に
何が起きたかといいますと、社会党の左派と右派が大合同し、保守会派の自由党と民主党が合
同して自由民主党が誕生したのが1955年（昭和30年）です。それ以降、二大政党制になるとい
われましたが、実は社会党はそれほど強くなく、その後は自由民主党が日本を38年間引っ張っ
てきました。
自由民主党が政権政党である間、何を考えたかというと、昭和30年代、日本はまだまだ貧し
く、アメリカのように物があふれた国にしたいというのが国民共有の気持ちでしたし、政権政
党である自民党もそれを目指しました。そこで「先進諸国に追いつけ追い越せ」というキャッ
チアップイデオロギーということで、経済発展に努めていきます。
もう一つ、戦後の行政需要の拡大の中で、自民党政権は「行政水準の全国的な統一性・公平
性」の確保、つまり「国土の均衡ある発展」を目指しました。国土が、例えば東京だけが栄え、
九州は栄えないということではまずいわけです。なぜなら、政権政党である自民党の票田は都
市部だけでなく、当時は地方にもたくさんありましたので、全国くまなく同じように発展する
必要がありました。
ですから、経済発展と、国土の均衡ある発展という二つの観点から、さまざまな制度が導入
されました。機関委任事務、補助金および地方交付税などの財政調整制度は、日本の国・地方
関係の根幹をなし、所得の再分配と「国土の均衡ある発展」に大きな役割を果たしてきました。
そのおかげで、日本はアメリカに次ぐ先進国第２位のＧＮＰを誇るまでに経済発展いたしまし
た。昭和30年以降、55年体制以降、日本はいろいろな国や学者から「ジャパニーズミラクル」
と驚かれたほどの成長率を達成したわけで、そういう意味では、この政策は成功したと一般に
評価されました。日本の経済成長があったということは、それはそれで成功したのです。
その成功する秘訣として、「国土の均衡ある発展」といったときに何をするかというと、あ
る１カ所で物事を決めて、あとは手足になって働いてもらうというのは非常に効率的なやり方
です。そういう、半ば社会主義に似た効率的なやり方を実は日本はやってきました。決めると
ころは東京都千代田区霞が関という地番にある各省庁の本省です。各省庁の本省でいろいろな
ことを決め、プランをし、東京都千代田区永田町という地番にある国会で最終的に決めます。
東京へ行かれると分かりますが、皇居の周りに霞が関があり、永田町があり、ごくわずかな面
積のところに日本の主要な機関が全部そろっており、そこでいろいろなことを決定します。
そして、手足として働いてもらうのは、もちろん国の地方出先機関もありますが、機関委任
事務ということで、県庁や市町村にやってもらうという戦略をとってきました。機関委任事務
制度の下では、地方自治体に求められる独自政策は限定され、自治体は国で決定した政策の
「執行機関」としての色合いが強く、各省庁の出先機関的役割も持たされてきました。
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自治体現場では、1980年代に至るまで、日々の業務の多くが国の業務を請け負うものでした。
戸籍が典型例ですが、戸籍をはじめとする機関委任事務に限らず、自治事務といわれるような
さまざまな政策でも、例えば景気対策としての公共事業や、地方債を発行してのリゾート開発、
箱物施設の建設など、その多くは、例えば通産省がこういう政策を打ち出しましたということ
で、各自治体の単独施策としてやるという流れがあったと思います。そういう意味では、考え
ているのは各自治体ではなく、もともとの発想は東京都千代田区霞が関の各省庁だったという
ことになると思います。多くは国策としての政府各省庁の業務を現場で遂行する実行部隊と
なっていることが多かったように思います。
また、組織体制や職員にも執行機関たる性質のものが求められました。ルーティンワークが
特に重視され、職員としても定型的な事務処理を間違いなくこなすことが求められました。事
務処理能力の優れている者、作業能率の高い者が自治体現場では必要とされてきました。
機関委任事務をはじめとする業務については、各省庁からの通達が非常に細かく出されてき
ました。それにどれだけ慣れ親しんでいるか、あるいは解釈できるかが、自治体現場では問わ
れました。例えば建設課にいる職員だったら『建設小六法』をぱっと手に取り、「これは○年
○月の○局長通達の○○のところにこう載っていますから間違いありません」と課長に進言で
きる職員が優秀な職員として非常に重宝されたのです。
そういう時代には、地域で生起する独自の問題も徐々に増えていましたが、その問題に独自
に取り組むことよりも、それを県庁や各省庁に伝え、県庁や各省庁からの回答を待つというタ
イプの職員が多かったように思われます。事務引き継ぎを受けたこと以外は、あえて取り組む
姿勢も出さず、言われた仕事を粛々とやるだけの職員、行政職でありながら、「作業している
だけの職員」、頭は思考停止状態に陥り、作業しているだけの職員は、単純労働職員とは言い
ません。デスクワークをしている普通のホワイトカラーの職員の中でも、作業しているだけの
職員が非常に多くなってしまったというのが現状だと思います。また、独自の政策を始めよう
としても、国の側からの種々の締め付けがあり、インセンティブがなかったこともその原因と
なっています。
よくPlan Do Seeのマネジメントサイクルが非常に大事だといわれますが、Planは霞が関が
やり、Doは自治体現場がやり、ＮＰＭ（New Public Management）でいわれるところのSee
（振り返り・評価）は、ほとんどやってきませんでした。取りあえず予算を使い切れというこ
とだけが至上命令だったような時代でした。
ところが、やがて分権時代に入ります。典型例は1993年に誕生した細川連立政権で、それま
で38年間続いた55年体制が終焉を迎えました。この1993年に誕生した細川連立政権の下で、地
方分権がかなり本格化していきました。地方分権推進法が成立し、地方分権推進委員会が発足
し、そこで第一次勧告、第二次勧告、第三次勧告といろいろな勧告をやってきました。それら
をまとめる形で、99年に分権一括法が成立し、2000年から分権一括法が施行されるという流れ
になっていきました。
また、90年代以降の地方自治を取り巻く環境変化は、分権改革だけにとどまらず、行政情報
の公開を求める声にも、行政の意思決定への参加を求める声にも発展していきました。行政需
要を満たすサービスの提供主体が自治体に限られていた時代から、民間やＮＰＯなど、多様な
主体と役割分担をする時代に入りました。ＩＴ化の勢いもすさまじく、ＮＰＭの動きも驚くべ
き勢いで全国に伝播していきました。
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このような環境の変化の中で、「上級官庁」の指示を仰ぐのではなく、あるいは前例踏襲と
いうことだけではできないような仕事が増えてきました。Plan Do See全部を各自治体でやっ
ていくような人材が必要になってきたのです。
このような自治体の大激動期にあって、自治体職員に求められる能力も大きく変容しつつあ
ります。複雑高度化した課題、多様化した住民ニーズなどにいかに対応できるか、創意工夫を
凝らして政策形成できるか、豊かで柔軟な発想ができるかということが問われています。自治
体職員には、地域で生起する問題を自ら考え解決することが求められるようになってきていま
す。自治体としてのミッションを十分に理解し、その組織内で自分のセクションが何を行わな
ければならないのかを考える課題設定能力、目的達成の際に起こる問題を克服する問題解決能
力が、ますます問われるようになってきているのです。このような時代では、考え、調査し、
行動する職員が必要になってきています。
今まで流されてきた、あるいは前例踏襲型の作業をしているだけの職員が非常に多いのです
が、90年代以降、特に2000年代に入って構造改革以降、さまざまな制度変更が行われており、
考え、調査し、行動する職員が求められているのです。そちらにシフトする、つまり能力の
ギャップを埋めるためにはどうしたらいいのでしょうか。

２．公務員制度改革
ここでレジュメの１ページに戻ってください。１番の「能力のギャップ（「現状」と「これ
から」）をどう埋めますか？」という話を、人材育成が大事だという前置きとして考えるとし
て、閑話休題で公務員制度改革について見ておきたいと思います。
昨年６月に国家公務員法の改正が成立しました。渡辺大臣が相当ごり押しする形で、安倍総
理にも泣きつき、参議院選挙を１週間後ろにずらして通した公務員制度改革、国家公務員法改
革です。同じ時期に地方公務員法改正案も上程されて継続審議になっていますが、まだ地方公
務員法の改正案は成立していません。国家公務員法の改正は成立し、地方公務員法の改正は成
立していないというのが現状で、やや跛行的な現状です。
しかし、私はそれぞれ別々でいいと思っています。なぜなら、国家公務員法の置かれている
現況と、地方公務員制度の置かれている現況はかなり様相が違うからです。レジュメには、国
家公務員改革が叫ばれた背景として「外からの改革」と書いています。どういうことかといい
ますと、1990年代の初めから大きな公務員の不祥事が発生しました。キャリア官僚の不祥事で
す。特に、天下りがあって将来のことを約束されているので不祥事を起こさないだろうと思わ
れていた人たちが、リクルートスキャンダル、厚生労働省の厚生福祉汚職、大蔵官僚のノーパ
ンしゃぶしゃぶ事件、それから通産省の石油商会事件など、さまざまな不祥事が次から次へ起
きていきます。全部キャリア官僚が起こした不祥事です。そこで、今までの国家公務員制度が
間違っているのではないか、入り口でキャリアとノンキャリアを完全に分けてしまい、キャリ
アだけをどんどん昇進させていくような制度は間違っているのではないか、では国家公務員制
度を根本的に変えてしまえという議論が、特に政治の側から起きてきました。この政治の側か
ら起きた改革の議論が、2000年代に入ってかなり強めに出てきて、そして昨年の国家公務員法
改正に行きついたのです。
ところが、地方公務員制度の場合にはやや様相が違います。レジュメには「内からの改革」
と書きましたが、職員構成の変容、分権の進展、ＮＰＭの進展から、どうしても内から制度を
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変えざるを得ないのです。地方公務員法に書かれていることは一番ベースの部分だけで、それ
をどう工夫するかは各自治体に任されています。その任されているものをどうやって変えてい
くかということは、各自治体の創意工夫に任されているのです。
レジュメの３ページにある「自治体の人事システム改革」という論文の２番に「地方自治体
における人事システム改革の背景」と書いてあります。地方自治体においては、職員構成の変
容、地方分権、ＮＰＭの普及の三つの流れが背景となり、一部では90年代から人事システム改
革が始まっています。
第１の背景として、高齢化、高学歴化、女性職員比率の上昇など、それぞれの自治体が抱え
ておられる職員構成があると思いますが、特にその職員構成が90年代から大きく変容してしま
いました。従来、例えば男子の上級職採用を基幹職員として年功的に登用するという「古典的
な人事施策」がとられていましたが、そのような人事施策は完全に破綻していると思います。
高齢化の背景には、60～70年代の高度経済成長期における事務量の増大、国の機関委任事務
の増大に合わせた新卒職員の大量採用がありました。その後、オイルショックがあり、昭和
56～58年の第二次臨時行政調査会において職員定数の抑制が全国的な課題になり、自治省から
強い指導が出されました。その結果、新規補充は少なくなり、大量採用者の固まりがそのまま
加齢していったという事情があります。また、大学進学率の飛躍的な増加と行政需要の高度
化・複雑化に伴い、高学歴者を充当せざるを得なくなってきたことが高学歴化を加速しました。
さらに昭和50年（1975年）の国際婦人年を境に、昔は男女別の採用があったのです。採用者数
男子10名、女子２名、女子はお茶くみ要員として考えるというような採用施策は、多分どこの
自治体でもやっておられたと思いますが、昭和50年（1975年）以降、そのような採用施策はと
れなくなりました。昇進においても同等の扱いをせざるを得ない、同等の扱いが当たり前と考
えられるようになり、その後、徐々にですが、女性職員の登用も重要な人事上の課題になって
きました。
このように、「古典的な人事施策」が機能するための前提条件が大きく変容しています。多
くの自治体ではこれらの変容に対応するため、昇進の初任年齢を引き上げました。どういう意
味かといいますと、例えば昔は30歳で初めて係長になるということだったのが、今では35歳で
初めてとか、自治体によっては40歳で初めてというように、徐々に昇進の初任年齢を引き上げ
ていき、あるいはポストを増設しました。係長同等職で主査というポストを作る、課長同等職
で主幹というポストを作るといった、継ぎはぎ的な対処を行ってきました。こうした対症療法
は、短期的には効果がありましたが、長期的に見ると職員のモラル低下や意思決定の遅延など
の弊害をもたらすことになりました。
第２の背景として、地方分権の進展があります。地方分権の進展については先ほど申し上げ
たとおりです。地方分権の進展で、「先例踏襲能力」のような能力から、課題発見、課題解決
能力が必要になってきました。
第３の背景として、ＮＰＭの適用があります。ご存じのように、ＮＰＭは民間の経営原理を
公に投入し、民にできるものはできるだけ民に任せるということで、まさに小泉改革路線は
ＮＰＭの適用を地でいったような側面があります。日本型の公務員制度は長期雇用を前提とし
て、長い年月をかけて職員を評価し、その情報を集権的に人事担当課に蓄積し、職務経歴の後
半において徐々にそれに報いていくというような制度で、例えば30代まで頑張れば、40代以降
は早く昇進するというような制度です。しかし、ＮＰＭは短期的な評価、分権的な人事制度、
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柔軟な雇用形態を求めます。ＮＰＭの受容、進展は、従来の公務員制度およびその運用に大き
な見直しを迫るきっかけとなりました。ＮＰＭの中では、先ほど申し上げたような作業してい
るだけの職員はもう要らない、そんな者は民間に任せてしまえというような議論が非常に強く
なったのです。
自治体の場合、このような内からの改革を迫るさまざまな要因があったため、人事システム
改革に取り組まざるを得ないのです。
ところが、人事システム改革というと「いや、地方公務員法がまだ変わっていないから」と
おっしゃる自治体の人事課長がおられます。「ちょっと待ってください。地方公務員法のどの
規程が人事制度改革にブレーキをかけるのですか」と聞きましたところ、実は人事課長は地方
公務員法を読んでいませんでした。どの条文と言ってくれません。「地方公務員法が変わらな
ければ、人事評価制度はまだ導入できない」とおっしゃるのです。「地公法40条を見てくださ
い。勤務評定制度と書かれているではないですか」と言いますと、「そういえばありました」
という話なのです。
実は地方公務員法は一番ベースの部分しか決めておらず、どういう人事制度にするかは各自
治体に完全に任されているのです。もちろんベース部分の服務規程、例えば守秘義務や職務専
念義務といったところについては、地方公務員法はかなり縛りをかけています。ところが、ど
ういう人事制度を持ってくるのか、どういう階級を設けるのか、どういう昇任の年限にするの
か、昇任試験制度を導入するのかどうかということは、全部各自治体に任されているのです。
ですから、今申し上げたような三つの改革要因がある中で、変化している能力に対応するよう
な人材育成をするよう、各自治体が工夫して人事制度を変えていく必要があるのです。
では、果たして工夫して人事制度を変えているかというと、レジュメの３ページの左下に
「ただ現実を見ると」と書いてあります。実は各自治体の制度設計に当たるべき人事課は、も
のすごく忙しいのです。ものすごく忙しいことは私も知っています。12月ぐらいから毎晩12時、
１時まで働いて、２～３月はこもりっきりで家に帰れないような自治体の人事担当官が多いと
思いますし、人事異動があるから大変だとおっしゃいます。しかし、人事制度設計に当たるべ
き人事課では、異動や勤務条件の交渉などのルーティン業務と、メンタルヘルス対策（いろい
ろな自治体に話を聞いてみると、最近は自治体職員の３％がメンタルヘルスで悩んでいるとい
う実態があります）や不祥事への対応、派遣職員の身分問題などの例外事項への対応とに追わ
れています。
本当は、大多数の職員にどのように能力アップして働いてもらうか、住民サービスに資する
集団になるかということを考えなければならないのに、例外事項に多くの時間や労力を費やし
てしまっているのです。
本来、人事課のやらなければならない仕事は人的資源管理であって、限られた資源である人
材の育成です。人事制度の設計において最も重要な点は、限られた資源である人材をいかに採
用し、いかに引きとめ、育て、活用するかということです。そして、それがいかに効率的で良
質な行政サービスにつながるかということです。住民は、公務員の昇進システムや給与システ
ムにはあまり興味はありませんが、職員のモチベーションやモラルが最大限に引き出されて、
良質の住民サービスが提供されることには、強い関心がありますし、それを強く望んでいます。
自治体の人事担当者の責任は重いと思います。
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３．個々の職員の能力開発の重要性とその方法
では、どのように能力開発、人材育成をしていく必要があるのでしょうか。そして、それは
人事評価とどう結び付くのでしょうか。ここでレジュメの１ページに戻ってください。
自治体にとって最も大切な資源は人材ですが、人材というものは伸縮自在な資源です。30億
円の財源はあくまで30億円でしかありません。例えばその30億円をＢＲＩＣｓの株に投資して
60億円にするということは、自治体には認められていませんので、そんなことはできません。
せいぜい国債を買って、30.3億円にするという程度の話で、30億円が倍になることはあり得ま
せん。ところが、500人の人材というものは、場合によっては600人、700人分働いてくれる人
材に育ってくれます。しかし、逆に足を引っ張る職員が何パーセントかいると、400人分しか
働いてくれない自治体になってしまいます。
私はいろいろな自治体を回らせていただき、もちろん人事課の方や市長とはいつもお話しす
るのですが、飛び込みで、ミステリーショッパーという手法で、普通の市民を装い、いろいろ
な部署に行きます。それを五つの市役所で、５カ所ぐらいやると、その市役所の力量が大体分
かります。
非常につっけんどんな対応をして、「何しに来たん？　面倒だからあっち行って」というよ
うなことを言われるような市役所もいまだにあります。そういった市役所は明らかに沈滞して
おり、改革は進んでおらず、市長と話しても「なかなかうちの職員はうまいこといかんのです
わ」とおっしゃいますが、そのとおりだなと思います。
他方、まずどこに行こうかと廊下をうろうろしていると、「どちらかお探しですか」と職員
の方から声を掛けてくれるような市役所もあります。そういった市役所の場合には、どの課に
行っても対応がものすごく素晴らしいのです。こちらが用意してきた「私は新しくこの市に
引っ越してきて、こういうことをしたいと思っている」という、そのネタが全部「これはこう
してください」と説明され、「ほかにございませんか」と言われ、用意してきたネタが尽きて
しまい、こちらがミステリーショッパーであることがばれそうになった市役所もあります。明
らかに市役所ごとに底力が違うのです。これはそれぞれの市役所の職員の底力といいますか、
能力がどれだけ活用されているかの違いが原因だと思います。
では、どのように職員の能力を伸ばしていく必要があるのでしょうか。ここで、どんなとき
に職員が伸びるのかということを考えてみたいと思います。「皆さん自身、どのようなときに
成長しましたか」ということを皆さんに聞いてみたいと思います。今まで市役所に入ってから
成長したと思われます。どんなときに成長したと考えますか。今までこんなことがあって、こ
んなときに伸びたということがあると思います。どんなときに成長されましたか。

（受講者）　困難な事例や場面に当たって、やはりそういう場面は気分的にもあまりよろし
くないということもあるのですが、そういうものを何とか自力で乗り越えて、クリアして、そ
して満足いただけるような結果になり、加えて、周りからそれに関してお褒めの言葉と申しま
すか、そういったものがあれば、さらに充実した気分になりました。

（稲　継）　ありがとうございました。今、お一人だけお聞きしましたが、多くの方が「う
んうん」とうなずいておられたので、皆さんも同様のお気持ちを持っておられると思います。
困難な仕事にぶつかってしまったが、それを何とか工夫して現場で乗り越えた、いろいろ勉強
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して乗り越えた、いろいろな人に聞き回って乗り越えたときに、自分の能力がすごく伸びたと
感じる方が多いと思います。また、やり遂げたことによる達成感を味わったことによって伸び
たという人も多いと思います。そして、達成感を味わうと同時に、上司から、あるいは同僚か
ら「おまえ、よくやった、大したもんだ」と褒められた、評価されたということで伸びたとい
う人たちが多いと思います。そういうことが人を伸ばす一番大きなきっかけなのです。人事担
当者としては、それをいろいろ刺激してあげるような装置を考えていく、工夫していく必要が
あると思います。
レジュメの10～11ページに「自学を促す人事給与システム」と書いてあります。自治体の最
終目的は何かと聞かれると、この図の右端の「住民サービスの向上」になります。地方自治法
の第１条２項に「住民福祉の増進」と目的が書いてあるのですが、もっといえば、住民サービ
スの向上が自治体の存在意義です。それを満たすためにはどうしたらいいかというと、有能な
職員集団を築く必要があります。有能な職員集団を築くためには、個々の職員の能力開発・人
材育成が必要です。
では、どうすれば個々の職員の能力開発・人材育成ができますかということで、今質問した
ところ、やはり困難な課題にぶち当たったときなどに自分で伸びたのです。あるいは、褒めら
れて自分で伸びたのです。私はこれを「自学」と呼んでいます。この自学（自己学習）によっ
て伸びるのです。
どういうときに自己学習で伸びるのかというと、例えばジョブローテーションで新しい仕事
を割り当てられたときに、それを勉強しようとして伸びることもあるでしょう。あるいは人事
評価によって、褒められたことによって伸びることもあるでしょうし、「ここが足りない」と
指摘されたことによって、そのフィードバックによって伸びることもあるでしょう。さまざま
なものがあります。あるいは昇任制度によって、偉くなったときに「もっと頑張らなくては」
と思って伸びる人もいるでしょうし、人によってはジョブローテーションによって、非常にい
い上司に恵まれたときに伸びたという方もいます。逆に、能力のない上司が来たときに「こん
な上司の下ではやってられへん。任せてられへんから、おれが頑張らなあかん」と思って一生
懸命頑張って伸びたという人もいます。これは非常に逆説的ですが、いろいろなきっかけがあ
ると思います。
そういういろいろなきっかけ、例えば異動の仕組みや給料の制度、自治体によっていろいろ
な考え方がありますが、場合によっては給料に若干差をつけることによって本人のやる気をく
すぐるような方法もあるでしょうし、あるいは「それはうちの自治体ではできない」とおっ
しゃる自治体もあるかもしれません。自治体ごとの事情がありますので、一律には言えません
が、こういったいろいろな制度が自学を刺激することによって、能力開発につながります。そ
して、最終目的である住民サービスの向上につなげていくということになります。
そのように考えていくと、能力開発の基本は自学で、自学を刺激する何かが必要です。例え
ば大阪府庁では係長昇任試験制度を導入しておられます。係長昇任試験制度というものは、功
罪両意見がありますが、少なくとも一定レベルの知識を身に付けようというインセンティブに
はなります。そういう意味で必ず自学のプラスになるはずです。もちろんペーパーテストをか
なり重視していますので、それによる弊害があるという批判もありますが、人事担当者として
は、どういう制度を設ければ、どういう能力が磨かれるのかということを考える必要があると
思います。
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そこで、レジュメの２ページに戻っていただくと、「刺激する基本は『評価』とフィード
バック」と書いてあります。人は他者から褒められると、ものすごく自尊心をくすぐられ、能
力を伸ばすことができます。評価されるということは、ある意味でフィードバックです。あな
たのここが足りません、あなたのここが素晴らしいというフィードバックがあって初めてその
人の振り返り材料になるのです。そういう意味では、人事評価制度は非常に重要な役割を担っ
ていることになると思います。
実は大阪府内では、今まで人事評価制度を導入していない自治体が非常に多いのです。全国
的に見ても、人事評価制度、勤務評定制度を導入している自治体は３割しかありません。しか
し、紙に書いた勤務評定制度を導入していなくても、事実上、人事評定はやられているのです。
例えば人事異動の前になると、酒場でいろいろなうわさが飛び交います。「あの人できるから、
今度上がるよ」「いや、あの人はここでこういう批判も出るし、やはり大変なんじゃないの」
という、いろいろな声が飛び交います。ある意味で、うわさの相場、人事の相場が人々の中で
出来上がっているのです。個々の上司、課長、部長、あるいは市長もそうでしょうが、紙に書
いていないだけで、心の中ではそういう評価をしており、その中で動いているのです。非常に
不透明で、いやらしい制度だと私は思います。誰にも見えないし、本人が知らないところで勝
手に評価して、勝手に点数をつけてしまっているのです。そして「こいつはまだ昇任には早
い」と誰かが判断して、つまり評価して、昇任させてもらえないのです。その係員の立場とし
ては、非常に悲しいでしょう。どうして上がれないのか知らせてほしいと思うでしょうし、何
と何が足りないのか教えてほしいと思うでしょう。そうでないと、私は伸びませんよ、市民の
ために働けませんよという気持ちになってしまいます。そうだとすると、きちんと紙に書いた
形の評価制度を作っていく必要があるのではないでしょうか。それが、ひいては職員の人材育
成にもつながっていくのです。

４．自治体職員　冬の時代の人事戦略
レジュメをめくっていただくと、「自治体職員　冬の時代の人事戦略」と書かれたＡ３版が
何枚かとじてあります。「ガバナンス」という雑誌がぎょうせいから出版されていますが、多
分自治体職員がいろいろな情報を得る雑誌としては一番優れている雑誌です。そんなに高くな
い、800円ぐらいの雑誌で、ものすごい情報量があります。150ページぐらいの中で、全国のい
ろいろな自治体でこんなことをやっているという情報コーナーが30ページぐらいあり、それを
追い掛けているだけでもいろいろなことが分かります。それ以外にも、例えば財政再建の話な
ど、いろいろな話を特集記事として記者が追い掛けています。そういう意味では、ぎょうせい
の回し者ではありませんが、全国の自治体の人にぜひ「ガバナンス」を定期購読してください
とお願いしている状況です。その「ガバナンス」の中に、「冬の時代の『人事戦略』」という
ことで連載中です。たまたま今の時期、人事評価について連載していますので、その中から今
月号までをコピーしていただきました。
まず、「vol.17、人事評価①」と書いてあるページです。勤務評定制度は、地公法第40条で
「任命権者は、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その評定の結果に応じた
措置を講じなければならない」と定められています。
しかし、この勤務評定というものには非常に暗いイメージがあります。特に大阪府内の市役
所の年配の職員の人たちは、勤務評定に対して非常に強いアレルギーがありますし、組合も非
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常に強いアレルギーがあります。なぜなら、昭和30年代に勤評闘争を経験しているからです。
もう経験した人はほとんどやめていると思いますが、これは文部省が無理やりやろうとした教
員の勤務評定に対して、日教組が猛烈に反対し、板挟みになった校長が全国で数多く自殺した
という非常に痛ましい事件が昭和30年代にありました。その勤評闘争を思い浮かべるので、勤
務評定という言葉には、特に大阪府内の組合にはすごいアレルギーがあります。いろいろな自
治体が、「勤評」に対して非常に敏感に反応され、いろいろ文句を言われるという状況に置か
れていると思います。
しかし、果たして評価というものはそれほど悪いことなのでしょうか。確かに性格で判定す
るような、どうしようもないような評価制度はあってはいけないと思いますが、闇で評価して
いるものをきっちり紙に書いて評価するということは、そんなに悪いことなのでしょうかとい
うのが私の主張です。
実は今、勤務評定をやられている数多くの自治体では、評価基準を公表していません。つま
り、どういう基準で評価しているかということを公表していない自治体が結構多いのです。し
かも、その評価結果は本人に知らせません。今まで行われてきた古い勤務評定制度を単純化を
恐れずに総括すると、「本人が知らない評定基準に基づいて上司が一方的な評価を行い、評価
の際の面談もなく、そして評価結果は本人には知らせず、人事担当部門で昇格・昇任などに活
用する場合もあり得る」というものでした。要するに、管理と統制のためだけに用いられてき
たという感が強いのです。本人が知らないところで行われていますから、メッセージを送る効
果はありませんし、ブラックボックス化しているために、職員の間では従来の勤務評定をかな
り暗いイメージでとらえることになります。
しかし、果たして人事評価とはそんなものなのでしょうか。レジュメには「人事評価制度の
目的－何のために何を評価するのかを明示し、伝えること－」と書いてあります。また、表１
「人事評価の目的と役割」の中で、「①職員の『いまの状態』を知り、評価し、それに基づい
て政策をたて実施する」、これは割と従来とられてきました。もう一つ、人事評価には重要な
目的があります。「②職員の行動を変える＝行動規範を提示」、これは人材育成基本方針など
で、こういう市民のために仕える職員になってほしいということを示します。評価は期待の表
明ですから、その行動規範にどれだけ沿った行動をしてくれたかということを見ることになり
ます。ある一定の方向に職員を誘導していくというのが、人事評価の重要な二つ目の役割です。
従来、自治体における勤務評定においては、人事課サイドの要請として、①の機能ばかりが
重視されてきました。しかし、組織業績をいかに上げるかという人事管理、人的資源管理のそ
もそもの目的に照らすならば、②の要素こそより重要です。そのためには職員に評価基準を公
開する必要があります。
ここで「組織業績」と記しましたが、自治体の場合は「住民の福祉の増進を図ることを基本
として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うもの」（地方自治法
第１条第２項）であることが期待されています。そこで、そのような住民サービスの向上をい
かに図るかということがポイントとなってきます。その観点からすると、職員の行動を上記の
役割を担うようなものに変えていくことが必要であり、②の機能が期待されています。
では、そのような機能はどのような順番で作っていく必要があるのでしょうか。これは
vol.19、人事評価③です。どういう手法、どういう手順で人事評価制度を築き上げていくかと
いうことですが、まず構築のための第一歩として、人材育成基本方針を策定する必要がありま
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す。今申し上げたように、評価の基準です。「こういう職員になってほしい」と期待する人材
像を示し、その「期待する人材像」の方向に、職員の行動を変えていくことが必要になってき
ます。レジュメには「人材像を示し、そのような職員を高く評価することにより、職員の行動
を変え、住民サービスの向上に資する職員へと方向付けすることができる。このようなことか
ら、期待する人材像は評価基準を支える憲法としての役割を果たす」と書きました。
実は人材育成基本方針を策定しておられる自治体は、最近だいぶ増えてきましたが、拝見し
ていると、中身がしっかりできている自治体と、総務省に怒られるからという、単にアリバイ
づくりで作ったような自治体など、いろいろあります。アリバイづくりの人材育成基本方針は、
どうも迫力がありません。一体何のために人材育成基本方針を作っているのかということを、
やはり考えなければいけません。また、自治体によっては単なる職員研修計画の表題を変えて
「人材育成基本方針」としているのですが、職員研修計画だけでは職員は育ちませんし、研修
は一つの手段にすぎません。自学を促すために、ジョブローテーション、人事評価など、いろ
いろな要素が相まって人を育てていく、そのうちの一つが職員研修ですので、職員研修計画の
表題を張り替えて「人材育成基本方針」と書いている自治体は、明らかに勘違いされています。
その勘違いやアリバイづくりをしている自治体を除けば、人材育成基本方針をしっかりと策
定している自治体は、まだ全国の自治体の半分にも満たないのではないでしょうか。まず人材
育成基本方針を策定して、それから人事評価制度を築いていくということです。
個別の人事評価制度の事例については、この後二つの自治体の方にご紹介いただきますので、
ここでは詳しく触れませんが、最後に幾つかのポイントだけを言っていきたいと思います。
レジュメをもう１枚めくっていただきますと、vol.20、人事評価④があります。ここでの大
事なポイント、人事評価の基本原則は、公平性・客観性・透明性の確保です。これは単に制度
設計だけでなく、運用に当たっても非常に重要なことです。問題は、評価の結果を被評価者で
ある本人に開示するかどうかという点で、これは非常に難しい点です。従来、この点について
は、処遇管理の観点から消極的な意見が多くを占めていました。
しかし、自学を促し、本人の能力開発を行うためには、評価結果の開示が必要です。また、
評価結果を何らかの形で活用するのであれば、結果が非開示のままでは、本人の納得は得られ
ません。本来は評価結果の本人開示・フィードバックを通じて人材育成を図ることが望ましい
し、今後求められてきます。
ただ、評価基準の公表と違い、さまざまな考慮要素も検討しなければなりません。開示によ
り評価が甘くなる恐れや人間関係の対立、モラル低下等をもたらす可能性などがあります。
そこでまず、職員に対して開示の趣旨の徹底を図るとともに、開示方法については、面接等
により、本人の納得と理解を得ることが重要です。今後はそのようなコミュニケーション能力
を持っている管理職、フィードバッカーの育成が必要になってきます。
人事課の方とお話ししていると、しばしば聞かれるのは、「評価結果を開示すると、今の管
理職ではとても持ちません」という声です。これは酒の席でおっしゃっていますので、かなり
本音でおっしゃっていると思いますが、確かにそうかもしれません。しかし、私は「果たして
その人が管理職でいいのですか。そんな管理職であって、市役所はいい組織なのですか」と聞
きたいのです。「そんな管理職は全部替えてしまったらどうですか」。私は外部者ですので、
好き勝手なことを言えます。そうすると、顔が真っ青になり、「今そんなことはできません」
とおっしゃるのです。「そんなことはできないけれども、あと３年待ってください。あと３年
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待てば、みんな退職するし」。では、チャンスではありませんか。３年でそのようなどうしよ
うもない管理職がみんな辞めてしまうのだったら、これからの管理職には、きちんとフィード
バックできるような、きちんと人事評価ができるような管理職をつけていく必要があるのでは
ないでしょうか。2007年問題、つまり団塊の世代の大量退職は、逆に言えば大きなチャンスな
ので、この際、人事評価制度をきっちりさせて、職員が生き生きと働けるような職場に、ぜひ
していただきたいと、皆さんにお願いしたいと思います。
vol.21、人事評価⑤の左上の図に、どういう評価要素があり、どの辺を重視するかというこ
とを書いています。業績を重視するだけなら業績評価だけでいいのではないか、目標管理は業
績評価だけでいいのではないかという意見もあります。多分、一番上の層、部長級は業績評価
だけでいいかもしれません。しかし、アウトプットである業績、あるいはそれを評価する業績
評価というものは、本人が努力したかどうかにかかわらず、外部要因によって大きく影響され
てしまうことがあります。たまたま景気が良くなったとか、いろいろな、たまたまの要因で左
右されてしまう場合があります。ですから、業績評価だけで全職員を評価するのは、かなり気
の毒なことです。そういう意味では、本人がどれだけ頑張っているとか、どれだけの能力を
持っているかといった能力評価を重視します。左の方に「広義の能力評価」と書いてあり、能
力評価、情意評価、コンピテンシー評価を含め、広義の能力評価を両方取り入れます。特に若
めの係員のところは、その能力評価にかなりウエートをたくさん置き、上の方の職員、部長級、
課長級は業績評価にウエートを高く置くような評価制度を設計する必要があるのではないで
しょうか。
最後のページ、vol.22、人事評価⑥では能力評価の手法として、「簡易コンピタンシー評
価」を取り入れている岸和田市の例を挙げました。
最後に本の宣伝をしておきますと、一昨年に出ました『自治体の人事システム改革』は割と
よく売れている本です。たくさんの方に読んでいただいているという、非常にうれしい本です。
レジュメの２ページにこの紹介がありますので、ぜひ今日戻られたら、「Amazon」でクリッ
クして注文してください。
もう１冊、本をご紹介しておきたいと思います。『元気な自治体をつくる逆転発想の人事評
価』という本で、小堀喜康さんという方が書かれました。聞いたことのある名前だと思います
が、岸和田市の人事課におられた方です。彼が書いた『逆転発想の人事評価』ということで、
岸和田市の人事評価制度を１冊の本にしてしまったというものです。あちこちの自治体から人
事考課マニュアルが欲しいと言われ、刷り増しするのが大変だから本にしてしまおうというこ
とで、ぎょうせいから本が出ました。これもぜひお薦めしたい本の一つです。
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１．牛久市の紹介
（桐　原）　私どもの事例発表ということですが、茨城県といいましても、関西の方にはあ
まりなじみ深くないと思いますので、少し紹介させていただきます。茨城県はＪリーグで優勝
した鹿島アントラーズがホームにしているところです。それから、お相撲の世界では、小結で
鳴戸部屋の稀勢の里が牛久市出身です。
また昨年、牛久市では夏休みを廃止したということで、その記事が「Yahoo!」のニュース
に二度ほど出たこともあり、全国的に有名になりました。
誤解のないように申し上げますと、夏休みの特別休暇の制度を廃止しただけで、夏休みを取
れなくしたわけではありません。市の職員は年次有給休暇で夏休みを取っており、年休を取り
づらいというような雰囲気がなくなりつつあるという状況です。職員の平均の年休消化率が11
日程度なのですが、私どもは、全員が公平に20日間消化できるような労働環境を作ろうという
ことを考えて進めています。
また、牛久市についてあと少しご紹介させていただきますと、牛久市がゆかりのもので、日
本の食文化に今でも大きな影響を与えているものが三つあります。一つはワインで、実は日本
で最初にワインを醸造したのが牛久市です。牛久市に「シャトーカミヤ」という、100年以上
前に建てられたヨーロッパのお城のようなレンガ造りの建物が現存しており、ぜひ重要文化財
に指定したいという動きが出ています。そこで100年以上前に、日本で初めてワインが醸造さ
れました。
二つ目があんパンです。ご存じのようにあんパンは銀座木村屋が最初に作り、明治天皇に献
上したということで評判になった食べ物です。今ではコンビニでも売っている非常になじみの
多い食べ物だと思いますが、実はあんパンを考案した木村安兵衛さんという方は牛久市の出身
で、牛久市ゆかりのものです。
三つ目がうな丼です。牛久市の近くには牛久沼という沼がありまして、かつてはウナギの産
地でした。江戸時代、そこでウナギを食べようとしていたら、渡しが出るぞということで、慌
ててご飯の上にウナギを乗せて食べたところ、たれがご飯にちょうどいい具合に乗り、大変お
いしかったそうです。以来、これを牛久沼の売りにしようということで、うな丼が全国的に広
まったということが地元の文献などにも出ています。
牛久市から日本の食文化に今も大きな影響を与えているものが三つあるということで、ワイ
ン、あんパン、うな丼といったものを見ましたら、ぜひ牛久市を思い出してください。

「牛久市の勤務評価制度と運用について」
（職員の意欲喚起と能力開発をめざして）

講師　桐　原　泰　弘　氏（牛久市副市長兼市長公室長）

　　　藤　田　　　聡　氏（牛久市市長公室人材育成課長）
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２．人材育成基本方針
前置きが長くなりましたが、評価制度について事例発表をさせていただきます。まず、牛久
市の評価制度の根拠ですが、平成14年10月に「牛久市人材育成基本方針」を策定いたしました。
その中で、市民から求められる三つの職員像というものを出しています。①市民の立場で行動
する職員、②物事の本質を考える職員、③時代の変化を感じる職員ということで、抽象的では
ありますが、市として職員に対して、こういう職員になってほしいということを明確に宣言し
ました。具体的には、こうした求められる職員像にふさわしい日ごろの業務、日ごろの職員の
行動を評価しようということになったのです。やはりコンピテンシー、行動特性に着目してい
こうということで、どれだけ市民から求められる職員像に自分が近づいているのかといったこ
とを評価していこうという仕組みにしています。また、職員の人材育成、稲継先生のおっしゃ
るような「自学」を刺激する一つのきっかけにしようというのが牛久市の評価制度の目的です。
平成14年に基本方針を作りまして、15年、16年、17年と３年間評価の試行をいたしました。
そして、18年から19年と本格的に評価をやっており、具体的に評価した結果を、ボーナスの成
績率ということで既に反映させております。後ほど具体的なご説明をさせていただきますが、
増えた方、減る方が出ております。
先ほど稲継先生からアカデミックな形での評価の必要性等々のご説明がありました。私はど
ちらかというと、現場のどろどろとした言い方になってしまうかもしれませんが、評価がなぜ
必要かと思っているかというと、大体公務員というものは、採用されたときは非常に優秀です。
ところが、年を経るごとに、だんだんただの人になってしまうようなパターンが多いのではな
いでしょうか。また、きちんとした人材育成の仕組みを作り、お金を掛けて人材養成をしてい
るということが少ないのではないでしょうか。あるいは、頑張っても頑張らなくても賞与が同
じというような仕組みも理由の一つなのだろうと思っています。
それから、これは私の個人的な感想ですが、かつて市役所は５人分の仕事を７人でやってい
ると言われていました。従って、一人や二人がサボっていても、何とか回っていました。とこ
ろが、５人分の仕事を今は５人でやらなければならない時代になっています。従って、一人が
サボっていたのでは大変なことになってしまうので、しっかりやってもらうための仕組みを整
える必要があるのではないでしょうか。さらにこれからは、５人分の仕事を４人でやらなけれ
ばならない時代、あるいは３人でやらなければならない時代になりつつありますし、もう入っ
ているだろうと認識しています。私どもは評価制度のほかに、業務改善の仕組みを整えて、そ
れを動かすことによって、業務の見直し、あるいは効率化を進めながら、かつて７人でやって
いた５人分の仕事を、いずれは３～４人ぐらいでできるような体制に持っていかなければなら
ないということで進めています。

３．牛久市の人材育成ツール
次に、職員の人材育成のための意欲喚起と能力開発ツールということでご紹介させていただ
きます。
例えば資料の１番では、毎日各課単位で始業前に朝礼をやっています。８時半から始業です
が、８時20分ぐらいには職員が課長の周りに集まりまして、その日のスケジュールの打ち合わ
せ、あるいはその場で簡単な報・連・相をやっています。従って、隣の人が今日は休みなのか
出張なのか分からないということはありませんし、遅刻をする人もおりません。それから、課
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によっては日替わりで担当職員からいろいろ意見発表をしてもらったりというような工夫もし
ています。
二つ目としては、朝の会です。これは月曜、水曜、金曜と週３回、庁議メンバーによる打ち
合わせを朝９時からやっており、その前段に市長決裁のタイムを設けております。かつてはそ
こに課長が起案を持ってきたのですが、その後、課長補佐が持ってくるようになり、最近では
担当者が起案を持って直接市長に説明するというステージにしています。従って、担当者は、
市長決裁をもらう前の日はだいぶ勉強をしているようで、場合によっては課長や部長と想定問
答をしたりしているようです。市長にどんなことを聞かれるかということで、いろいろ勉強し
ています。さらに市長は起案の説明を聞きながら、どのくらい勉強しているか、多様な観点か
ら職員に質問して、市長自ら人材育成をやっています。
三つ目としては、昨年度から昇任試験を導入しています。従来は31歳ぐらいになれば自動的
に主任になっていましたが、現在は試験に合格しないと主任になれません。ただし、今までよ
り２歳早く主任になれるようにしています。従って、試験に合格した方は29歳から主任になれ
るような仕組みを整えています。去年、試験をやりましたところ、受験者は全員合格していま
す。落とすための試験ではなく、主任として必要な知識を持っていることを確認できれば全員
主任にしようという考え方です。そういう意味では、モチベーションを上げる一つの手法にも
なっているのではないでしょうか。
四つ目としては、県との人事交流を積極的にやっています。現在、対等交流で３名、実務研
修生として２名行っており、５名の職員が県庁ないし県の出先機関で働いています。また来年
度に向けて、先月、県との交流を希望するかという調査をしましたが、大体20名の方が県との
交流に参加したいという希望を持っています。そのうち３～４人は一度行っているのですが、
また県に行きたいという希望を持っている者もいます。
五つ目としては、KAIZEN活動をやっています。これは早稲田大学の公共経営研究科の方
に３年間来ていただき、ＴＱＭという民間企業がやっている経営改善手法を応用し、行政でも
業務のKAIZENをしようということでやっています。現在は、そういう意味では早稲田大学
を卒業したような形になっており、独自のやり方で業務KAIZEN活動を継続しています。
六つ目が勤務評定ですが、勤務評定についてはこれからご説明します。

４．勤務評定の全体図
牛久市の勤務評定の簡単なスキームというか、仕組みですが、まず評価者（課長）が職員に
対して、あなたはここが課題だ、あるいはここが優れているという10項目の調査シートを前に
出し、本人と面談をいたします。それを受けて、一般職の場合には複数の評価者ということで
４名（課長、課長補佐、部長、副市長）の者が評価する形になっています。ただ、それだけで
は全庁的なバランスが取れていないという不安もありますので、全部長と副市長で調整会議を
開き、そこで評価の甘い課長、部長と徹底的に協議し、評価の甘いところはやり直しをしても
らい、厳しすぎるところは見直してもらうといったことで公平性を確保しています。
また、各部長には全職員の評価結果を出します。従って、各部長はほかの部の状況もすべて
知っているということになり、いわば部長同士で緊張関係を持たせ、どこの部が非常に甘い、
どこの部は厳しいということがはっきり分かるようにしています。さらに課ごとに平均点を出
し、その平均点を高い順に並べ、どの課が甘い評価をしているかが一目で分かるような表を
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作っています。あるいは最高点や最低点だけを並べ、どの課がどのような点数をつけているか
ということも全部一目で分かるようにしており、こういう資料をもとにして調整するようにし
ています。この調整会議がなかなか労力の掛かるところですが、とても重要な位置づけになっ
ています。
そして、その結果につきましては、勤勉手当に反映するとともに、昇給・昇任に現実に反映
させています。12月のボーナスのときには、10月末から11月末にかけて約１カ月間、評価の作
業を行っています。
また、７段階評価をしているのですが、どういう評価に何人の職員がいるといった評価結果
については、全職員に開示しています。個人の情報は、本人にだけに開示するという手法を
とっています。
評定項目は10項目、それぞれ業績考課３項目、能力考課３項目、態度考課４項目で、基本的
にはシンプルな制度設計にしています。これは評価をする人にも、評価を受ける人にも、分か
りやすくしようと、労力を掛けすぎないという前提で、政策的にシンプルな制度設計にしてい
ます。評定者は４名ということで、複数の目でチェックしようということにしています。
それから、評定基準はＡ～Ｇの７段階です。ただ、プロセスも大事ですが、結果が一番大事
ですので、基本的には誰もが納得できる結果にしようということで、「あの人は非常に優秀だ
から、ボーナスが増えてもいいんだよな」と誰もが思うような人はきちんとボーナスが増え、
「あの人はもう少し頑張らないと駄目だな」と誰もが思うような人はきちんとボーナスが下が
るという仕組みにするという前提で制度設計をしています。

５．評定項目（コンピテンシー）
評定項目は10項目の評価です。それぞれ一つの項目に10点の持ち点があり、業績考課が３項
目で30点、能力考課が３項目で30点、態度考課が４項目で40点となります。
ここが理想となる職員像を具体的なコンピテンシー（行動特性）で評価しようという一つの
基準になっており、成果主義、実績主義を導入していますが、いわゆる業績考課のシェアは
30％です。公務員という仕事の特性からして、業績だけで評価するのはなかなか困難であるこ
とから、残り70％については本人の意欲や努力、高いモチベーション、一生懸命努力する人は
多分いい成果を上げているはずだという形で、７割は意欲や努力をよく見ようということにし
ています。こちらは５段階評価になっています。その５段階を項目によっていろいろな形で判
断してということで、評価しやすいように参考のための視点を加えてあります。
評定基準は７段階評価で、10点刻みの形にしています。

６．評定者と評価配分
基本的には一次評価者が60％の持ち点を持ち、二次評価者が40％の持ち点を持っています。
例えば「その他一般職員」を見ていただきますと、副市長が10％、部長が30％、課長は50％、
補佐が10％ということで、所属の課長と補佐のところで60％の持ち点を持っていますので、そ
の評価はほとんど決まってまいります。部長のところは部内の調整をするような趣旨、副市長
のところは部間の調整をしようという趣旨で持ち点を持っています。基本的に副市長は一般職
員のことはなかなかよく分かりませんので、部長と同意見ということなので、実質的には部長
が４割の評価を持っているというのが実情です。
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７．勤務評定と勤勉手当
昨年12月のボーナスに反映された結果は、Ａ評価は0.2％（１名）、Ｂ評価は3.9％（16名）、
Ｃ評価は39％（160名）、普通のＤ評価は52％（213名）、実際にボーナスが下がったＥ～Ｇ評
価は4.9％（20名）、ボーナスが上がりも下がりもしないＤ評価の人が職員の約半分です。そ
れから、ボーナスが上がった人がＡ～Ｃ評価ですので、職員の45％が評価制度を導入したこと
によってボーナスが上がった、努力が認められたという状況で、私の受けている印象では、評
価によって多くの職員に給与的なメリットが出ているということです。さらには、先ほど来出
ていますが、自学をする一つのチャンス、あるいは自分の努力が認められたということでモチ
ベーションが高まるといった、いろいろな効果が出ているのではないでしょうか。なお、Ａ評
価の方は、ある部長ですが、ボーナスが25万円増えまして、市長のボーナスよりは少し低いの
ですが、副市長のボーナスよりは高くなっています。そのくらいメリットが出ています。一方、
Ｇ評価でボーナスがゼロになった職員もいます。
茨城県の場合、44の市町村があるのですが、このような形で評価制度を導入しているのは２
団体で、実際、評価によってボーナスを下げるところまでやっているのは、茨城県では牛久市
だけです。

８．人材育成の成果と問題点
最後に、人材育成の成果ということで、昨年６月と12月のボーナスで、６月がＥ評価だった
けれども12月でＤ評価になった、いわば下がっていた評価が普通の評価になったという方が10
名で、ある意味、スキルアップに少し力を入れてくれたと思える人が10名いました。逆に、６
月に普通だった評価が12月で下がったという方が８名いました。ここは、下がってしまった原
因を探ったり、あるいはその人に努力を求めたり、何らかのアプローチをしなければならない
だろうと思っています。それから、６月に下がっていて、下がった状態で固定化されてしまっ
ている人が11名いました。ここは、やはり今までの一般的な研修制度に加えた形で、より強い
形のスキルアップを求める必要があるだろうと思います。研修効果がなければ、場合によって
は分限処分もせざるを得ないと思われるゾーンです。
私どもはこういう形でやっていますが、45％の職員のボーナスが増えていますので、まさに
職員にメリットが出るような評価制度にしようという制度設計ですし、いったん下がった方、
あるいはずっと下がっている方を、やはり研修の必要なターゲットとして見ています。ここは、
一般的な努力を喚起するだけでなく、今までよりも本人の努力をより強く喚起しなければなら
ない方ですので、特別な研修を用意したり、何らかの本を読ませたり、レポートを出してもら
うというような研修をしなければいけないでしょう。あるいは、そういう相手が分かったとい
うことにまず意味があるのだろうと思います。あとは、これからの私どもの努力と本人の努力
が大事なのではないでしょうか。
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１．人事考課制度のねらい
事例報告といたしまして、当市の人事考課制度についてお話しさせていただきます。本日
ご参加の皆さまは人材育成の関係職員ということですので、人事担当職員として「人事考課制
度」をどのように職場に定着させていくかということについて、それぞれお考えがあるかと思
います。その一つの参考になればということでお話しさせていただきます。
「人事考課制度のねらい」ということですが、実はこれは私どもの市の「人事考課マニュア
ル」の１ページ目に書いてある事項です。私どもの人事考課制度は、「人を評価する」という
よりは、「いい仕事」をどのように行っていくかを、マネジメントの一環として位置付け、人
事考課が市民サービスの向上につながるものにしたいという意味合いで制度設計をしておりま
す。
まず「（１）意欲の高揚と能力開発を図るための人事考課」ということですが、私どもは
「アクション計画表」を使って、個人面談を年３回実施するようにしています。当初の目標設
定と中間面談、そして期末の最終面談ということで３回実施しています。その内容については、
また後ほど説明いたします。
「（２）積極的、意欲的な業績を重視する人事考課制度」ですが、実は私どもの市長から、
人事考課制度を実施するときに、個人の目標だけがあって、「組織の目標」と連動しないよう
なものは駄目だということで、市長から「組織の基本方針」を出すように言われています。新
しい年度に入ると、課長、係長、私の場合ですと課の目標について、今年度は私どもの課では
このようなことをやりますという目標を大体二つか三つ掲げます。その目標のためにはどのよ
うな課題があるのか、その課題を解決するためにはどのような施策を持つのかということを市
長に提出します。最初の年は市長室に全部の課長が呼ばれまして、その内容を説明しましたが、
現在は、市長、副市長に見ていただき、おかしな目標については市長のところに行っていただ
いて、もっと詳しく説明して確認するという方式をとっています。

「（３）管理監督者の意識改革と管理行動による人事考課」ですが、個人的には、やはりこ
こが、私どもの人事考課制度の中では一番大事ではないかと考えています。やはり管理監督者
と一般職員は違うと考えておりまして、管理監督者は部下を指揮し、いい仕事をしていく。た
だ自分の仕事をやっていればいいということではなく、いかに組織を動かしていくかというこ
とが大事だと思いますので、そのために管理監督者は部下よりも勉強しなければいけない。人
に指導するときに、やはり管理監督者がきちんと指導できなかったら、職員は「ばか」にしま
すよね。私は常々、私どもの管理職の研修などで申し上げていますが、人にきちんと説明する
ためには、自分が勉強しなければ、職員は絶対に納得してくれません。そのようなことを含め
て、管理監督者は一般職員より勉強し、一般職員に「ばか」にされないといいますか、例えば

「見附市の人事考課制度について」

講師　池　山　広　喜　氏（見附市総務課長）
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この課長は一般的には厳しいことも言うけれども、言うことは間違っていないという人間関係
を持てなかったら、人事考課制度は成立しないのではないかと考えています。

２．アクション計画表
制度の特徴と、人事考課の評価内容については添付した資料を使いながら説明させていただ
きます。私どもが使っている具体的な「アクション計画表」というか、人事考課制度のさまざ
まな表を使い、私どもの制度設計についてご説明申し上げます。
この表は、たまたま私の課で情報管理も主管している関係で、情報管理係の係員が作った１
年間のアクション計画表です。３項目なり４項目を業務目標ということで、当初、係員の方が
係長や課長と相談して業務目標を立てます。そして、９月か10月の「中間の振り返り」の時期
に、本人がその達成率等を書いて、最後、１月か２月に、私どもの業績評価については４月か
ら翌年３月となっていますが、職員の異動の関係もありますので、大体２月初旬までに本人か
ら期末の振り返りをしてもらうということでアクション計画表を作成しています。

３．アクション計画の目標設定例
「業績評価」を実施するときには、やはり最初の目標設定が非常に大事だと思います。また、
目標設定は、本当に努力したらできるということが一番大事だと考えています。優秀な職員は
簡単なことを難しく書きますが、要領の悪い職員は難しいことを簡単に書いてしまいます。で
すので、これはやはり管理監督者が職員を見抜くというか、私は「おれをごまかそうとしてい
るな」と話します。「おまえ、難しいことを簡単に書いているな。ごまかそうとしているな」
と話しますと、「いや、そんなつもりはないです」と話します。「でも、そんな書き方では駄
目ですよ」と言って、やはり本当にその職員が持っている能力の中で、本当に頑張ったらでき
る目標になるように指導しています。
表の右端の「困難度」と「ウエイト」の隣に30点と書いてあります。実はこの「困難度」と
いうものは、ＡからＤまであってＢは100点、Ｃは80点ですので、「困難度」がＢでウエイト
が30％の場合、「困難度」とウエイトを掛け算をしてもらうと、100×0.3で、この項目につい
ては、30点です。４つある項目の各項目の点数を足すと90点となっています。業績評価につい
ては、大体90点を超えると、私どもでは業績評価が大体80％以上の確率で「４」になります。
制度設計としては業績評価だけでなく、情意考課といいますか、「規律性」や「責任性」など
を問いますが、基本的には業績評価ですので、この点数が90点を超えると、高い点数という結
果になります。なお、各課で当初作ったものについては、人事担当でもう一度全部見直しをさ
せていただいて、課長と面談し、適当でないものについては訂正するという形をとっています。
一般職や保育士、病院も実施していますので看護師や、学校管理員、学校調理師の方も具体
的な目標設定を行っています。当初、学校の管理員や調理師にこのようなことを実施するのは
いかがなものかという意見もあったのですが、当時の教育長が「いや、そうじゃない。やはり
そういうことを考えることも大事だから、簡単なことでもいいのでぜひ実施していただきた
い」というお話がありまして、一般の技能労務職の方についてもアクション計画表を作成して
いただいております。
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４．能力自己評価表
これから２～３月になりますと、人事考課制度のまとめの時期に入りますが、１年間を通し
て、職員から「能力自己評価表」ということで、課長と面談するときに、この１年間の自己評
価はどうだったかということを振り返っていただきます。実は１月１日が昇給日ですので、能
力評価は12月に出していただいて終わっているのですが、執務態度については２月末にもう一
度提出していただくという形をとっています。
「能力自己評価表」中、職務遂行能力についてですが、私どももこのような基本的な評価に
ついては、課長には「実行力」、課長補佐には「執行力」、そして一般職員には「スピード
力」ということで、その職責によって役割水準が違う、評価する基準が違うということが書い
てあります。私どもの人事考課のマニュアルでは、課長に求められる役割水準、一般職員に求
められる役割水準について、具体的にマニュアルに記入してあります。そのようなことを含め
て、最後には、一般職員の方はやはり一生懸命やったわけですので「課長、評価してくださ
い」と言うのですが、課長は全部の職員に高い点数をつけるわけにはいきませんので、何とか
全体の中を見比べて、本当に点数の高い職員には私も「今年は頑張ったね」といいますが、頑
張らなかった職員といいますか、高い点数をつけられなかった職員については、やはり少しこ
の辺は直してもらいたいということで、「もう少しこのようなところは直した方がいいのでは
ないですか」ということで面談時にお話ししています。
もっとも、絶対評価ですので、全員に高い点数をつけてやりたいのですが、先ほども牛久市
さんが言われましたが、結局、私どもの方も上に持っていきますと、そんな全体の３割～４割
も高い点数がつくなどということはあり得ない、やはり全体的な調整をしてもらいたいという
ことになり、今年の能力評価の結果が出たのですが、３割以内で抑えてくださいとお話しして
います。実際の処理として、一次能力評価の段階で、各課長の評価で４の評価がついた職員、
３の評価がついた職員、２の評価がついた職員の数が、やはり若干絞られまして、その数字を
相対的に調整して行く作業を、牛久市さんと同じような形でやっています。
ですので、今回、定期昇給の時期ですが、４の評価がついた職員については６号俸上がりま
すし、２の評価がついた職員については、定期昇給は半分ということで２号俸しか上がらない
ということです。一応、昇級区分ということで、昇級辞令のところに昇級区分幾つと書いてあ
りますので、見ていただければ、２号給しか上がらなかったなというような職員もいます。

５．人事考課表
業績評価については「勤勉手当」に成績を反映させています。先ほど話しましたが、業績評
価で90点以上取りますとＡランクになり、配点上56点がつきますが、90点以下ですとＢランク
の42点ということになります。先ほどの職員の最終結果は業績はＢランクの42点、執務態度の
22点を足して64点ですので、54～69点の範囲あたり、評価「３」ということになります。
私どもの市では、二次評価者の点数も絶対評価です。取りあえず一次評価については係長、
課長補佐がつけますが、最終的には、一般係員であれば課長がつけます。課長補佐については
課長と副市長、もしくは私どもは市が小さいのでグループ制を敷いており、グループ長といわ
れる者が評定しています。グループ長に所属する、課長補佐については、人事担当の課長であ
る総務課長が評定することなどで、他の課の課長の評価によって、グループごとに連携を取る
ように、課長補佐については副市長ではなく、グループ長が評定するという形を取っています。
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資料の主任の場合、一般係員用の評定で、スピード力、正確力、知識・技術など六つの評価
項目があり、一次評価が70点ということですので、課長補佐はランク「４」と評価をしていま
すが、課長はまだまだということで「３」という評価で、この方の最終的な人事考課の点数に
ついては「３」となっています。
このあたりは、私どもは最初、全部ワープロでやっていたのですが、なかなか面倒ですので、
Excelで表を作り、クリックすると評価関係が全部入るようになっています。あまり手間をか
けないようにということです。表の作り方については、職務職階で分けていきますので、計算
が間違ったりするケースもあります。また、市長や副市長からも評定してもらっていますので、
ここまではExcelで全部評価が連動して入るようにしています。業績評価であれば、アクショ
ン計画表と業績評価を一緒にしておけば、アクション計画表でついた点数が自動的に先ほどの
目標達成度、業績評価の方に落ち込んでいくようなワークシートを組んでいます。
そのようなことで、実際に私どもはこの１月１日の昇給については能力評価でやっていただ
いて、２月に業績評価ということで実施しています。ただ、半年ごとのボーナスの査定という
のはなかなか厳しいので、私どもは一応１年間通して、その結果を翌年の６月、12月の勤勉手
当に反映するということでやっています。牛久市さんのように25万円も差がつかず、今年の例
でいうと、高くて５万円、低くて５万円で、最大で10万円ぐらいの差がついています。今後は、
もう少し制度設計を工夫して、もう少し差をつけた方がいいのではないかと思いますが、私も
これ以上やると一般職員に石を投げられますし、あまり差をつけて職員のモチベーションを落
とされて、もう仕事をしたくないと言われるのが一番困るので、やはりその辺は若干配慮して
います。

６．個人指導育成メモ
先ほども話が出ましたが、このような人事評価をするときには、やはり職員に「ここは悪
かった」「良かった」ということをきちんと説明できなければ駄目だと思っていますので、人
事考課用のノートにより、もう少し直してもらいたい点について、面談するときには事実を
もって評価するようにということで、できるだけ面談時での話題を作れるように、普段の出来
事をメモするように管理職に勧めています。ただ、多いところでは50人の評価をやっている課
長もいますので、無理な点もあるのですが、そういう意味で係長にもう少し権限を落とし、係
長が面談をして、二次評価だけを課長がやるというようなことで、市長からも課長が最終評価
するのではなく、やはり係長にもう少し権限を持たせなさいと言われています。去年からは面
談にも係長が同席し、係長と課長補佐と課長で面談をやると、何か尋問をやっているような雰
囲気になりますので、係長ないしは課長補佐が面談して、中間面談とか、最後面談のときに一
応課長も同席するようなことで、その辺は各課でいろいろ工夫してくださいということでお願
いしています。

７．活用について
人事考課の活用についてでありますが、人事異動の検討時期になりますと、市長のところに、
過去の考課結果を持っていきます。職員の昇格等を検討するときには過去３年間の勤務評定が
いい職員を登用しようということで、昇任させるときにも、一応評価が同じであれば、どちら
を昇任させるかと相談をしますが、基本的には３年間遡った人事考課の結果を利用しています。
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やはり人事考課というものは、皆さんもそう考えられるかと思いますが、10年前の出来事を
もって評価されても、職員はたまったものではありません。そのような意味で、人事考課とい
うものはせいぜい遡っても３年が目処と考えていますので、私どもも３年経過した資料につい
ては全部破棄して、上にも見せないようにしています。そのようなことで、人事考課というも
のが公平性を保つためには、過去の10年前の不祥事について言われてしまったら、職員は立つ
瀬がありません。そういうものはできるだけ、私は２年でいいとも言っているのですが、２年
ですと、やはり評価にあまり差がつかないということで、一応３年間の結果を見ることにして
います。また、１度上役に昇格した場合についてはリセットするという考え方で、昇任管理を
考えています。

８．参考とした書籍
やはり民間の人事考課の研修テキストなどは読んでみる価値があると思います。基本的な考
え方は同じですので、こういうものを見ながら、それと資料として付けた内容は、『管理職の
ための目標管理入門』という日本経済新聞社から出ている本の内容です。やはり市民課や税務
課といったところの職員に目標設定を持ってもらうということは非常に難しいわけで、そのよ
うな職場の人たちがどのような観点で目標管理を考えたらいいかということで、参考資料とし
て添付しましたので、後ほど見ていただきたいと思います。
また、これから皆さんが人事考課制度をやる場合に、必ず言われることは、やはり「目標管
理制度」を導入すると、必ず仕事が増えます。ただ、やはり仕事をするときには、ただやって
おればいいわけではないですので、アクション計画表を作ることによって１年間計画的な業務
ができるということ、「普段から課長と課員は、飲むときは一般的な話をしますが、仕事の話
は余りしませんよね。」そういう意味で、私どもは１回に30分ぐらい時間をかけて、いろいろ
お話ししています。私は一般の職員とお話しするときには、係長から課内の様子をよく聞かせ
ていただいて、それを参考に面談をするようにしています。
課には色々な問題がありますが、面談を通じて、やはり職員と話をすることにより、係の人
が抱えている問題や課の問題が浮かび上がってきます。それをどのようにしたらいいのかとい
う指導をすることにより、管理職自身の管理能力の向上にメリットがあると考えています。

９．人事考課制度についてどう思いますか
最後に、私どもで平成18年12月に「職員アンケート」を実施いたしました。その結果を見て
いただくと分かりますが、「人事考課制度」は大変良い制度だとは職員に言ってもらえません。
保育士や消防士のようにチームを組んで仕事をするような、おのおのが個性を出しにくい職場
などについては目標設定が非常に難しく、なかなか理解されていないというのが実態です。
当市も人事考課制度については様々な問題があることも理解していますが、いい仕事をして、
市民により良いサービスを行っていくために人事考課制度を活用していきたいと考えています。
そういう意味では試行錯誤の連続ですが、やはりしっかりと取り組んでいかなければいけない
と考えています。
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「目標管理を活用した人事考課制度について」

講師　山　内　良　昭　氏　　　　　　　　　
（宮崎市総務部人事課人事係長）

平成20年７月14日

１　はじめに
宮崎市は「南国宮崎市」ということで、６月からアロハを着用して勤務しております。今日
は背広を着てこようかとも思ったのですが、普段の格好も知っていただくとともに、宮崎市の
ＰＲにもなるかと思い、このような格好で来させていただきました。
宮崎市の事例報告ということで、先進事例とまではとても言えないと思うのですが、事例の
報告ということで代えさせていただければと思っております。

２　「目標管理を活用した人事考課制度」の導入背景
私は人事課に来て４年目になりますが、平成10年から人事考課制度が始まり、何か難しいこ
とをやり始めたと思い、まさか自分がその担当になるとは夢にも思いませんでした。全く素人
同然というか、何をやっているのだろうというところから始まりました。目標管理を活用した
人事考課制度とは、基本的な考え方として、「職員一人一人の職務目標を明確にし、その遂行
の過程と結果を評価すること」という、この１行に尽きます。「職員一人一人の職務目標を明
確にし」というところが目標管理制度、「その遂行の過程と結果を評価する」というところが
人事考課制度ととらえていただければと思います。
目標管理については、民間企業でも皆さま方の職場でも多少は入ってきていると思いますが、
目標を立てて、その目標をどれくらいできたかということをPlan Do Seeという、いわゆるマ
ネジメントサイクルの中で評価をしていこうということです。目標の設定には、トップダウン
とボトムアップの２種類があります。部のプランから課のプランへ、そして係のプランへとい
うようにトップダウンで来るものと、係のプランから来るボトムアップです。
宮崎市では、平成７年度から目標管理を始めています。今の津村重光市長が平成６年、46歳
という若さで当選されました。目標管理を導入したのは、トップダウンで入ったという経緯が
あります。ちなみに津村市長は宮崎県北部の延岡市で、旭化成というマラソンや駅伝では有名
な、宗兄弟や「靴脱げちゃいました」という谷口浩美さんなどが所属している陸上が強い会社
に勤務され、組合活動をされていた方です。これからは公共部門でも目標管理は必要だという
ことを強くされて導入が決まったのです。
人事考課制度というのは、その遂行の過程と結果を評価するということなのですが、宮崎市
では平成10年度から導入しております。今年で10年目を迎えたところです。客観的な基準に基
づく公正・適正な評価を目指すべく、三つの考課要素から成っております。一つ目は成果で、
職務目標についての実績を評価する。二つ目は能力で、知識や実効性を備えた能力を評価する。
三つ目は職務態度で、公務員としての姿勢を評価するという、三つの考課要素があります。
考課方法は一次考課、二次考課の２段階で実施しています。これについては、一人が一人を
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評価するというのは危険で、やはり人間ですので、好き嫌いといった人間的な部分が多少は
入ってくる可能性があるので、それをできるだけ排除するために、二人で一人を評価するとい
う形になっております。
考課の狙いとしては、能力の開発、自己啓発等による人材育成・研修、公正な人事、適正な
職員配置、管理者の指導・育成能力の向上、組織目標の達成、総合管理力の向上を掲げており
ます。それらを包含して、公正な人事管理を行うことによって職員の資質を向上し、ひいては
市民サービスの向上につなげていこうと考えています。
ちなみに平成10年度は宮崎市が中核市に移行した年でもあり、中核市権限委譲が県から出て
きたため、自己責任・自己決定が叫ばれたころで、職員の能力を開発する必要があるというこ
とから、これもトップダウンで導入が決まりました。
概要は以上で、今度は少し詳しくご説明したいと思います。「目標管理を活用した人事考課
制度について」という冊子の２ページをお開きください。
「目標管理を活用した人事考課制度」の導入背景ということで、まずは改革・改善を推進す
るためには、目標意識を持って仕事に取り組む姿勢が必要です。そのためには組織として目標
を設定し、自己管理を行い、その成果を評価するなど、目標意識を身につけていただく必要が
あったということで、各部・各課の管理職を中心として平成７年度からも目標管理制度を導入
しました。それを個人目標の方にブレークダウンしていくような形になっていますが、それぞ
れ個人にまでブレークダウンしていき、それを人事考課制度につなげていこうとしています。

３「目標管理を活用した人事考課制度」の概要
10ページと11ページが宮崎市の人事考課表です。先ほど考課要素は三つあると言いましたが、
職位によりその考課要素も使う部分と使わない部分が出てきます。
この評価表は、一般職から主査、副主幹までの人事考課表になっています。10ページが成果
で、担当する主な業務・目標等を書いていただきます。ご自身が担当する職務分担を書いてい
ただき、それについてまずは係の中で話し合いをして、「今年はどのような目標にするのか」
ということを聞かれた場合に、「私はこのような目標を立てたいと思います」ということをこ
の中に落としていきます。担当する業務名、今年の目標を掲げて、それをいつまでに達成しよ
うとしているかということを、このペーパーに落としていきます。これには係内のミーティン
グを行って決める分もありますし、トップダウンで下りてくる目標もあります。
トップダウンについて説明しますと、宮崎市では４月に人事異動があったら、４月上旬に市
長から部長に指示・懸案事項を下ろすようにしています。市長は、マニフェストに近い形で、
今年はこのようにしたいという思いを各部長に伝えます。部長はそれを受けて各課長に下ろし
ていきます。各課長はそれを各係長に下ろしていくという流れです。
一方、ボトムアップの方は、４月の人事異動で替わりましたら、係内での張り付けを行い役
割分担等を決めて、その係内でのミーティングを行うようにします。係内のミーティングで新
しく入ってきた方もいらっしゃいますし、それ以外にもとからいる方もいらっしゃいますので、
その中でミーティングをして、「私はこういうことをやりたいと思います」というボトムアッ
プの目標を立てます。その複合した形がここに最終的には出てくるということです。
５月上旬には目標管理として、市長ヒアリングを予定しています。指示・懸案事項を市長か
ら４月上旬に下ろして、その後、ボトムアップの部分をミックスさせた形で、５月上旬に目標
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管理の三役ヒアリングを行って、そこで今年の部の目標、課の目標が決まっていきます。三役
が目標の困難度を判定し、目標には難しいところ、簡単なところがありますので、その設定度
を全庁的に目ぞろえするという形を取っております。
成果の担当する主な業務、目標にはそのようなことが書かれていて、割合については事務分
担の形で書かれています。一次考課、二次考課が設定達成という形になって、まず５月には設
定度が決まっていき、二次考課者が二人から変わっていくという形です。
11ページは職務態度で、これは勤務評定のような形になろうかと思いますが、責任性、挑戦
性、協調性、自己革新性、規律性などを評価していきます。これも一次考課、二次考課という
形になっています。その下の方には、一次考課者、二次考課者の考課者コメント欄を設けて、
この中には昇任に対する推薦や人事意見等をご記入いただくという形になっています。
目標管理を活用した人事考課制度とは、10ページと11ページがすべてです。これをまず念頭
に置いていただきまして、３ページをお開きください。
考課期間としては、各年度ともに４月１日を基準日として、次期考課基準日の前日までを考
課対象期間としております。ただし、考課表は各年度12月までに考課結果を提出してもらい、
１月から３月までの間、考課結果に変更を生じた場合には朱書きで訂正し、12月の時点でいっ
たん締めるという形になっています。また、披考課対象者については、臨時職員、嘱託員、消
防吏員、病院職員、技能労務職員は今のところは除かれており、それ以外の全職員が評価の対
象になっています。
今の宮崎市の課題は、この考課結果を処遇に、あるいは給与へ反映させようということが出
てきています。これは国からも出てきておりますので、そのような方向になるだろうとは思っ
ているのですが、個人的には考課結果をダイレクトに昇給に反映させるというのはやや疑問を
感じています。なぜかというと、今４号が普通昇給だと思うのですが、優秀な方で８号という
形になると、昇給が倍倍で上がってきます。そうすると結局、勝ち組と負け組という格好に
なってくる可能性があります。これを昇給に反映させるのは、職員の方のやる気を出すことが
目的だと思います。つまり、やる気につながるかどうかが私はポイントだと思っていまして、
４号上げることが果たして職員の意識の向上につながるかどうかというのが、今のところ私は
疑問に感じています。
目立つ仕事、結果が困難な仕事は、うちのシステムでは評価が上がるようになっています。
従って、困難な仕事や目立つ仕事をした人はどんどん昇給する可能性があります。しかし、地
味なルーチンワーク、庶務的な仕事をされている方や窓口の業務の方はどちらかというと評価
が上がらない形にもなっているので、そこの部分については少し考えないといけないと思って
います。
その中で、処遇に反映するためには技能労務職員についても評価を入れなくてはならないと
いうことが人事課の目標で上がっておりまして、技能労務職員についても今年度中に評価の在
り方をまとめたいということで、各中核市をはじめとして照会をさせていただき、今年９月ま
でには技能労務職員の評価の在り方をまとめて組合員に提案をしたいと思っています。来年度、
技能労務職員の方々にも評価を導入し、順調にいけば21年度から何らかの形の処遇への反映を
した人事考課をやっていきたいというタイムスケジュールで、今のところ宮崎市は考えており
ます。
考課者については、係長級以下の職にある方は一次考課者が課長補佐、二次考課者が課長で、
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複数の方が評価をするという形になります。最終の調整者は部長です。課長補佐級の職にある
方は一次考課者が課長、二次考課者が部長、最終の調整者は総務部長。課長級の職にある方は、
一次考課、二次考課とも部長、最終の調整が総務部長。部長級、次長級の職にある方は副市長
が考課をして、人事考課委員会（市長、副市長、収入役、総務部長で構成）が最終的な考課の
決定者になります。
考課の様式については先ほどご覧になったところですが、６ページの図３がうちの人事考課
制度の配点表です。一般職は、成果（業績）の部分と職務態度で評価をする。能力の部分につ
いては成果の中で判断をします。主事・技師は成果が50、職務態度が50。副主幹、主査は成果
が70、職務態度が30と見なします。ルーチンワークの多い窓口職場の一般職には括弧内の配分
比率をしているということで、成果がなかなか上がらないものですから、成果の部分を30、職
務態度を70という形になっています。
係長以上になると今度は３種類、成果、能力、職務態度、40、40、20という形です。課長補
佐になると成果と能力ということで、50と25、25ということで、職務態度がなくなっていくと
いうことです。課長補佐以上になる方々は、職務態度は当然身につけているという前提の下で、
評価をしないということで設計されています。
人事考課制度の肝という部分があります。それが目標の設定度というところです。目標の設
定度については12ページです。設定度・達成度の決定基準というのがあり、ここに設定度決定
表というのがありますが、これは10ページの人事考課表で「一次考課設定」「二次考課設定」
というのがありますが、ここに入る記号がここで決まります。
一般ルールということで、真ん中の表をご覧いただきたいと思います。「主幹および係長以
下に適用」というもの。人事考課制度は、宮崎市は職員からは「難しい、何かわけの分からな
いブラックホール的なことをやっている」というのが一般的な印象です。10年たってもそうい
う状態です。３割ぐらいの方には少しは分かっていただいているとは思うのですが、７割は
「何だそれ」と思っている。それは、目標設定の設定度が若干難しくなっているからです。設
定度を決めるに当たって、一つは役割期待度という縦軸、もう一つは組織の期待度という二軸
から決めることにしております。
役割期待度というのは、それぞれ職位に与えられた役割というのがあります。私は係長です
から、係長に与えられた役割が期待通りか、その目標は期待以上なのか、期待以下なのかとい
う部分が一つです。もう一つは、組織の期待度です。これが「期待をはるかに超える」「期待
以上　難度が高い」というような言葉になっていますが、要するに目標の困難度です。目標を
達成することが、難しいか難しくないかというところです。
これについて、役割期待度というのはなくしてもいいのではないかという議論も若干してい
ます。というのは、目標設定度が職員に分かりづらいということが実際の運用の中で出てきて
いるため、もう少し簡単にできないかというようこともあります。簡単にいうと、正月に目標
を立てるときに、目標が少し難しいのか、はるかに難しいのか、それとも楽々できるという目
標の達成度というのがあると思うのですが、そこだけを目標の設定度にしてもいいのではない
かという議論は内部ではしています。
現段階の役割期待度というのを前提に、理論上はそのようにあった方がいいと思いますので、
役割期待度の部分と組織期待度の部分で見ていって、役割期待度は期待通り、組織の期待度は
期待通りだった場合は、既経験というところでｂ１というのがあります。縦軸と横軸がありま
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す。このｂ１が設定というところに入っていくということです。
未経験・既経験の区別については、「未経験というのは、入庁後10年未満の職員に適用。そ
れ以上の職員はすべて既経験とする」ということで、10年未満の方については未経験ゾーンを
適用しようということです。若い方には未経験ゾーンを適用して、役割期待度の「期待通り」
というところが未経験ゾーンになっていけば、組織の期待度は「期待通り」になればａ４設定
になります。そこは設定度の話です。
達成度は、この表の下の方に目標達成度（結果）、目標達成度（事前評価）とありますが、
要するに、期待以上、目安として120％以上を最初の設定よりできた場合にはａ１、105％以上
120％未満の場合にはａ２、期待通り95％以上105未満のときはｂ、期待以下80％以上95％未満
というのはｃ１、80％未満はｃ２というようなところで、これは比較的分かりやすいと思いま
す。ある程度イメージの世界ですが、目標について数量的にできる部分は簡単なのですが、数
量的で分からないところがあるものですから、その部分については、期待以上なのか期待通り
なのかは一つの物差しとして、このようなイメージ評価してもらうようお願いしています。
お配りした資料の中で、もう一つＡ４版のものがあると思うのですが、これがポイント表に
なります。例えば、目標の設定度がｂ１、目標の達成度がｂとなったときは、網掛けの部分
ですが、Ｂの3.00です。これが10ページの一次考課の下のＢに来ます。設定度のところがｂ１、
達成がｂです。下に少し大きな四角がありますが、そこがＢの3.00で、例えば目標の設定度は
ａ４、目標の達成度がｂだという場合には、縦軸と横軸をクロスさせたＡの3.60という形にし
ていきます。
つまり、宮崎市がやっている人事考課表はすべてポイント化できるようになっています。成
果の部分、職務態度の部分もすべてポイント化するようにします。宮崎市は全体で職員が
2,550名ほどいるのですが、技能労務職を除いて全職員2,000人の職位ごとの順番が出ることが
できるようなシステムになっています。目標の設定度については細かくて分かりづらいところ
もあるのですが、そのようなことで人事考課を行っています。

４　これまでの考課結果の活用
６ページはこれまでの考課結果の活用です。職員の能力開発への活用ということで、人事考
課は、職員一人一人の目標設定と評価過程を通じて、披考課者の課題探索能力、課題形成能力、
課題解決能力の開発に極めて効果的な手法であるとともに、考課者自身の資質の向上にもつな
げているというように分析しています。
面接制度の活用ということで、人事考課による職員の能力開発をより確実なものにするため
に、考課者と披考課者に少なくとも年１回以上は面接をするようにしています。目標設定の５
月と12月の決定時の２回は必ず面接してくださいという話をしております。面接をすることに
よって、特にお互いが納得した上で目標設定をし、かつ、お互いが納得した上で達成度を決め
る。その達成度を決める12月の際には、マネジャーから披考課者に対し、今年の良かった点、
悪かった点を必ず伝えるようにしてくださいという話をしております。そのことが職員の資質
の向上にもつながると私たちは分析しております。職員の適材適所の人事異動への活用も、も
ちろんポイント表もある程度は見るのですが、コメント欄等も確認しながら人事異動に活用し
ていきます。
人事考課制度は10年目ということで、期間的には早めにスタートしてやっているということ
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だけはいえると思いますが、処遇へ反映という部分については若干遅くなりつつあります。そ
の部分を勉強させてもらいながら、今後研究していきたいと思っています。
最後に、この人事考課制度をどう思うかと聞かれたら、一定程度はこの評価はやるべきだと
思います。評価をしないと一生懸命頑張っている方は分かりません。頑張っている方を見つけ
るために、あるいは報われるようにしないと組織はもたないと思います。もたない組織をある
程度上にどんどんやっていくために、根幹となる部分ではある程度、人事評価制度は機能して
いると思います。ただ、宮崎市はこれにすごく手間ひまをかけています。２回の面接をし、研
修もしているわけですから、それに対する批判は出てきています。
例えば、50人いる課があると、課長補佐は50人面接しないといけないのです。一人面接する
のに10分ぐらいかかる。そうすると面接を１週間がかり、２週間がかりでやってしまうのです。
それでお互いに納得した上で設定度を決めます。達成度のときにも一人一人面接をしながら
やっています。しかも、課長補佐と課長がやっています。年２回ですので、「市役所は市民の
ために仕事をするところだ」というのが人事課にはあるものですから、そこはもう少し簡易に
できないかという思いはあるのですが、あまり簡易になりすぎてもいけない部分もあるだろう
というところで、今曲がり角に来つつあるかと思っています。
以上、概要を説明させていただきました。ありがとうございました。



41おおさか市町村職員研修研究センター

第１章　　講　演　録

第
１
章

目　

次

第
２
章

第
３
章

参
考
資
料

目標管理を活用した人事考課制度について

１　はじめに

２　「目標管理を活用した人事考課制度」の導入背景

３　「目標管理を活用した人事考課制度」の概要

４　これまでの考課結果の活用

５　時代にマッチした制度とするために

６　今後の取組み

　　　【資　料】

（資料１）指導記録ノート兼育成計画書　　

（資料２）人事考課表【様式５号】　　　　

（資料３）設定度・達成度の決定基準　　　

（資料４）考課者の役割と考課の心構え　　

（資料５）考課要素の着眼点と考課基準　　

（資料６）職務級別役割定義表　　　　　　

宮崎市総務部人事課



平成 20 年度　特別研究『人事評価（連続講座）』報告書

42 おおさか市町村職員研修研究センター

１　はじめに
温暖な気候に恵まれ、「太陽と緑」に象徴される国際観光リゾート都市・宮崎市は、平成18
年１月１日に合併し、新たな地域資源が加わり、人や地域のつながりも大きく広がった。宮崎
県の県都として、また、南九州の中核都市として、より一層、個性的で魅力ある都市へと発展
していくため、「活力と緑あふれる太陽都市・・・みやざき・・・～次世代につなぐまちづく
り～」を将来の都市像に掲げ、「市民が主体となったまちづくりと効率的で信頼される行財政
運営」、「自然と共生し快適に暮らせるまち」、「ともに支え合い、安全で、安心して暮らせ
るまち」、「活気があふれ、いきいきと働けるまち」、「郷土を誇りに思い、心豊かな人が育
つまち」を基本目標に、次世代につなぐまちづくりに取り組んでいるところである。
このような理想の都市像を実現するために、「変化への能動的な対応」を施策運営のひとつ
のキーワードとして、多様化する市民ニーズに的確に対応し、更にきめ細かな行政サービスが
提供できるよう、少数精鋭主義のもと、常に改革・改善を推進しているところである。

２　「目標管理を活用した人事考課制度」の導入背景
（１）まずは組織目標の設定から
　改革・改善を推進するためには、目標意識を持って仕事に取り組む姿勢が必要である。その
ためには、組織としての目標を設定し、自己管理を行い、その成果を評価するなど目標意識を
身につけさせる必要があった。
　そこで、各部、各課の管理職を中心として、職員参加のもと、組織としての目標の設定から
達成状況の評価までを行っていく「目標管理制度」を平成７年度から導入した。

（２）個人目標設定の必要性
　近年、私たちを取り巻く環境は、少子・高齢化、情報化・国際化の進展、地球規模の環境問
題、地方分権の推進や都市間競争への対応、更には市町村合併への対応など大きな転換期を迎
えている。このような新たな行政課題に的確に対応し、自らの判断と責任において、行政サー
ビスの内容や基準を独自に設定していくためには、
　　①　個々の問題点を的確に把握し、これを解決するための努力目標を決定すること。
　　②　広範囲にわたり潜在する課題に対応するため、全庁的な取組みが必要であること。
から、職員一人ひとりが自発的に参加し、自ら目標を定め、実践していくことが大切となって
きた。
　一方、平成10年度に「宮崎市人材育成基本方針」を策定しており、この中で本市の人材とし
て望まれる「これからの職員像」を、『前例や固定観念にとらわれず、常に改革改善の気概を
持ち、市民の意見に謙虚に耳を傾けながら、柔軟な姿勢を持って、真に求められる市民サービ
スを提供していけるような、「能力」と「意欲」を持った職員』と掲げている。
　そこで、職員個々人のレベルアップにつなげるため、導入後３年が経過し定着した「目標管
理制度」の手法を取入れ、「目標管理制度を活用した人事考課制度」をほぼ全職員を対象に、
平成10年度に試行導入している。
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３　「目標管理を活用した人事考課制度」の概要
（１）制度のねらい
　本制度は、職員の職務目標についての成果や能力、職務態度について客観的な基準に基づい
て公正かつ適正に評価を行うことにあり、「がんばった職員が正しく評価されるシステム」を
目指している。
　この主な目的としては、
　　①　職員の資質の向上と公正かつ科学的な人事管理を行う。
　　② 　職員に求められる能力、職務態度等の評価基準を明確に定めることにより、職員の能

力に応じた適正配置（適材適所）等の人事資料として有効に活用する。
　　③ 　人材の育成指導並びに職員研修の充実を図るなど、多種多様化する市民ニーズに柔軟

かつ的確に応えることのできる職員の能力開発に努める。
ことを掲げている。
　また、「人材育成の視点」に立ったものであることから、困難な職務目標に挑戦する職員に
対し、失敗を恐れずに目標に挑戦することに高い考課ポイントを与え、仮に未達成であっても
減点主義ではなく、加点主義の考課としている。
　こうした、職員一人ひとりの目標と組織目標管理をリンクさせて設定することによって、職
務を通じて総合計画や重要事業といった組織目標の推進が一層図られ、公務能率と住民サービ
スの向上が実現できているものと考えている。

（２）制度の具体的な内容・考課方法
Ⅰ　考課期間
各年度ともに４月１日を考課基準日とし、次期の考課基準日の前日までを考課対象期間とす
る。ただし、考課表は各年度12月までの考課結果（年度末までの見込み）を提出させ、１月か
ら３月までの間、考課結果に変更が生じた場合は、訂正させている。

Ⅱ　被考課者
次の各号に該当する職員を除いた常勤の一般職に属する職員。
　①　臨時的任用の職員、嘱託員
　②　消防吏員（課長補佐級以上の職員のみ該当）及び病院職員（係長以上の職員のみ該当）
　③　技能労務職員

Ⅲ　考課者
【図１】のとおり定めているが、考課者の役割としては、
　ア　絶対考課（公正かつ適正な事実の考課）
　 　一次考課者が、個々の職場でそれぞれの職員ごとに応じたレベル、役割等を明確に設定し
た上で、それに照らして行う。事実の記録は、指導記録ノート兼育成計画書【別添資料１】
を活用する。
　　また、考課者は被考課者と面接（年度当初の目標設定時と考課時）して考課を行う。
イ　間接的・大局的な二次考課（間接的な絶対考課）
　　 一次考課の甘辛調整の有無、部門別・職位別の誤差等をチェックする機能をも併せ持つ大
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局的な考課である。
ウ　相対考課
　 　最終調整者が、提供された全ての考課結果を一定の基準に従って整理し、調整する機能
を備えた評価方法であり、人事考課委員会の決定を受けて考課が確定すると、次期考課期
間までは職員の能力開発や人事資料として活用されることから、特に重要な意義を持つ評
価として位置づけている。　　　　
エ　最終決定
　　市長、副市長、収入役、総務部長で構成する人事考課委員会で決定する。

【図１】

　　　　　　　 係長級以下の
職にある者

課長補佐級の
職にある者

課長級の職に
ある者

部長級・次長級の職
にある者

一次考課者 課長補佐 課　　長
部　　長

副 市 長二次考課者 課　　長 部　　長

最終の調整者 部　　長 総務部長 総務部長

（考課の決定者） （　人　事　考　課　委　員　会　）

Ⅳ　考課様式
職務・職位に応じて定めている。【別添資料２　人事考課表（様式５号）】

Ⅴ　評定項目と考課方法
　ア　成　果
　 　考課期間における職員の定めた職務目標についての実績、結果で職責に応じて次のとお
り考課する。

部　長～係　長 目標設定に従って成果を評価する。
副主幹、主査、主
任主事等 担当業務の進捗状況、成果（能力も併せて）で評価する。

目標の程度により判定が異なる評価方法であり、具体的には【図２】により分類される。
（考課ポイントは、職位ごとに細かなマトリックス表で定めている。）なお、目標設定度及び
達成度を決定する基準は、【別添資料３】のとおり定めている。

【図２】

区　　　分
達 成 度（評　価）

期待以上⒜ 期待通り⒝ 期待以下⒞

設
　
定
　
度

難度高い（ａ） Ｓ Ａ Ｂ

難度普通（ｂ） Ａ Ｂ Ｃ

難度低い（ｃ） Ｂ Ｃ Ｄ

イ　能　力
　　　職務上求められる知識や実行性を備えた能力であり、職責に応じて次のとおり考課する。
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【ＳＡＢＣＤの５段階】
部長～課長補佐 主に総合的な管理者能力で評価する。

主幹、係長 業務推進指導力、情報判断力、計画（企画）力、対応（折衝）力の
４項目で評価する。

副主幹、主査、主
任主事等 ※下記「ウ　職務態度」の中で、職務能力と職態度を一括して評価

ウ　職務態度
　　 職務上求められる公務員としての姿勢であり、職責に応じて次のとおり考課する。

【ＡＢＣＤの４段階】
主　幹、係　長 責任性、挑戦性、協調性の３項目で評価する。
副主幹、主査、主
任主事等

責任性、挑戦（積極）性、協調性、自己革新性、規律性の５項目で
評価する。　　　　　　　　　　　

エ　総合評定
　 　評定要素（成果、能力及び職務態度）ごとの絶対考課を行い、結果の総合評価を行うが
職位ごとの考課要素の配分比率を【図３】のとおり定めている。

【図３】

　　　　　  考課要素

 職位区分
成果（業績）

能　力
職務態度総合管理力 個別能力

　一　般　職 （成果＋個人能力＝業務推進力）
主事・技師等 ５０【３０】 ５０【７０】
主任主事等 ６０【４０】 ４０【６０】
副主幹、主査 ７０【５０】 ３０【５０】

係長、主幹及び
兼務の主幹 ４０ ４０ ２０

課長補佐 ５０ ２５ ２５
課長級 ４５ ５５
部長級、次長級 ３０ ５０ ２０

　（注１ ）ルーティンワークの多い窓口職場の一般職については、【　】内の配分比率として
いる。

オ　考課者の役割と心構え　
　 　公正な考課を実施するためには、考課者のレベルが統一されることが望ましいことから
【別添資料４】のとおり考課者の役割と心構えを定めている。
カ　考課要素の着眼点と評価基準
　　・ 考課の判定は５段階（職務態度は４段階）で区分し、その着眼点・基準は考課要素ご

とに定めている。【別添資料５】
　　・ 職務の区分及び職務ごとに役割を明確にし、職務区分及び役割定義を定めている。

【別添資料６】
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４　これまでの考課結果の活用
（１）　職員の能力開発への活用
人事考課は、職員一人ひとりの目標設定とその成果の評価課程を通して、被考課者の課題探
索能力、課題形成能力、課題解決能力の開発に極めて効果的な手法であるとともに、考課者自
身の資質（管理能力）の向上につなげている。

（２）　面接制度の活用
人事考課による職員の能力開発をより確実なものとするためには、考課者と被考課者が少な
くとも年１回以上は面接を行うことが重要であると説明し、特に、職員の目標を定める時期と
業績等を評価する時期には必ず面接を行い、相互理解を深めるとともに、考課結果から得られ
た被考課者に必要な課題等を正確に伝え、翌年度にステップアップできるよう努めることの重
要性を説明している。

（３）　職員の適材適所の人事異動への活用
職員の能力、適性を把握しやすくなったが、これに応じた職務や職場の配置については、短
期間の考課のみで即断することなく、一定の在職経験や複数年の考課結果を有効な判断材料と
して活用している。

５　時代にマッチした制度とするために
（１）　制度の改正
評価は人がするものであり、100％の評価というのはあり得ないので、評価される側も評価
する側も納得性の高いシステムづくりが重要であり、毎年制度を実施した上での反省点やアン
ケート結果を受けて、次のような改正を行っている。今後も時代にあった、そして職場の実態
に応じた制度となるように改善を進めたい。
①　制度の習熟度を向上させるために
　　ア 　部課長の目標への関わり方を具体的に記入させるようにした。（職としての目標へ

の関わり度合いの明確化）
　　イ　部課長・課長補佐の事務割合に一定のルーティンワークを設けた。（公平性の確保）
②　設定度（仕事の難易度）を設定する段階でのチェック機能として
　　ア 　部局長の設定度については、年度当初に人事考課委員会で決定し、全部局長の目標

設定度を全庁に知らしめるようにした。（設定度の平準化）
　　イ　設定度の平準化研修を実施。（同様の課題を抱えた職場でグループ分け）
③　制度の充実を図るための改善点として
　　ア 　設定度決定の未経験ゾーン（資料５参照）は、入庁後10年未満の職員が初めて行う

場合のみ適用とした。（以前は異動するごとに適用させていたため、そのたびに高得
点となっていた）

　　イ 　ルーティンワークの多い主査以下職員については、総合評定の際、成果よりも職務
態度の配分比率を高くした。（ルーティンワークの多い職場では成果目標を立てづら
い点があるため）
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（２）　研修の実施
本制度の充実、特に全庁的な制度の浸透を図るための研修をそれぞれの職位に応じて実施し、
平成15年度中に全職員研修を終えた。平成18年度には、合併した旧３町職員に制度の仕組みな
どについての研修を実施したところである。
また、新規採用職員に対する制度周知のための研修の他、一次考課者の理解が一番重要であ
ると考え、毎年考課前（11月）に一次考課者対象の実務説明会を実施している。
なお、年度当初の目標設定時における各部局間等の業務の難易度のばらつきをなくすため、
考課者を中心に実例を使った、設定度研修を繰り返し実施している。

（３）　制度の周知
開かれた評価となるよう、考課基準や考課方法等を記載した「人事考課マニュアル」を庁内
ＬＡＮの掲示板に掲載し、制度周知を図っている。

６　今後の取組み
平成10年度から試行的に実施されてきた本制度も今年度で10年目を迎えた。改革・改善を推
進するためのツールとしては、一定の定着を見てきている。「人材育成の手段」や「適材適所
の人事異動の資料」としては充実してきたので、今後は、処遇への反映を研究していきたい。
今までの横並び処遇の年功序列的な給与制度に、少額でも差をつけることによって、職員にな
んらかのインパクトを与え、職員の一層の士気高揚と組織の活性化を図ることが肝要と考えて
いる。
また、市として必要とされる人材を先見的に確保していくためには、人事管理を従来の「年
功序列主義型」から「能力主義型」へシフトする必要がある。さらに、平成19年10月には、庁
内の若手職員で構成される自主研究グループから、「職員の改革改善の意識を高めるためには、
個人単位ではなく、各係員が係の目標を共感できる仕組みを構築し、係員相互の関係を密にし、
モチベーションを高める必要がある」との検討結果が発表されたところであり、現在不足がち
になっている職員間のコミュニケーションを深める仕組みとして本制度が見直されているとこ
ろである。
組織目標に向かってチャレンジし続ける市役所となるためには、人事管理の発想を、従来の
「属人的な人事管理」から「戦略的な人事管理」にシフトし、「目標管理を活用した人事考課
制度」を柱に、「能力・実績主義の人事管理」「多様な人材の確保」「研修体制の充実」の３
つの観点から、そこにある各制度を時代にマッチしたものとして充実させ、有機的な運用を図
りながら効果的な人材育成を進めていかねばならないと考えている。
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１．はじめに
伊勢崎市の人事考課制度は、時代背景とともに変わってきた経過があります。伊勢崎市は、
赤堀町、東村及び境町の４市町村が対等合併することになり、合併後の職員の処遇等を考える
と、合併前に新たな人事考課制度を作る必要がありました。
平成14年度に準備をして、平成15年４月１日に「伊勢崎市職員の人事考課要領」を策定いた
しました。平成15年度、平成16年度に実施して、平成17年１月１日合併いたしました。なお、
合併前の町村においては、勤務評定等を実施していなかったので、評価点及び考課点等が簡易
になっていました。合併後において、随時見直しにより改正を行ない現行の制度となりました。
人事考課制度は、「伊勢崎市職員の人事・人材育成方針」に基づき、能力・実績主義の時代
に活躍できる人材の育成及び公平性・透明性の高い適正な人材の評価を目的としております。
又、組織目標の効率的達成を求めております。市長は、選挙で住民の付託を受けて当選い
たしましたので、任期中に公約等を達成するためには、効率的に実行しなければなりません。
そこで、市長等の指示を受けながら、組織目標と個人目標をリンクしながら達成に努めてお
ります。

２．伊勢崎市の概要
本市は、合併により人口が21万人余りとなり、平成19年４月１日に特例市となりました。職
員数ですが、市長部局等が1,497人、病院事業が737人、消防部局が242人、合計2,476人でござ
います。
職員数は、合併前の新市建設計画において、合併後10年で200人削減する計画になっており、
事務職は計画どおり順調に削減されております。しかし、病院事業は集中治療室や診療報酬の
改定等に伴い職員を増員しており、計画を達成することが困難な状況です。なお、病院事業に
ついては地方独立行政法人化を含め、引き続き職員数の削減を推進しております。

３．人事考課制度の概要
伊勢崎市職員の人事・人材育成方針は、人材の確保、人材育成、人材の評価、人材の活用が
基本の４本の柱になっています。具体的には、実務経験者を採用するなど、高度化・複雑化す
る業務に対応できる人材の確保。能力・実績主義の時代に活躍できる人材の育成。公平性・透
明性を適正に行うために人材の評価。能力・適性に合った適材適所での人材活用でございます。
そこで、本方針において定めている人材の評価を行うため、人事考課制度を導入いたしまし
た。

４．人事考課制度の狙い
本制度は、「目標による管理制度」を中心に、挙げた実績と発揮した能力の２点で評価しま

「伊勢崎市における人事考課制度について」

講師　久保田　勝夫　氏（伊勢崎市総務部職員課長）
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す。これは、「組織の目標」を達成するために「個人の目標」を設定し、業務を実施すること
を求めるものであります。具体的には、次の３点を狙いとしています。
先ず、組織目標の効率的な達成、職員の能力開発とマネジメント能力の強化及び公正な人事
の確保でございます。つまり、組織目標と人材育成の同時達成を求めることを、人事考課制度
の狙いとしています。
次に、組織目標の効率的な達成ですが、組織目標と整合された個人目標を設定します。年
度当初において、組織目標を市長、副市長及び教育長と組織目標を確認する場が設けられま
す。その場において、市長等により組織目標と決定されたこと及び指示されたことを、担当主
幹に指示することにより、組織目標と個人目標が一致いたします。その目標設定に従ってスケ
ジュールやプラン等を作ります。上司は常に目標達成の取り組みを進行管理し、披考課者に指
導・助言し、共に目標を達成する義務を負うものとします。
次に、能力開発と職員のマネジメント能力の強化ですが、システム全体が目標達成過程を通
じて人材育成機能を持っています。上司が部下の目標設定をリードし、達成をフォローするこ
とにより、職員の課題探索能力・課題解決能力・政策形成能力等の開発等を促進します。目標
管理シートを作るときに、目標設定するときに必ず職員と面談の上、設定するよう指示してい
るため、課長は担当主幹と面談の上、設定いたします。
管理職は、自身の組織目標を含め職員に効率的に分担し、目標を実現するというマネジメン
トの視点を強化できます。市長等から指示されたことを、効率的に複数の管理職に分けて指示
いたします。目標管理シートの作成は管理職以上ですから、担当主幹以上の職員が対象となり
ます。又、副主幹以下については、臨時の人事考課において、能力、態度を評価いたします。
次に、公正な人事の確保ですが、職員を多角的及び重層的に評価しております。多角的評価
とは、挙げた業績、発揮された能力があります。又、発揮された能力には、政策の作成・決定
段階、政策の実施・政策の評価、組織経営の３段階により評価いたします。
重層的とは、被考課者を直属の上司のみが評価するものでなく、二次考課者の評価も加え、
一次考課者との相性等を排除して評価いたします。
これらの結果に基づいて、昇給、昇格、昇任等に反映するものですから、複数の職員で公正
に評価を行っております。

５．人事・人材育成年間スケジュール
年間のスケジュールですが、５月中旬から下旬にかけて、企画部が中心となりスプリングレ
ヴュー（春の事業確認及び見直し）を実施いたします。スプリングレヴューは、市長等を交え
て年間の組織目標を決定します。年間の組織目標の指示を受け、組織目標及び個人目標を達成
するために、管理職員は自分の職場内でどう行動したらいいかということを検討します。個人
目標が決まりましたら、一時考課者及び二次考課者を経由して職員課に提出されます。提出さ
れた個人目標管理シートは、市長等が閲覧後コピーを職員課に保存し、原本は職員に返還いた
します。
11月には、管理職を対象に、目標がどの程度達成できたを定期考課いたします。管理職以外
については、政策作成・決定、政策実施・評価、意識・姿勢の臨時人事考課が実施されます。
副主幹については、12月上旬に担当主幹昇任試験がありますから、11月下旬までに評価を済
ませておく必要があります。担当主幹については、１月に課長昇任試験がありますから、12月
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中には評価を済ませておきます。
担当主幹昇任試験については、筆記試験と人事考課の得点を合わせたものを総合得点とし、
一次試験の合否といたします。二次試験は、集団討論と個人面接が実施され、３月下旬の内示
が合否の発表となります。なお、担当主幹昇任試験の一次に合格した場合は、翌年度の一次試
験は免除して二次試験から受験することができます。
課長昇任試験については、１月に筆記試験が実施され、人事考課の得点を合わせたものを総
合得点とし、合否が決定されます。二次試験は、２月に集団討論と個人面接が実施され、３月
下旬の内示が合否の発表となります。
昇任試験導入により、年功序列的昇任が廃止され、有能な人材に活躍の場が与えられ、公平
性、客観性が図られるようになりました。
又、知識偏重の試験にならないように、筆記試験に人事考課及び集団討論等を加えて実施し
ております。

６．組織目標と個人目標のリンク
スプリングレヴューは、各課の課題に対する年間の対応方針をもとに、市長等と担当部課長
が年度当初に組織目標を確認し、共通認識の下、年間業務目標を設定するものです。更に、年
度末にはウィンターレヴューを実施し、業務の進捗状況や成果を網羅的に把握し、必要があれ
ば問題点への対応やフォローアップ（軌道修正）を行います。
組織の目標を達成するために、個人目標を設定するものですから、本制度とスプリングレ
ヴューは連携をとりながら進行されます。
プロジェクターを御覧下さい。これは平成20年度のスプリングレヴューシートを、企画調整
課が記入例として作成したものです。地域ブランドとご当地グルメの創出をテーマに、写真及
び目標の達成月等を記入し組織的な目標が提案されています。又、総合計画に位置づけられて
いるものは、必ず組織目標として提案していただきます。
組織目標の設定過程ですが、課長が担当主幹を集めて本年度の組織目標を協議します。
協議された組織目標は、部長ヒアリングを行ない企画調整課へ提出いたします。
スプリングレヴューの出席者ですが、市長、副市長及び教育長の外に、関係部署として、企
画部長、財政部長、総務部長、企画調整課長及び企画調整課職員が出席します。又、組織目標
を提案する担当部長並びに担当課長が出席いたします。
スプリングレヴューの進行は、部を単位として実施いたします。担当部長が進行役を務め、
担当課長が組織目標の説明をいたします。市長等は、提案された組織目標に対して、効率的な
実施、達成日の確認、関係団体との調整等の確認及び指示等を行います。
平成14年度の制度導入時においては、事業の細部に亘り市長等と議論いたしました。しかし、
多くの時間を費やしたことから、方向性を確認及び指示等を行う場に変更になりました。
なお、市長等と方向性等が違うと確認された場合は、再度、部内及び課内等において協議し
て、実施期間内に改めて提案いたします。指示されたことについては、「今後の取り組み」蘭
に、対応方法を記入して、後日、企画調整課へ提出いたします。
　
７．人事考課制度の内容
　考課の種類は、定期考課と臨時考課の２種類があります。定期考課とは、管理職を対象に年
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１回、組織目標から導かれた個人の設定目標に対する業績、管理職としての能力の２要素から
考課いたします。主に、人事異動、昇給区分、昇任、昇格に反映いたします。消防職員につい
ては、平成19年度試行期間を経まして、平成20年４月から、別に要綱を定め人事考課制度を本
格導入始めたところです。
　臨時考課は、一般職員を対象にして年１回、職務が適性に遂行されているかを考課いたしま
す。主に、昇給及び昇格に反映いたします。医療職及び教諭を除く全ての一般職員が対象とな
ります。
　目標の設定と業績考課ですが、個人目標については、組織目標を課長の指示により設定しま
す。スプリングレヴューで組織目標が確認され、担当主幹に指示・分散いたします。個人目標
数は、部長は所管の課の数、課長は２～３項目、主幹は１～２項目が原則で、これを上回って
も差し支えありません。
　目標の難易度は、「特に困難なもの」「困難なもの」「通常のもの」の３ランクに分かれて
おります。難易度の決定は、難易度設定基準の難易度を参考に定めます。今回、目標管理シー
トが６月中に全て提出されましたが、難易度が部署によって隔たりがありました。今後も、考
課者研修を実施していく必要があると考えております。
　業績の考課ですが、11月下旬から12月上旬に、目標の達成を難易度と達成度を基にして得点
化いたします。達成度については、目標達成、未達成だが、成果あり、目標未達成の３段階に
分けます。難易度を、Ｓ、Ａ、Ｂ、達成度を、Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３と区分して得点化いたしま
す。
　業績の決定で得られた得点に、ウエイト付けした割合を掛け、業績考課点を出します。ウエ
イトについては、目標相互間の業務量、重要性等を比較考量し、ウエイトの総合計が100にな
るように、10％きざみで設定しています。
　能力考課については、考課期間中の職務遂行過程で観察された披考課者の能力を考課しま
す。定期考課での狙いについては、求められる具体的な行動を示し、その行動頻度により評価
します。臨時考課での狙いについては、求められる水準を示し、水準を満たしているかどうか
を評価します。
　改正前は、能力を総合してＡ又はＢを評価する方法だったのですが、考課者が漠然としてい
て評価し難いという意見がありましたので、コンピテンシー（具体的な行動をもとに評価）に
よる評価方式に改正いたしました。
　又、昨年人事考課制度の実施方法について、全職員からアンケート調査を実施いたしまし
た。その結果を踏まえまして、総合的評価でＡ、Ｂ及びＣを評価するのでなく、何ができて何
ができないかを評価することによって自動的に点数化される方法を取り入れました。更に、臨
時人事考課につきましては、自己評価を導入いたしました。自己評価と一次考課及び二次考課
に大きな差がある場合は、被考課者へフィードバックいたします。

８．伊勢崎市人事考課制度（まとめ）
「組織は人なり」と言われるように、この組織を実効あるものとするためには、職員個々の
資質向上を図ることが必要不可欠であります。そこで、組織の中枢である管理職を対象とした
人事考課制度を導入し、職員に本制度を周知し、組織の活性化と全職員のレベルアップを図ろ
うとするものであります。
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又、スプリングレヴューにおける組織目標と整合した人事考課制度の個人目標を設定し、効
率的目標の達成と職員の評価を行います。
今後においても、職員が、組織の中で高い士気とモラルを持って職務に取り組むためには、
個人個人の業績に対する評価が正しく行われる必要がありますので、更に精度の高い人事考課
制度を目指したいと思います。
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　亀岡市では新しい人事評価システムの取り組みを平成17度から始めましたが、当初から、本
日お見えの稲継先生をはじめ、岸和田市さん、池田市さんなど、大阪府の皆さんに大変お世話
になっております。始めてから約３年経っていますけれども現在も試行の段階で、とても先進
地というわけではございません。ただ、人材育成基本方針にしても人事評価にしても、職員の
ための計画であり道具であるのだから、計画段階、開発段階から職員の手づくりでやっていき
たいという思いがあり、そういう取り組みを進めてきました。今日は、そういったことを中心
にお話をしたいと思います。
　亀岡市は大阪府のすぐ近所ですのでご存じと思いますが、京都から快速電車で約20分のとこ
ろにあり、京都市のベッドタウンとして発展をしています。人口は約９万5,000人で、10年前
からほとんど変わっていません。当市の総合計画では目標人口12万人と大きな数字を描いてい
ますけれども、10万人になかなか手が届かないといった状況です。職員数は現在738名で、そ
のうち市立病院が約100名を占めています。街の規模、役所の規模からすると、田舎町という
表現がぴったりの町です。

１．旧来型の人事評価システムでいいのか
　本市では、実は30年ほど前の昭和55年に「勤務評定」と呼んでいます人事評価制度を既に導
入をしています。これは「定期的に職員の勤務成績を評定することにより、人事管理上の基礎
資料として活用し、職員の勤務意欲の向上並びに人事の公正さを確保することを目的」とする
と謳っていますが、実際やっていますのは、管理職が人目に触れずにこっそりと職員に点数を
付け、それを人事課で集めて異動や処遇管理に活用するといった、全くブラックボックス的な
ものです。
　そういったことを約30年営々と続け、事実、昇給に差を付けたり、昇格選考のひとつの判断
基準としたりと、暗いイメージですが、そういったこともやっているわけです。
　それに対して職員はどうかといいますと、非常に不満といいますか、自分はどんな評価をさ
れているのだろうといった不安、不信が溜まってきて、そのことが新たな人事評価を導入する
一つの大きなきっかけともなっています。
　さらには、平成11年に就任した新市長が「これからは人材育成、人づくりが大切だ。研修を
充実させよ」ということで、平成13年には「人材育成基本方針」が出来上がり、担当の係も、
厚生研修係から能力開発係という名前に変わり、研修予算も従来に比べますと一気に倍増しま
した。そうしたトップダウンの強い意向を背景に、職員の意識も人材育成、自己の能力開発に
向き始めたということもありました。
　そうなると、ますます旧来型の勤務評定のイメージが暗くなるのです。人材育成基本方針も

「人事評価を核とした能力開発の仕組みづくり」

講師　西　田　　稔　氏　　　　　　　　　　
（京都府亀岡市総務部人事課給与係長）

平成20年９月５日
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作るには作ったけれども、中身的には研修計画の域を抜け切れませんでしたし、これも何とか
しなくてはいけないと思い始めたのが平成15～16年あたりです。
　そのような中で、稲継先生や岸和田市の小堀さんのお話を聞く機会がありまして、要するに、
何のための人事評価なのかという原点に立ち返りますと、一時的には給料に結び付けるという
のも確かにあるのかもしれませんが、究極の目的は、人材を育成してそれを市民サービスにつ
なげていこうということであり、人事評価の目的は人材育成だという方向性がだんだん明確に
なってきたわけです。

２．新たな人事システムの創造にむけて
　具体的に動き出したのは、平成17年の10月のことです。このときに「新たな人事システム
の創造にむけて」という小論文を人事課で作成し、職員に向けて発表しました。このなかで、
「既成概念にとらわれた従来型の人事制度では本市の未来は拓けない」、「人事制度は職員が
いきいきと自分らしく働くための制度」、「これからはブラックボックスの人事管理ではなく
て、すべてオープンにしていこう。みんなで人事システムを考えていこう」と訴えかけました。
　これに対しては少し反発もありましたが、一般職員はおおむね分かってくれたのではないか
と思います。私たちも、人事が変われば職員も変わる、職員が変われば亀岡市も変わるという
思いで訴えかけましたので、そのことが一般職員の心にも少しは響いたのかなと思います。
　こうした機運の盛り上がりを背景にまず着手したのが、「人材育成基本方針」の改定です。
人事課が作った研修計画ではなく、みんなの意見が詰まった人材戦略プランとして全面的に見
直すことです。そのうえで、時代に合わない「勤務評定制度」を「新しい考え方の人事評価シ
ステム」に変えていくこと、これを目指すこととしました。
　そこでまず、「強い改革意識を持つ職員」を募集して、自由に議論ができる場、全庁的な自
主研究グループを作ることとしました。各部局、職員団体の推薦のほかに公募の職員を交え、
課長補佐級から主任級、年齢的には35～36歳ぐらいから50歳ぐらいまでの職員、それも各部で
頑張ってくれている職員が積極的に手を上げてくれまして、「亀岡市人事システム庁内研究
会」を発足させました。

３．人事システム庁内研究会の活動
　人材育成という職員を直接の対象とした計画を構築しようとする場合、職員意識や職場環境
の現状を把握し、今の人事の問題点を職員の視点から明らかにしていくことが必要です。研究
会ではまず、どういう職員になりたいのか、なってほしいのか。これを明らかにしていこうと、
職員を対象としたアンケート調査と市長のインタビューを実施しました。また、協働のパート
ナーである市民が職員に何を求めているのかを知るため、市民意識調査を実施しました。
　10月に研究会を立ち上げ、月に３回ペースで開催し、各種アンケートや調査の分析結果をも
とに、職員としてのあるべき姿「職員像」について徹底的に議論を重ねました。研究会の内容
については、どんなことを話した、どんな資料を出したということはすべて庁内の電子掲示板
を通じてオープンにし、職員に取り組みの状況や経過がわかるようにすることを心がけました。
　３月までに十数回の研究会を開催し、人材育成基本方針の改訂版を取りまとめましたが、市
民、職員、理事者のそれぞれの意見が盛り込まれた、手作りのいい計画ができたと思っています。
　人材育成基本方針の改定に続いて取り組んだのが、新しい人事評価システムの構築です。人
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材育成基本方針では、これからの人材育成の要となるのは人事評価であり、人事評価を核にし
て任用配置、給与処遇、研修などのシステムを有機的に関連させていくのだということを示し
たのですが、ご承知のように、平成17年度には非常に大きな公務員の給与制度の改革があり、
ちょうどそれらと一緒の時期になりまして、「これから公務員制度というのは大きく変わるん
だな」というイメージが職員の中にも広がってきたのではないかと思います。ある意味、取り
組みとしてはタイムリーであったのかもしれません。
　新たな人事評価の構築に当たっては、あくまで人材育成が目的であって、評価結果を直接給
料に結び付けることはしないと明言するとともに、冒頭も申し上げましたように、従来の勤務
評定という処遇管理型の評価システムではだめだ、新しいオープンなシステムに変えていくの
だと言うことをしっかりと職員に説明をして、制度構築を進めました。

４．新人事評価システムの特色
　平成18年の秋に職員に説明をした人事評価システムの概要（５ページ）をご覧いただきます
と、お分かりになるかと思いますけれど、岸和田市さんの方式をほぼそのまま取り入れさせて
いただいています。
　特色としましては、１点目はコンピテンシー評価の採用です。人材育成という観点からは、
「業績」よりもまず「能力」を知ることが必要です。このため、「いい仕事をするために必要
な具体的な行動」を評価の対象としています。２点目は、選択評価項目の採用です。「個性を
育て、個性を活かす」ことがこれからの人材育成の基本的な考え方とし、すべての職員を同じ
基準で一律に評価するのではなく、職員が評価項目を自分で選択できるようにしています。
　３点目は、自己評価の導入です。上司は部下のごく一部の行動しか観察できないのが現実で
す。自分の行動をいちばん良く知っているのは自分です。上司が観察できない部分を自己申告
することで正しく納得性の高い評価が得られるようにするものです。４点目はオープンな評価
システムということです。人事評価の基本原則は、公平性と客観性です。これが確保されなけ
れば、職員の納得性は得られず、かえって逆効果となることもあります。公平性と客観性を確
保するためには、評価の仕組みをオープンにすることが絶対条件です。
　５点目が評価結果のフィードバック、すなわち育成面談です。評価結果を自分のいまの状態
として素直に受け止められてこそ、それを能力開発につなげることができます。その意味で評
価結果のフィードバックは非常に重要です。人事評価の成否は、評価結果をどう伝えるかにか
かっているとも言えると思います。
　そのほか、平成19年度からですが、評価結果の点数化をやめることにしました。点数化しま
すと、どうしても点数に目が行ってしまい、数字にこだわってしまうということがあります。
評価項目の各項目をＡＢＣＤＥの５段階の評価を行うのみで、総合点はつけていません。

５．評価の仕組み
　評価の流れは、まずは本人が１年間を振り返り自分自身を評価します。続いて、仕事上の被
評価者の行動をよく観ることができる立場にある上司が第１次評価を行います。係員でしたら
係長、係長でしたら課長というふうに一番身近な上司が第１次評価者です。第２次評価者は、
第１次評価者の直属の上司が行います。
　評価の対象期間は４月から12月までです。評価者は、この間に見られた仕事上で見られた望
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ましい行動、望ましくない行動を「記録表」に記録し、これをもとに１月１日を基準日にして
評価します。
　評価結果は、２月に第１次評価者が面談により本人にフィードバックします。本人はそれを
今後の自学、能力開発あるいは研修希望等に反映させ、所属長は、部下の指導、育成人材配置
に活用していくという流れになっています。
　現段階では試行ですので、実際に人材配置などに活用することはしていませんが、来年度に
本格実施を目指しておりまして、評価結果をどういうふうに人材配置や研修、育成指導に活用
していくかが大きなポイントです。

６．平成19年度人事評価試行についてのアンケート結果
　平成19年度は試行実施の２年目となりますが、保育士を除く全職員を対象に実施し、アン
ケートを取りました（11ページ）。
　全体的な印象として、まず一番多かったのが、「上司・部下の考え方が分かるよい機会に
なった」、「上司・部下と話す機会ができた」。この２点がダントツです。今まで上司と部下
は、連絡・報告という意味でのコンタクトはあるわけですが、人材育成という観点から１対１
で話をするということはまずなかった。その機会をこの人事評価システムの中で作っていった
わけですが、このことについては職員におおむね評価をしてもらっていると思います。「仕事
に対する意欲がわいた」とか、「コミュニケーションが図れるようになった」という項目が少
し低いのが残念ですが、まずはコミュニケーションの機会ができた点を評価して良いと思って
います。
　人事評価が能力開発・人材育成につながるかという設問では、「大いにつながる、ある程度
つながる」が約６割。「あまりつながらない、全くつながらない」が約１割で、これについて
もおおむね肯定的に捉えてもらっていると思います。ただ、前年度の監督職を対象した試行で
は肯定的な答えが７割近かったのが、19年度は一般職員が加わり６割に下がっており、一般職
員には少し戸惑いがあるのかもしれません。
　人事評価に期待するものということでは、仕事に対するモチベーション、頑張って仕事をす
るぞという気持ちにつなげていきたいという思いと、もう一つは自分の行動・能力が正しく評
価してほしいという思いがうかがえます。
　点数評価の是非ですが、18年度の点数評価と19年度のＡからＥの５段階評価はどちらが良
かったかという設問ですが、点数化しない方がいいという意見がやや多くなっています。
　そのほか、評価基準が少し分かりにくいという意見がありますので、これについてはまだま
だ改善をしていく必要があると思っています。
　今年は試行３年目になるわけですが、どういった取り組みを考えているかと申しますと、こ
の評価システムで職員が一番に評価してくれたのは、面談です。コミュニケーションを図るこ
と、上司と話をする機会という意味で高い評価を受けていますので、これをもっと積極的に
やっていったらどうかと考えています。今までは評価後のフィードバック面談だけでしたが、
うちの場合４月１日に人事異動があり、新しい体制・組織ができたときに、「さあ、これから
やりましょう」という意味合いで、上司と部下の目標の共有とかお互いの決意表明的な場とし
て、いわゆるスタートアップ面談の実施を検討しています。もう一つは中間面談です。年度の
途中に職員のフォローアップをする場の設定です。主に能力育成期の職員を対象に実施を検討
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しています。年度の最終にはもちろんフィードバック面談ということで、これら３段階の面談
制度を人事評価システムの流れとして取り入れていけないかと考えています。

７．各種人事システムの導入、改革の取り組み
　人事評価システムの構築とあわせて、関連する各種人事システムの導入や改革も進めています。
　職員研修については、これまで、係長研修、主任研修、とかいう形で職員を指定した研修が
大半でしたが、これを半分程度は職員の選択希望にしていこうと、指定研修から選択希望へと
やり方を大きく変えました。
　また、職員採用の改革として、平成19年度から民間経験者の採用を導入しました。
　平成20年度には職の整理・再編を行いました。当市では、主な職だけでも１級に主事補と主
事、２級に主査、３級～４級に主任、係長、課長補佐が混在、５級～６級が課長、６級には次
長もあり、７級に部長ですが、あまり給料の級と職が一致していないのです。これでは自分の
役割に応じた給料が見えないだろうということで、少し大胆だったのですが、４級に大勢いた
課長補佐という職を廃止しました。当市は３級の係長を５年やるとほぼ自動的に４級の課長補
佐になるということになっていて、実態は係長と課長補佐は全く変わらない仕事をしているわ
けです。これは仕事の役割と実際の職が合っていないということで、係長と課長補佐を一緒に
して、すべて係長という職に統一しました。また、将来的にはやはり複線型人事というのが大
きなポイントになってくるだろうということで、意思決定に携わるライン職とライン職を支え
るスタッフ職、これの職名をきちんと分けることも行いました。
　こういったいろいろな人事制度の取り組みと人事評価のシステムの流れをうまく連携・連動
させていくことが今後の取り組みの方向と考えてますので、今年度は、面談を年３回のシステ
ムにして、その中に選択希望制研修や異動希望なども取り込み、いろいろな人事のシステムが
関連して結びついた流れとなるよう、今検討を進めているところです。

８．今後のあるべき方向
　転機になるのは、現在国とか地方の大きな流れとして出てきている能力実績主義です。給料、
昇格、任用については評価能力、成績に応じたものにしていくべき、あるいはいかなければな
らないという大きな流れがあります。現在の評価システムについては人材育成だと言い切って
いますので、これをどう考えるのかということ。もうひとつは、職員の適性、あるいは希望、
能力に見合った仕事の仕方としてラインとスタッフ、あるいは専門職といった、いわゆる複線
型人事の構築という課題があるのですが、これと人事評価をどう結び付けていくのかというこ
と。この２点が今後の方向だと考えています。
　今現在の私たちの取り組み、あるいは評価システム自体、システマチックなものにはなって
いませんし、これをもって実際に給料云々に結び付けるということはできないと思っています。
ただ、こういった人材育成の取り組みを全庁的に職員を巻き込んだ形で取り組んでこられたこ
とは、これからの進め方にも非常に大きく影響していくと思っていますので、今の流れ、今の
職員の思いが立ち消えになっていかないように、これからも人材育成の取り組みを進めていき
たいと考えています。
　まとまりのない話となってしまいましたが、これをもちまして亀岡市の事例発表とさせてい
ただきます。
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「人事評価の実践
　　～制度の活用による「まちづくり」と「ひとづくり」～」

講師　山　本　卓　也　氏　　　　　　　　　　
（茅ヶ崎市総務部職員課副主査）

　茅ヶ崎市より参りました山本と申します。よろしくお願いいたします。本日このような機会
を与えていただきまして、大変光栄に思っております。
　今朝、私は新幹線に乗って茅ヶ崎からやってきたわけですが、実は大阪に来るのは初めてで
す。私の中で大阪というとテレビで見たドラマ、ニュース番組で見るイメージだったわけです
が、今回こうして初めてまちなみを見せていただきまして、最初に非常にまちなみが美しいな
と思いました。古いものと新しいものが同居し、緑が中にあり、そういった所が私の目には鮮
やかに映りました。それまで私の中での大阪、関西といいますと、友達だったりするわけです
が、非常に大阪、関西の友達が多くて、例えば私は10年近く前に就職活動をしていたのですが、
就職活動をする中で３回ぐらい会った友達といまだに付き合っています。そこから大阪は人情
味ですとか、そういったものを感じます。
　今日も新幹線を降りて地下鉄に乗ってここまで来たわけですが、関東の切符の券売機と大阪
の券売機がちょっと違うようで、切符を買うときに戸惑って分からなかったのです。今、関東
の券売機は先に切符の値段を選んでからお金を入れるのですが、お金を入れないと値段が出て
こないという、そこが分からなくて、後ろの70歳ぐらいの老紳士で非常におしゃれな感じの方
だったのですが、親切に教えてくれて、かつ、「僕も最初はそうだったよ」なんて相手の立場
に立ったフォローを入れていただいて、そんなところからも大阪の印象がまた良くなったと思
いながら、今日少しずつ足を進めてまいりました。

１．茅ヶ崎市人事部の概要
　さて、「茅ヶ崎ってどんな町なの？」というところからお話をさせていただきます。大阪の
ように大きな町ではなくて、人口は大体23万人ぐらいです。距離的には東京から１時間ぐらい、
横浜から30分ぐらいの町で、そんなに大きな産業もなくて、サザンなんかが割りとイメージさ
れがちなのですが、多分来ていただくと分かるのですが、実は結構田舎っぽい町です。そんな
中で一生懸命こういう取り組みを進めています。
　私も入庁してから11年目になりますが、最初にここに配属になる前は企画部の企画調整課と、
同じく企画部の情報推進課にいまして、私の中のバックボーンというか、下地になっているの
はそういう企画部門の経験かなと思っています。今も非常にいろいろな仕事をしていて、例え
ば人事評価だけではなくて、採用の仕事もやっていますし、退職の仕事もやっていますし、人
事院勧告があれば給与改定もやりますし、あんまりいい話ではないですけれども職員の懲戒の
話、考査委員会という言い方をしますけれども、そういったもの、あとは特別職の報酬等につ
いても普段扱っています。人事担当ですが、ラインの長も含めて４人ですけれども、４人で職
員1,800人ぐらいの全体の人事を回しているというと、多分市役所の規模が推して分かってい
ただけると思いますが、そのぐらいの組織の町です。
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　恐らくここにいらっしゃる皆さんも、日々の業務に追われて多忙な毎日だと思いますが、そ
の中でもこういう制度を進めていかなくてはいけないというのは、相当な負荷になると思いま
す。そこで、一つの私の今日来た意義でもあるのでしょうが、皆さんに課せられている今の状
態というのは、人事評価をやるのか、それともやらないのかという原点に立ち返るところでは
ないかと思います。研修センターの方に確認しましたら、本日の受講者の半数以上の自治体が
既に導入されていて、あるいは今ある制度をさらに良くしようと努力されているということで
した。私はコンサルタントでもありませんし、あるいはプロの講師でもありませんのであまり
美しい説明はできませんけど、実務家として皆さんに必要な情報は提供できるかと思いますの
で、今日はよろしくお願いしたいと思います。終わった後に、皆さんが前進するための力に少
しでもなればいいなという思いでやらせていただきます。
　本日の流れです。１番目としまして策定の経過と背景、２番目で茅ヶ崎市の人事評価、今ど
んな取り組みを進めているのかというお話です。３番目としまして評価結果の活用で、主に勤
勉手当への反映と査定昇給をどのようにやっているのか。４番目として課題と問題認識、いろ
いろな課題があるわけですが、課題をわれわれの方でどう認識しているのか。その辺の話をし
た上で、最後にこれからどうなっていくのかという話をしていきたいと思います。

２．策定の経過と背景
　約３年間という数字を挙げました。これは策定に当たってのスケジュールに関係する数字で
す。これは管理職に限ってですが、導入から処遇の反映までに約３年間要したという数字です。
今回人材育成という話ですので、最初に処遇なんて話をすると興ざめ感がありますが、一つの
目安にはなるのではないかということで紹介しました。
　冒頭でも少し触れましたが、平成16年の10月から茅ヶ崎市では人事評価システムの試行を開
始しました。その半年後、17年の４月に全職員を対象に拡大しています。同時に、平成17年か
らフォロー研修を行っていまして、これは評価者全員を対象にしています。研修のほとんどす
べてで冒頭に市長があいさつしまして、そのあたりのやる気をちょっと見せていただいたとい
う経過もあります。平成19年の12月に勤勉手当の成績率の運用を開始しました。その後、平成
20年の４月、査定昇給の運用を開始しているという経過が大ざっぱな流れです。
　策定の背景ですが、社会的な側面と内部的な側面があります。社会的な側面というのは、
ずっとわれわれ公務員がいわれてきたことです。財政難、地方分権、人材育成の機運、成果主
義とか、民間の流れも含めましてもろもろある中で、では内部的にはどうしていくのかという
話です。仕事の進め方には個人差がありますが、その中でも一生懸命やっている職員がいます。
そういう職員が正しく評価されて、またもっとそういう職員が出てくるようにどのように育成
していけばいいのかというのが、一つの内部的な側面として挙げることができると思います。
　われわれの市で力を入れているのは採用試験の改革で、「やる気とコミュニケーション能力
のある人を求めます」という触れ込みで今呼び掛けて、イメージ的には民間企業を受けようと
している人たちをいかに呼び込むことができるかということです。国とか東京都も今かなりそ
ういう取り組みを進めているようですが、そういうことをわれわれもやっていまして、例えば
年齢制限を引き上げたり、民間の合同企業説明会があると、そこへ乗り込んでいったりし、ま
ず気付いてもらう。あるいは、採用パンフレットを用意しました。今年の採用パンフレットで
すが、民間企業だったら当たり前である企業紹介のパンフレットをわれわれは持っていなかっ
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たので作ったりと、様々な取り組みをしました。そういう取り組みが評価されて、例えば新聞
に紹介していただいたり、就職ジャーナルのような雑誌にも紹介されました。そういうことも
あり、今年は、60人募集のところに1,500人ぐらいの応募があり、それなりに成果が上がって
いるのではないのかと考えています。

３．茅ヶ崎市の人事評価
　われわれの人事評価は二つの柱からなっていまして、業績評価と能力・意欲態度評価です
（資料３ページ）。業績評価につきましては、年度管理で、４月始まりのスケジュールとなっ
ています。一般的にいわれている目標管理の制度でして、結果は勤勉手当にも反映することが
大きな特徴です。能力・意欲態度評価ですが、これは１月始まりの暦年管理で、昇給や人事異
動に活用します。１月から始まり12月までですので、その結果は翌年の４月の昇給に反映させ
ます。
　全体の流れです（５ページ）。上段が業績評価、下段が能力評価の流れになっています。
　われわれは、業績評価をする上で組織目標をまず明らかにする必要があるだろうと、業務計
画を作っています。左上に業務計画の作成という部分があるかと思うのですが、これは９月に
作り始めて、翌年度の予算に反映させる関係もあり、この時点で確定させるのですが、４月の
当初の段階で市長がヒアリングする形態を取っています。４月の中旬に業務計画を確定させる
わけですが、その結果が、上半期の活動としてこの業績評価のシートに反映されます。同じく、
一番上の業務計画の線表ですが、９月に市長ヒアリングを進捗確認ということで行いまして、
それを受けて上半期の評価を行うのが10月です。その結果が12月の期末勤勉手当へ反映される
という流れになっています。10月以降の下半期の活動については同じように、３月の末までの
活動を６月の勤勉手当へ反映させるという流れになっています。
　能力・意欲態度評価は暦年管理で、１月から行動観察記録を作成します。評価シートを使う
のは12月になって初めてということになります。結果は、４月の定期昇給に反映させます。そ
れが大きな流れになっています。
　業績評価に関して特徴的な部分を幾つかご紹介します（６ページ）。簡単なフローを改めて
作成したのですが、業務計画は資料20ページ（資料４）をご覧ください。そんなに込み入った
ものではないです。それぞれの課でどんなことをやるのかという話を改めて確認するというも
のです。課の中で優先順位をこの中で定めていくわけです。これは職員課の内容ですが、これ
を決めるに当たりまず課内で決めていくという手順が業績評価の前にあるというわけです。
　６ページに戻りますが、こうして組織としての目標を確認した上で自分のチャレンジシート
に落とし込んでいくわけですが、その際には、上位の評価者の目標設定の内容を実現するため
に、被評価者に何ができるのかを設定することとしています。このことをわれわれはブレイク
ダウンなどと呼んでいますが、導入当初は、このブレイクダウンの仕方がなかなか職員にも伝
わりづらかった経過があります。イメージ的には資料の８ページをご覧ください。シートの中
身を役職ごとにどんな作り込みをしていくのかという例を挙げています。
　役職ごとに目標の設定数を決めているわけです（９ページ（７））。この中で担当主査以上
は必ず１項目人材育成目標を入れることとしていまして、人材育成型の評価制度ということを
しきりに言っているわけですが、仕事として人材育成があるということを管理・監督する職員
に改めて認識していただくというところを形として示しています。
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　達成度決定表（12ページ）で、達成の程度に応じましてＴ１からＴ５まで目標の達成度を決
めています。
　結果の算出方法ですが、業績評価マトリックス表（13ページ）で、先ほどの難易度と達成度
で算出することとしています。例では、難易度がＡで、達成度がＴ３、ウエイト30％ですので、
換算すると19.5点という算出の仕方になっています。
　被評価者と最終評価者との関係について改めて申し上げます。評価者区分（13ページ）の中
では、部長と課長級は副市長が最終評価者です。係長級は部長が最終評価者です。課長が１次
評価者として入るわけですが、担当者は課長が最終評価者となります。大きくいうと、こうい
うくくりです。茅ヶ崎市では標準的な区分をここで示しておりますが、実際には、各機関に
よって被評価者が異常に多くなってしまうというケースがいろいろ想定されて、各所属、機関
ごとにこの評価者区分というのを細かく設定しており、それだけでマニュアル上で７ページぐ
らい割くような気の使い方をしています。ここまで決めないとなかなか動かないというのもあ
るかと思うのですが、やり方としてはそのような形を取っています。
　能力・意欲態度評価（14ページ）です。評価のフローは大きく三つです。行動観察記録（１
～12月）、これを付けた上で評価期間（翌年１月）、自己評価から二次評価まで行って、結果
のフィードバックを行うという形になっています。
　あまりに量が多かったものでお手元の資料に載せていないのですけれども、能力・態度評価
はそれぞれの役職ごとに水準を決めて、その水準に対してどれぐらいレベルが達しているのか
という見方で決めています。

４．評価結果の活用
　勤勉手当（管理職）についてです（15ページ）。ここまでくるとかなりテクニカルな話に
なってくるのですが、成績率につきましては、原資としてどうするのという話ですが、例では
「良好」が今0.76という形になっていますが、このときは「標準」が0.775でした。平成19年12
月ですが、それぞれの職員が0.15月分を原資としてまず評価に臨み、その上で「優秀」だった
人と「特に優秀」だった人を決めて上乗せしていくというやり方をしています。原資として
0.15月ということですが、金額にすると約８千円から１万円というところです。
　人員分布率ですが、「特に優秀」を５％以内、「優秀」を20％以内として、結果的にはこの
「良好」と「優秀」が５万円ぐらい、「良好」と「特に優秀」は10万円ぐらいの差が開くよう
な設定の仕方を取っています。
　査定昇給ですが、能力・意欲態度評価の結果を管理職を対象に反映するということで、総合
評価の合計点80点以上は「極めて良好」ということで、かつ人員分布率10％です。さらに昇給
区分Ｂの「特に良好」は30％の人員分布率です。

５．課題と問題認識
　課題としまして、評価シートの管理です。今は紙で管理していて、提出もすべて紙で行って
います。紙ベースなので取りまとめに非常に手間が掛かって、あるいはそれを電子上にまた打
ち変えなくてはいけないので、そのために臨時職員さんを雇ってパンチの仕事をお願いしてい
ます。評価の負担感、これは導入当初から言われてきたことですが、なかなか４年やってもぬ
ぐい切れない状況があります。
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　孤立化というのは言い過ぎかもしれませんが、「あの人は評価が良かったんだって」のよう
な話がどういうわけかどこかから流れていきます。評価が良かった人が非常に居心地の悪い思
いをするという、そんなこともあるや否や、聞き及んでいます。
　業績評価ですが、設定項目以外の仕事振りを評価できる仕組みづくりというのを、まだわれ
われもカバーし切れていないところかなと思っています。医療職・保育職・消防等、専門職員
の評価については、その専門職としての評価基準があるようです。これについては消防と保育
職が独自に基準を作りたいという申し出があり、そこについてはマニュアルをさらに充実させ
ていきたいと考えています。
　評価の目線合わせということで、これはどこの町でも永年の課題といえるのではないかと思
います。
　参考として平成19年度の難易度設定の結果です。すべてではないのですが、各部局の１次評
価結果で、難易度が下の方ほど難しくて上の方ほど簡単だという評価をした結果ですが、やは
り処遇反映前は、処遇反映についてあまり認識がないときにはおおむね30％ぐらいで難易度Ａ
のものが集中していたという状況がありました。これが、処遇の反映について意識するように
なると、高い難易度設定をする評価者が非常に多くなってくる。やはり部下の評価がほかの評
価者の職員よりも低く見られては困るという配慮だと思うのですが、こういう現象が見られて
います。これは難易度の設定が、その後の評価経過に非常に大きな影響を及ぼすということの
現れではないかと思います。
　このような状況があり、放置しておくわけにはいかないので、最終評価をする前に最終評価
者同士で調整を行いました。参考までに、どのようにやったのかという事務のイメージですが、
各部局の目標設定の内容が相対的に比較できるような形でお示しして難易度調整を行いました。
　調整の仕方には、いろいろ考え方があるかと思うのですが、難易度の持ち点のようなものを
事前に設定して下駄を履かせるとか、そういうやり方も考えられるのではないのかということ
も問題として持っています。
　問題意識ですが、今日はサブテーマとして人材育成、人づくりということも挙げていますの
で、制度とどういう関係にあるのか、私なりに考えてみました。この制度を回し始めたら、こ
んな言葉が聞こえてくるかもしれません。「人事評価と人材育成とはそもそも対立するのでは
ないか」という方や、例えば給料に反映されたら、結果が思わしくなくて不満を言う職員に仮
に皆さんがこれから遭遇したときに、「いいえ、違います」と言えますかという話です。
　われわれは目標管理という手法を取っていますが、構造上、やはり上から下へ矢印が向きが
ちになるわけなのです。市長のマニフェストとか施政方針とか、いろいろな考え方があると思
うのですが、そういったものを実現する手段としましては非常に有効なものだとは思うのです
が、でも、これを３年後、５年後、10年後、続けていけば、組織の活力、そういったものは閉
塞感で満たされてしまうのではないのかという懸念は私自身も持っています。そこにはせいぜ
い給与に響くから仕方なくやるのではないかと、そんな考えが蔓延するのではないかという心
配をしているわけですが、ここには組織の目標と個人の考え方に一致はほとんど見られないわ
けで、そんな考え方があるから、幾らわれわれが人づくりのためとか、人材育成のためといっ
ても、職員の皆さんには制度を肯定化するためのきれいごとにしか聞こえないという状況があ
るわけです。
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６．あるべき姿
　今の組織が評価制度上目指しているのは、こういう形でトップの考えがあって、目標を示し
た上で、それに対して自分でやるべきことを組み立てていくというＭＢＯの精神ですが、これ
でも十分です。評価の主体性というのは確保されますし、やる気も喚起できるのではないかと
思うのですが、さらに進めて、職員がもっと組織の在り方とか自分のやりたいこと、くだいて
言えばそういうことを創造して提案していくという形がもっとあっていいのではないかと思い
ます。概念的には組織の在り方みたいなものもどんどん変化していっていいのではないかと考
えているわけです。
　では、そのためにどんなことが考えられるのかという話ですが、今は人事評価システムとい
うのでなかなか人材育成と結び付けるというのが難しいのですが、それをあえて人材育成シス
テムというのであれば、構築することを目標にしてきた今までの時代はもう終わったのではな
いか、ここで面談の重要性を再認識する必要があるのではないかと考えています。
　今、われわれの方で、マニュアルにも書かれているのですが、面談の手法、やり方、何で重
要なのという意義まで本当は理解させた上でやってもらうのが、その前の段階で必要なのでは
ないかということに、今更ながら改めて気が付いてきたところです。先ほど亀岡市さんでス
タートアップ面談という話がありましたが、やはり目標設定の段階で自分が納得して、やりた
いと思える目標設定をしない限りは、その１年間はやる気のない目標に向かって進んでいかな
くてはならず、職員が非常に苦しい思いをすることになります。一番初めの目標設定時面談の
段階を特に大事にしていきたいと考えています。
　あとはチャレンジ性の高いもの、町の将来性を見越した先見性のあるようなもの、そういっ
た目標設定をきちんと受容して評価できる仕組みづくりが必要ではないかと考えています。
　これからどうするのかという話ですが、制度構築に力を注いできた段階は終了と考えていま
す。管理職で今本格実施しているわけですが、一般職員に拡大するのは平成22年度を目標に準
備を進めています。あとは制度の効率化とか平等性を高めるために今の運用はかなり無理があ
ると思いますので、例えばシステム化を検討するということも今後は考えていきたいと思って
います。
　今日の趣旨、意義ということで、やるのか、それともやらないのかという話ですが、私は
「やって良かったと思います」という結論で本日の講座の最後とさせていただきたいと思います。
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１．勤務評定の導入経過
高槻市は、昭和40年代の人口急増期に大量の職員採用を行ってきたことから、従来の年功序
列的な人事管理を行うことが困難な状況となっておりました。このため、より公正な人事管理
の制度へと改革する必要性が迫られたことから、平成５年度から人事制度を大きく変更してお
ります。その一つが勤務評定制度の導入であり、ほかに係長級への昇任試験制度、自己申告制
度、主任制度などがこのときに固まって現在に至っております。
「勤務評定」は、勤務状況を公正に把握することで適正な人事管理につなげる制度として
行ってきたわけですが、一面では、一方的に部下を評価して職員間に差をつけるための制度と
も見られておりました。
平成９年からは、その結果について勤勉手当の成績率にも反映しておりましたので、給与に
差をつける制度というところを強く意識されたきらいがありました。
このことは、新たな人事考課に変わりました今でも引きずっている職員も見受けられるとこ
ろです。
現在のところは、結果を勤勉手当の成績率等に反映していないわけですけれども、この新た
な評価制度についての習熟度を高めるということと、もう一つ、やはり人材育成という大きな
観点から評価システムを作りましたので、それを十分に職員に浸透させた中でさらに活用して
いきたいと思っております。
当初の勤務評定の導入や勤勉手当の成績率への反映は、組合との団体交渉を行う中で、合意
を得ぬままに一方的に導入しております。そういうところでいろいろなあつれきが出てまいり
ました。
一つは、いわゆる企業職員や技能職員の組合が、不当労働行為であるという申し立てを労働
委員会に行いました。要は団体交渉を十分経ずして一方的にこれを実施することについては、
組合員の団結権の破壊につながると主張したわけです。
それに対しては、最高裁判決で勤勉手当の査定については行政処分ではないという判例が出
ていることから、管理運営事項であり団体交渉事項ではないと主張してきました。
いろいろなところから「どこの判例ですか」というお問い合わせがありましたが、「東京都
の職員の勤勉手当の減額処分について取り消し請求事件」が平成８年に最高裁まで行きまして、
行政処分性を認めずという判決が確定しておりますので、紹介をさせていただいております。
この不当労働行為救済申立てについては、中央労働委員会まで行ったわけですけれども、実
は申し立てしていた組合が行政職員と水道の企業職員とが混合している組合で、メインは行政
職員なのです。そのため地労委では申立人の適格性を欠くという、ある意味門前払い的なこと
がありました。そういう中で中労委の指導もありまして、組合が取り下げたという経緯があり

「高槻市の人事評価制度について」

講師　内　濱　　　治　氏　　　　　　　　　　
（高槻市総務部人事室参事兼職員研修所長）

平成20年11月10日
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ます。
もう一つは、本市を相手とした裁判です。平成９年から勤勉手当の成績率に差をつけたとい
うことで、減額された職員が自己の勤務評定のシート等の開示請求を行いました。
本市としては、開示を前提にした制度ではないと拒否したわけですけれども、これについて
は高槻市の審査会では実は開示決定がされたのです。しかし市長は非開示の決定をして裁判に
なっております。これについては平成12年から15年にかけて最高裁まで争いましたが、判決は
市の主張が認められて開示はしなくていいということになったわけですけれども、今後、勤務
評定制度を人材育成につなげていくためには、一定の課題が示されたと認識されております。

２．勤務評定制度の見直し（新たな評価システムの必要性）
地方分権が進められ大きな環境の変化の中で、これまで以上に組織の活性化と職員の能力向
上が急務となってきたことや、職務や業績に見合った処遇や配置を行う重要性が増してきてい
ることから、従前の勤務評定をより一層、公平性・信頼性を高める新たな人事評価システムの
構築が必要とされてまいりました。
また、勤務評定結果の特徴の一つとして、評価が真ん中に集中してきたということがありま
す。ＡＢＣでいうとＢ評価に集中してきました。それと基本的なところで、本人については勤
勉手当の結果としてだけしか開示されていないのです。「あなたは勤勉手当がプラスされまし
たよ」「あなたはマイナスされましたよ」「あなたは標準ですよ」という内容の通知でしかな
いので、どういうところが良かったのか、不足していたのか分からない。
そのため人材育成につながらないという判断がありました。もう一つ、もし誤った評価が
あったときに、それを訂正する機会がないということもありました。

３．新たな人事考課制度
私が人事課に異動し勤務評定を担当したのが平成13年度からです。そのころから実は改定を
しようという気運がありまして、いろいろ先進都市の事例等を調べていたのです。ところが裁
判中ということで、なかなか新たな制度変更に取り組めないというところがありましたが平成
15年12月に結審しましたので、それまで温めてきた新たな人事考課制度への構想がスムーズに
そこで活かされたわけです。それまでにもある程度、資料等をまとめておりましたので、平成
16年の１月から半年間でマニュアル等をすべて作りまして、16年の７月、８月、９月にかけて
全職員を対象に研修をしました。
これについては、これまでの勤務評定は上司が評価するだけだったのですが、新たなシステ
ムでは、自己評価から始まりまして、上司と部下との面談による評価のフィードバックが一番
重要となりますので、一人一人の職員がこの制度を理解していなくてはいけないということで、
すべての職員に対して研修をしました。16年11月に試行が始まり、翌年の17年４月から正式導
入したわけです。
考課期間を６ヶ月間とする人事考課制度を正式導入する中で、職員のアンケート等もしなが
ら制度の検証を進めてきたこと。それと給与構造改革があり昇給期が４月の年１回となったこ
と。また、組織の一つの方針や目標を決めるということは、やはり年度単位が基本になること
から、平成18年度から制度の一部を改正したところです。このことは、評価要素の整理ととも
に考課期間を年１回に改めて４月に始まって翌年３月までとし、考課基準日については２月１
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日として現在に至っております。
この中で、能力評価、業績評価の方法はいろいろあるわけですが、自己評価については、自
分で自分のことを評価しなければいけないということで、市が職員に求めている、「どんな行
動をしてほしいか」あるいは「どんな行動はしてほしくないか」ということをそれぞれの評価
要素ごとに一覧にして示しているわけです。市が職員に何を望んでいるのかということを理解
させることから始まっております。その結果として、評価の客観性が担保できるのではなかろ
うかという思いがあります。
また、評価要素ごとに考課結果を開示しておりますが、優れている能力あるいは不足してい
る能力を知らせることで自己啓発や研修につながり、職員の能力開発に役立つと思っております。
これをやってよかったと思っておりますのは、組織の目標設定シートを年度初めに作るわけ
ですけれども、本市の場合、部、室、課というラインがありますが、その部長、室長、課長が
それぞれ作り、この組織課題を職員が共有できることとなったことです。これは庁内ネット上
で開示しております。このことは人事異動等を含めて自己申告ができる制度を設けております
が、そのときには職員については、例えば、この部で今こんなことがやられようとしている、
あるいはこういうことが重要な課題であると分かった上で、具体的に「私はこれがやりたい、
この課に行きたい」という思いが伝わる場合があります。
それまでは、風評的なもので「この課に行ったら楽かな」「この課に行ったら出世できるか
な」といったある意味抽象的なことであったわけですけれども、この開示をしてから、具体的
にこの仕事がしたいのだというようなことで選び出していただけるようになりました。そうい
うところは人事考課以外の使い方になっているのかなと思っております。
あとは、年度の初めに個人の目標設定シートを作ってもらいます。次長級以上は目標管理制
度そのもの、すなわち組織目標設定シートに定められた課題を自分としてはどうするかという
ことを設定します。けれども課長級以下の職員は、簡易な目標管理的手法を取り入れておりま
して、担当業務の明確化と業務改善や事務効率化などにどう取り組むかというような「チャレ
ンジ目標」を設定してもらうことにしております。このチャレンジ目標の設定は任意としてお
りまして、業績評価への加点のみに使用しておりチャレンジ意欲を高める組織作りをしたいと
の意図をもっております。
この目標管理制度での個人の目標設定の作り方や評価の仕方については、いろいろ課内でも
議論がありました。先進都市の事例では目標設定の場面で、目標ごとに難易度を設定し、それ
らを達成度からのマトリックスで評価するということを一般的にされております。
われわれもそのことも検討し、実は当初、課長級以上にはその手法も考えていたのですか、
ちょっと難しいということで次長級以上となりました。次長級以上であれば組織目標の中から
ダイレクトに目標が出てまいりますので、難易度の設定は見送っております。難易度というの
はある意味、「これは難しいだろうな」という予測が入るわけですが、それよりも、その目標
を達成した後その結果が組織にとってどんな影響があったのか、影響は少なかったのか、多
かったのかというところも評価の対象としてもいいのではないかと思っております。今はまだ
達成度だけで評価しているのですが、組織に対する貢献度の結果を評価できる手法など、今後
の研究課題としております。
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４．今後の課題
いろいろ課題もあります。上司との面談が２回あるのですが、特に若手の管理職からは、日
常の仕事の中ではなかなか話しにくいようなことが聞かれるということも聞いております。あ
の職員はこういう思いがあったのか、こういう考えだったのかということが、やはり１対１で
話をしますと日常の事務室の中での会話よりもいい面が出てきているという効果もあると聞い
ております。
ただ、勤務評定のときから関わっている職員の中には、これは差をつけるものだとの思い込
みが残っており、あまりきちっと真実を語ろうとしないという話も聞きます。もちろんこれは
一般職だけではなくて管理職の方にも言えることで、全員ではないのですが、やはりベテラン
職員の中には従前の勤務評定のときのことを引きずって、結果としてみんなを同列に評価した
ら問題ないという考えを持っている者も未だに見受けられます。それについては個々に指導を
しているのですが、なかなか直りません。
結果として、あと４～５年もしたらそういう職員は退職しますので、こちらの意図がもっと
明確になった運用ができるのではないかという気はしております。
そういうところで現在に至っていますが、今後においても、人事を取り巻く環境や職員意識
が変わってくることから、制度の見直しは常に必要だと思っております。いろんな意見を聞き
ながら人事考課制度の中身自体をある程度柔軟に切り替えていくということを含めて、毎年の
点検が必要だと思っております。
あと、この制度を適正に運用することで、職員の能力向上、組織の活性化という目的があっ
たのですが、実は管理職のマネジメントそのものにつながっております。昇任試験で管理・監
督職になりますので、30過ぎの係長が50半ばの一般職の職員を面談するわけなので、過去に仕
事を教えていただいた先輩が自分の部下の場合もあり、なかなか物が言いにくいということも
あるのですが、こういう若手の管理職のマネジメント能力の開発に役立っているとも思ってお
ります。
現在は、考課結果を昇格や係長級昇任試験への配点、人事異動等の資料に使っており、給与
等には直接反映されておりませんけれども、基本的に昇格について差がつくと給与にも差がつ
いてまいります。また、現在休止している勤勉手当の成績率への反映についても、早急に検討
する必要があると思っております。
ただ、現行条例は、成績率の算定期間が基準日前６ヶ月間とする定めがありますので、これ
を変える必要があります。前年度の人事考課の結果を成績率に反映させることが出来るよう条
例改正をすることが必要だと思っておりますので、その部分も含めて検討しているところです。
以上、高槻市における人事考課制度の導入経過などを中心にお話しさせていただきましたが、
時間がまいりましたのでこれで終わらせていただきます。ありがとうございました。
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「枚方市の人事評価制度について」

講師　竹　嶋　正　彦　氏　　　　　　　　　　
（枚方市総務部人事課主任）

１．枚方市の総合評価制度の概要
　枚方市では人事評価制度は総合評価制度ととらえていまして、人材育成の制度の基盤として
位置づけ、仕事の成果や職務遂行能力および業務に対する取り組み姿勢を的確に把握し、職員
の指導・育成に資することを目的としております。その結果をさらに異動、昇任、給与など、
人事給与制度全般に活用することで職員のやる気を高め、意識改革を図るとともに、生き生き
とした職場、庁内活動ができることを目指すものです。
　評価制度につきましては、公平性、客観性、透明性、納得性の確保が重要となると考えてい
ます。また、評価制度の本当の目的は処遇に格差をつけることではなく、人材育成そのもので
あり、処遇のためにはあくまでも手段ととらえております。
　次に経緯です。本市では平成９年度から管理職を対象に、公平、客観、透明性の向上に主眼
を置いて、勤務姿勢、職務遂行能力を評価する勤務評価制度と、平成12年度から開始した職務
成果、業績実績を評価する目標管理制度を二本柱とした総合評価制度を実施してきております。
平成19年度からは一般職員も含めて全職員を対象に実施しております。
　ただ、一般職員も含めたところですが、今、試行として位置づけておりまして、昇給や勤勉
手当は成績率での成績判定は行っておりません。ただ、評価は実施しております。
　対象者につきましては、一部、医療職給料表の適用を受けている職員や指導主事、教員を除
きますが、評価対象期間に在職する職員を総合評価制度の評価対象者としております。よって、
年度末に退職する職員についても評価の対象としております。
　次に評価期間と反映対象です。評価対象期間につきましては、年度を通した通年評価として
おります。この評価から＊覆面＊評価に変更させていただきまして、翌年度の勤勉手当（６月、
12月）と、昇給は年１回なのですけれども、翌年度１月１日にそれぞれ反映することにしてお
ります。
　評価者と被評価者の区分は表のとおりで、一般職から経営職まですべてに対して、より公平
な評価とするために一次評価、二次評価の複数評価性を基本としております。調整につきまし
ては、各部のバランス調整をするために、課長代理以下では各部で設置する総合評価調整部会
で、課長級以上につきましては特別職で形成する総合評価調整協議会で行うことになります。
　評価者につきましては、係員から係長の一次評価者としては課長代理、二次評価者は課長と
しております。課長代理の一次評価者は課長、二次評価は次長となります。これを各部の総合
評価調整部会で調整、決定していくことになっております。
　補足説明ですが、総合評価調整部会は部長をトップにした総務担当課を事務局として各部で
設置しております。メンバーには部長から課長で構成しまして、係員から課長代理の評価を部
内で調整し、最終評価を決定します。また、課長代理不在の職場、例えば保育所や現業職場な
どがあるのですが、係長級の保育所長や監督職等の意見を参考にして、事務所あるいは事務局
の課長代理が現場に出向き、一次評価をすることとしています。係長以下監督者等の意見を参
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考にする職場においては、評価者としての視点についても課長代理の方から説明をしてもらっ
ています。この場合、併せて課長代理には評価者としての説明責任の重さを認識してもらい、
現場に出向いて被評価者の観察、育成、指導の機会を増やす努力もお願いしていおります。
　また、学校の調理員、用務員等の評価につきましては、教頭先生に一次評価、校長先生に二
次評価をお願いしております。

２．総合評価の流れ
　実際の総合評価の流れとして、ここでは係員の場合を想定して順に説明させていただきます。
評価期間の初めのときに、まず、第一次評価者である課長代理が被評価者に対して評価シート
を配布します。この評価シートは、勤務姿勢、職務遂行能力、職務成果・業務実績の三つの指
標について自己、一次、二次評価をするＡ４裏表の１枚のシートとなっております。さらに人
材育成の観点から、これは平成19年度からなのですが、取り組み姿勢欄を設けまして、今期の
職務についてどのような姿勢で取り組むかということを記入してもらっています。
　例えば、上司・同僚等への報告・連絡・相談を欠かさず行いたい、積極的に自己研鑽に努め
たいなど、業務に対する取り組み姿勢を記入してもらっています。提出してもらった後は、第
一次評価者の方で回収時に被評価者に対して必ず取り組み姿勢に対するコメントやアドバイス
を伝えるようにしております。
　第一次評価者は、第二次評価者と、被評価者の取り組み姿勢等に関する情報について共有
化を行いまして、シートの保管は一次評価者がしております。そのシートを評価期間の終わ
りに再度配布しまして、その被評価者は第一次評価者から再配布された評価シートに自己評
価、自己記入欄、および取り組み姿勢欄の総括を記入し、再度第一次評価者に提出します。
また、課長代理以上の被評価者は総括および自己評価を記入しまして、第一次評価者に提出
しております。
　第一次評価者は第二次評価者と面談を実施しまして、評価の共有化を行います。
　第一次評価者は、第二次評価者との評価の共有化を踏まえて、必要に応じて被評価者と面談
を実施するなど、被評価者との評価の共有化に努めます。第一次評価者は被評価者と評価の共
有化をした後、第二次評価者に評価シートを提出します。やむなく評価の共有化が不調に終
わった場合、一致しない点や状況等をまとめて評価シートとともに第二次評価者に提出するよ
うにしております。
　係員から課長代理の第二次評価については、先ほど説明させていただいた調整部会に、課長
から理事の評価については人事担当課を通じて調整協議会の方へ提出します。そして調整部会、
調整協議会の中で最終評価を決定し、被評価者に通知します。
　また、最終評価に苦情がある場合、苦情相談システムを設置しております。この目的は納得
性の向上です。第一次段階は人事担当課が説明責任を果たして、第二段階は第二次評価者が説
明責任を果たします。一般職の場合では課長が第二次評価者ですので、課長が説明責任を果た
すことになります。第三段階におきまして、公平委員会が規則に諮り、苦情相談に応じます。
企業、営業職員の場合は、苦情処理共同調整会議が介入します。そのほかにも行政事件訴訟法
による取消訴訟の提起等が予定されております。
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３．評価項目と評価基準
　職制に応じて評価項目を決定するわけなのですが、職制に求められる勤務姿勢、職務遂行能
力、実績について、この14項目の中からそれぞれの職制で重要度の高い順に８項目に絞りまし
て、設定をしています。項目は職制ごとにこの表のとおりとなっております。
　課長代理以上の評価者シートについては実績欄を加えています。これは勤務評価制度、目標
管理制度と、今まで二つの評価制度があったのですが、今期から評価の中で集約しまして、勤
務姿勢と職務遂行能力、業績・実績を総合的に評価できる一つの制度として整理しております。
　まず期初において、施策目標欄に目標管理で実施してきた個別目標課題をウエートの高いも
のから順に５項目程度記入し、目標達成の課題、難易度についても簡潔に記入して評価者に提
出します。また、評価期間の終わりにつきましては、その総括を行ってもらいます。課長代理
級の方ですと５点満点で、次長・課長・主幹の方については10点満点、理事、部長、参事の方
は15点満点で評価しております。
　表で区分されている評価項目ごとに三つの着眼点を設定した評価シートによりまして、行動
頻度に着目して１項目に１～５点で付与しています。また、課長代理以上の評価につきまして
は実績について職制に応じた点数付与をしていきます。なお、評価シートにつきましては、係
員、主任、係長から部長の職制区分ごとに設定しておりますが、この職制につきましても８項
目分相当で評価することになっております。
　この項目に対して評価基準を設けているのですが、評価する項目ごとの得点は８項目の５点
満点で40点満点となっております。各評価項目につき１～５点の範囲で評価を行うわけですが、
この基準によりがたい場合は、2.5点や3.5点の評価も可能としています。
　また、評価者として評価する場合も、人材育成シートなどに特筆すべき事項として記録され
ており、その重要度、継続性などが「特によく」「よく」「あまり」「全く」と判断された場
合のみ３点以外の評価がされるものとして、基本は３点の標準としまして、３点以外の評価を
行うときは、必ず評価者は説明責任を果たすようにお願いしております。
　評価に当たりましては、職種の特性に応じた具体的態様を定めた方が納得性の高い評価につ
ながると判断できる場合は、調整部会の承認を得まして、独自に項目ごとの着眼点を定めるこ
ともしております。
　この基準に従いまして、相対評価の決定をしております。先ほどから出ている５点×８項目
の40点満点で得点を判断するわけですが、これは部内での順位を相対的につけております。す
べての職制で勤勉手当および昇給における配分率を、ＳＳが10％、Ｓが30％、Ａが60％と統一
しております。これは各部ごとにこの割合でつけております。このランクをつけまして、最終
的に本人に通知が行くようになっています。
　絶対評価の部分は、ＳＳからＡの相対評価に対して評価が一定値以下の場合、Ａより下位の
評価としております。例えば、評価得点が40点満点中20点未満の場合はＢランクとしておりま
す。その他Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆランクは、総合評価の結果とは関係ないのですが、処分や欠勤等の
事由により決定します。人事担当課より該当者にあらためて通知をし直します。また、処分等
の事由が複数ある場合は低いランクを採用していきます。
　なお、対象期間につきまして、勤勉手当は期末勤勉手当支給基準日、昇給に関しては昇給日
の前日までとします。また、評価対象期間のすべてが育児休業や病気休暇等の事由により勤務
できなかった全休者につきましては、総合評価制度による評価は行わないのですが、評価ラン
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クの取り扱いについては、その職員の職制におけるＡランクと同等としております。

４．総合評価ランクの反映
　勤勉手当、昇給への具体的な反映内容を表にまとめております。勤勉手当への反映は、各職
制の半期ごとの成績率は表のとおりとなっております。管理職員では評価良好のＡで＊覆面＊
月を基本としまして、評価の上限は＊覆面＊月、懲戒処分等の下限が＊覆面＊月となっており
ます。係員から係長では試行期間中なのですが、Ｂ以上を一律に＊覆面＊月となっております。
Ｃ以下の評価につきましては、自己責任の処分に限りまして対象期間は基準日、６月１日、12
月１日以前６月以内の期間にこれらに該当する処分がありましたらＣ～Ｆのランクとして取り
扱います。
　昇給への反映も下に記載しておりますが、評価ランクにつきましては、今回は通年評価とな
るわけなのですが、通年の昇給要求数の表を張り付けております。課長代理としましては、評
価良好のＡにつきましては通年＊覆面＊号給としております。課長クラス以上では通年＊覆面
＊号給になっております。また、55歳以上の高齢対応なのですが、その半分の号給にしており
ます。評価の上限が課長代理で＊覆面＊号給、課長クラス以上では＊覆面＊号給となっており
まして、下限は昇給なしとなっております。55歳未満の係員から係長では試行期間中はＢ以上
一律的に＊覆面＊号給にしております。また、まだ本格導入はされていないのですが、本格導
入後の予定昇給号給数として括弧内の数字でいく予定になっております。
　病気休暇等の事由により各年の１月１日から12月31日の期間に６分の１以上の勤務実績がな
い場合は、評価ランクには関係なく通年で＊覆面＊号給の昇給号級数となります。また、２分
の１以上の勤務実績がない場合は昇給なしとなります。病気休暇等につきましては、評価制度
とは切り離した形で昇給号級数について決定することとなっております。

５．年間スケジュール
　今まで半期ごとに評価をしていたわけですが、この後期から通年評価として見直しをかけて
います。４月１日から５月中旬ごろに取り組み姿勢を書いてもらい、評価者の方は取り組み姿
勢や施策目標の進捗状況を確認し、アドバイスを送ってもらいます。２月中旬ごろにそれに対
する自己評価を行いまして、下旬から面談を実施します。３月上旬に二次評価者と共有し、そ
の後、調整部会を開いてランクの調整をしまして、３月末に各人に通知するというスケジュー
ルになっています。
　駆け足で説明させていただきました。枚方市の方ではこういった事例です。どうもありがと
うございました。
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「寝屋川市の人事評価制度について」

講師　幸　西　大　輔　氏　　　　　　　　　　
（寝屋川市総務部人事室副係長）

１．寝屋川市の人事評価制度の概要
寝屋川市の人事評価制度は、『課長代理以上の人事評価制度』と、『係長から一般職までの
人事評価制度』の大きく二つに分かれております。『課長代理以上』は平成13年度から実施し、
『係長以下』は平成18年度から試行実施しております。
『係長以下』については、現時点では制度が確立されておらず、本格実施に向けて検討して
いるところですので、今日は『課長代理以上の人事評価制度』を中心にお話をさせていただきます。
『課長代理以上の人事評価制度』については、「『頑張れば報われる』職場環境づくり」
「人事評価に対する公平・公正さの向上」「管理監督者および職員の資質の向上」の三つを主
な目的としております。
まず、評価の対象者についてご説明させていただきたいと思います。
評価の対象者は、４段階の職位に分かれております。平成20年度の対象者数の内訳は、部長
以上の職務として理事・部長が28名で、以下職位の順に言いますと､部長を補佐する職務とし
て次長29名、課長の職務として課長77名、課長を補佐する職務として課長代理32名の合計166
名です。
寝屋川市の平成20年４月１日時点の正職員数は1,604名となっておりますので、全体の約１
割の職員を対象としていることになります。

２．評価の種類・項目等
寝屋川市の『課長代理以上の人事評価制度』の特徴として、360度評価のシステムがありま
す。この360度評価は、先ほどの対象者のうち、理事・部長28名を対象に行っています。
360度評価とは、四種類から成り立っている評価のことを言います。まず上司による評価、
いわば上からの評価、部下からの評価、いわば下からの評価、同格者の理事・部長同士で行う
評価、いわば横からの評価、もう一つが行財政改革に対する取り組みを評価する自治経営評価、
いわば斜めからの評価があります。これらによってそれぞれ異なる方向から評価を行うことか
ら、360度評価と称しております。
それでは評価内容ごとに一種類ずつ説明をしていきます。
第一に上司による評価ですが、これは①能力・意欲評価、②成果評価の二つの評価に分けら
れます。
まずは①能力・意欲評価について説明させていただきます【上司による評価（能力・意欲評
価）シート参照】が、能力・意欲評価は、アピール、アクション、チャレンジという分野に分
けられます。
アピールという分野は、相手に対する説明責任が果たせているか、自分の存在が見えるよう
にしているかといったことの評価です。
アクションは、最も一般的な人事評価の項目ではあると思うのですが、能力をどこまで有し
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ているかということではなく、能力をどのように行動に生かしているかを評価するものです。
チャレンジは、いかに積極的に行動をしているか、挑戦意識を持っているかを評価するとい
うものです。これらの評価を能力・意欲評価としています。
次に、②成果評価についてご説明します【上司による評価（成果評価）シート参照】。
成果評価とは目標管理についての評価なのですが、被評価者がその年度に取り組む課題目標
と人材育成目標を年度当初に設定します。
まず課題目標については、設定しやすいように限られた項目の中から目標を設定するように
なっています。項目とは市政運営方針、総合計画、議会答弁、仕事のチャレンジ（行政評価）、
行財政改革の実施計画、その他でありまして、これら６項目から、何を、いつまでに、どのよ
うにするかという目標を、最大二つまで設定することができるようになっております。
その設定した目標に対して、評価者が重点度と難易度を設定します。重点度は、一つしか目
標を立てていない場合は、その目標の重点度は自動的に100％になります。二つある場合には、
合わせて100％となるように設定します。例えば、一つの重点度を60％と設定すると、もう一
つの目標の重点度は必ず40％になります。
難易度は、その目標が「非常に困難である」の1.2を最高として、以下「困難である」1.1、
「普通である」1.0、「簡単である」0.9、「非常に簡単である」0.8までの５段階から選択する
ことができるようになっています。
年度当初にはここまで設定し、その設定した目標に対して、どれだけできたか、期限の遅れ
はなかったか、どれだけの効果があったか、被評価者本人が成果を記入します。その成果に対
して一次評価者、二次評価者のそれぞれが、達成度（貢献度）を５段階で決定します。
そして最終的に、重点度×難易度×達成度により得点を算定します。これが課題目標の設定
方法、評価方法です。
次に、人材育成目標についてですが、これも年度当初に人材育成の目標を最大二つまで設定
しまして、その達成度を、「実施しかなり効果があった」と書いてある15点から、「実施しな
かった」という０点までの４段階で評価していきます。以上が上司による評価の能力・意欲評
価、成果評価となっています。
　続きまして、部下による評価について説明させていただきます【部下による評価シート参
照】。評価項目は上司による評価の能力・意欲評価とほぼ同じですが、一部について、部下が
評価できる項目に設定しなおしています。
評価シートには、評価者の名前を書く欄が二つありますが、評価の欄は一つしか設けていま
せん。なぜかと言いますと、部下による評価は、直近の部下２名が共同で評価をするというこ
とにしているからです。これによって部下１人ずつが評価した場合に起こりうる評価の偏りや、
個人による恣意的な評価をなくすことを目的としております。ちなみに、本市の評価制度につ
いては、被評価者本人にも自身の評価者が誰であるかを公表しています。
続きまして、同格者による評価について説明します【同格者による評価シート参照】。
これは理事・部長のみを対象にしている評価ですが、理事・部長28人が相互に評価をする、
要するに１人の理事・部長がほかの27人全員を評価する、逆に言うとその27人から１人の理
事・部長が評価をされるというものです。この評価を実施することによって、部長同士が互い
の職務に関心や理解を示すことによって、職員単位でのいわゆる縦割り行政を解消し、横断的
なコミュニケーションの充実を図っていくことを目的としております。
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続きまして、自治経営評価について説明させていただきます【自治経営評価シート参照】。
これは行財政改革に対する取組姿勢についての評価であり、理事・部長のみが評価の対象と
なっています。人事評価制度を導入した平成13年度当初、本市には自治経営推進室という部署
がありました。当時、民間企業で支社長クラスまで勤めた経験を持つ者を自治経営推進室長
（非常勤職員）として任用し、その自治経営推進室長が民間企業の経営感覚、視点に基づく評
価を行うことを目的として導入しました。現在は、この職員が任用期間の満了に伴い退職して
おりまして、行財政改革担当の副市長がそれを引き継いで評価をしています。評価項目につい
ては評価シートに記載しているとおりです。
以上が評価内容、評価項目となっています。
続いて評価の点数配分についてですが、評価内容、評価項目が理事・部長の場合と次長から
課長代理までで異なっておりますので、点数配分も異なります。
理事・部長については、上司による評価が600点満点、部下による評価が150点満点、同格者、
自治経営評価がそれぞれ100点満点、調整点50点、合わせて1,000点満点です。
次長から課長代理については、上司からの評価と部下からの評価しかありませんので、上司
からの評価600点、部下からの評価100点満点、合わせて700点満点ですが、950点満点に換算し
て、プラス調整点50点の、合計1,000点と換算しています。

３．給与への反映
こうして算定した評価結果につきましては、定期人事異動における昇任昇格、翌年度６月・
12月の勤勉手当に反映をすることとしています。適用者割合は４段階の職位ごとに必ずＳ
（５％）、Ａ（25％）、Ｂ（55％）、Ｃ（10％）、Ｄ（５％）の割合でランク付けをします。
したがって、理事・部長でＳ～Ｄ、次長でＳ～Ｄ、課長でＳ～Ｄ、課長代理でＳ～Ｄと、必ず
どの職位の者にも割合に応じてＳランクの者からＤランクの者までがいることになります。参
考までに、ＳランクとＤランクの金額の差は年間約25万円となっています。

４．今後の課題等
今後の見直し課題としては、まず昇給への反映です。人事評価制度導入に当たって、勤勉手
当については当初から反映させましたが、昇給への反映はまだしておりません。『頑張れば報
われる』職場環境づくりのより一層の徹底のためには、いずれは反映しなければならないので
はと考えております。
それから、18年度から試行実施しております『係長から一般職までの人事評価制度』の本格
実施に向けて、客観性・納得性・公平性の観点から、どのような制度を定めれば公正な評価制
度になるかということについて今、検討しているところです。
また、本市は今年度、『分限処分の指針』を策定し、10月1日から施行しております。
指針の中には、勤務実績不良の職員に対する分限免職までの手続き等を規定しております。
これについても、人事評価制度において、例えば毎年度Ｄランクに評価される職員は、客観的
にみても「勤務実績が不良である」と看做せるのではないか、それに基づいて「分限処分の指
針」の規定に基づく勤務実績不良職員とすることができるのではないかというように、本市に
おける他の人事制度とどうやってリンクさせていくかということも、検討しています。
寝屋川市の人事評価制度の場合は、もともとシンプルで分かりやすくて特徴的なものにする
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という市長の意向があったものですから、ある程度、他団体の評価制度に比べるとシンプルな
形になっております。『係長から一般職までの人事評価制度』についても、職員一人ひとりが
理解しやすく納得できる、公正性･公平性の図れるものにしようと検討をしているところで
ございます。これで寝屋川市の人事評価制度についてのご説明を終わらせていただきます。
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― 先進事例視察報告 ―
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職員ひとり一人が作りあげる人事評価
～　長野市総務部職員課　～

視 察 日 平成20年11月20日（木）　　午後２時～午後４時まで

視 察 先

視察場所：長野市総務部職員課
住　　所：長野市大字鶴賀緑町1613番地
最 寄 駅：JR「長野駅」
対 応 者：総務部職員課　戸谷　昌秀氏　轟　貴彦氏

視 察 者
森　　浩子（大阪狭山市政策調整室人事グループ）
濵政　宏司（豊中市総務部人材育成室職員研修所）
豊福　幸市（池田市市長公室人事課）

【視察目的】
長野市の制度内容や職員向けのマニュアル等をみると、きめ細かい制度設計、職員に対す
る配慮がなされており、同市の取り組みを調査・研究することは、人事評価制度の設計、導
入、運営等あらゆる面で参考になると考え、同市を視察先として選定した。

【視察内容及び質問事項】
長野市では、市民に信頼される市役所を実現するために、まず市民に対してアンケート調
査を行った。結果、職員の能力と意欲を最大限に引き出し、組織力を高めることが必要であ
るとの課題を持ち、人事評価制度の構築及びそれを補完する制度を整備し、実施している。
この取り組みを検証するため全職員対象にアンケートを実施し、最初にとったアンケートと
比較し職員の意識の変化等について株式会社日本総合研究所石川洋一氏の指導の下、傾向分
析などを行い、職種についても全職種の着眼点を作成し、また面談にも力を入れているなど
全職員が協力し合い成功させて来た。そこで、ここまで制度を立ち上げるまでの経過、問題
点などを中心に確認を行った。

【視察結果】
まず、平成15年10月に市民に対するアンケート「長野市職員に何を期待しますか？」とい
う題で市民3,000人を対象に実施した。内容は、「職員はいっしょうけんめい職務に取り組
んでいますか」や「職員を信頼していますか」や自由記載で「職員に期待すること、こうい
う職員であってほしい」などの内容で行い、今後の人事制度改革の参考とした。その結果を
市ホームページなどで職員や市民へ公表し、「実力ある人を伸ばしてほしい」「学力だけで
なく、やる気のある人を採用してほしい」などの声があり、これをきっかけに人材育成基本
方針を作成し、人事制度をこれからどうするか検討し能力評価と業績評価の２本柱の評価視
点から構成することとなった。
能力評価は、平成17年４月から試行し、全職員を対象に、平成18年10月（評価期間は平成
18年４月～19年３月）から実施している。また、業績評価は、平成16年４月から試行してい
たが、管理職を対象に、平成19年４月から実施している。いずれの評価者も、第１次評価者
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は、直の上司であり調整評価者としてその上の上司が評価を行う。一般職の第１次評価者は
係長級、第２次評価者は主幹、課長補佐級、調整評価者は次長、課長級が行い、面談は直の
上司と行う。

評価者関係（事務、技術、保健医療技術、消防、技能）

　　　　　　評価者
 被評価者

第１次評価者 第２次評価者 調整評価者

部　長　級 副　市　長 － 市　　　長

次長・課長級 部　長　級 － 副　市　長

主幹・課長補佐級 次長・課長級 － 部　長　級

係　長　級 主幹・課長補佐級 次長・課長級 部　長　級

主査・一般職 係　長　級 主幹・課長補佐級 次長・課長級

評　価　者　関　係（保育士）

　　　　　　評価者
 被評価者

第１次評価者 第２次評価者 調整評価者

係長級（園長） 保育課長補佐 保育課長 保健福祉部長

保　育　主　任 園　　長 保育課長補佐 保育課長

主査・一般職 保育主任 園　　長 保育課長

職場面談は、組織目標の浸透などによる組織マネジメント機能や仕事に対する助言・指導
による能力開発及び人材育成を行うために実施し、昇格ごとに評価者研修や面談研修などそ
の都度職務によって評価のための研修が行われている。

職場面談の種類と面談の実施者

　　　　　　種　類
 内　容

期首面談 基準日面談 最終面談 臨時面談

実 施 者 第１次評価者 第１次評価者 第１次評価者 評価者

実施時期 ４　月 12　月 ３　月 随　時

実施目的

業績評価におけ
る目標等設定及
び再設定等

行動の振り返り
と確認、能力評
価要素及び業績
評価における目
標達成度の基準
日設定

基準日評価に変
更が必要な場合
のみ実施

OJTとして職務
遂行における助
言指導等

次に、着眼点は、職種ごとにそれぞれ細かく作成されている。職員がグループを作り、コ
ンサルタントにやらされているのではなく、自分たちの制度を納得いく制度に作りあげるた
め時間をかけて作成し、アンケートなど反省点を変更して今日に到っている。
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最後に、評価はＳＡＢＣＤと５段階で行っており、複数Ｄがある被評価者については、所
属長の面談を行い、職務支援プログラムを実施するシステムがある。職務支援プログラムは、
人事評価等の結果から、職責を十分に果たすことのできない職員に対し、職務遂行を支援す
ることで、対象者固有の課題を克服するとともに、職務遂行の状況を改善し、公務能率の維
持増進を図るためのものである。具体的には、対象者が、現在の職務遂行の状況を改善する
必要があることを自覚し、その改善のために、調整評価者が作成して行動計画に基づき実践
する。プログラムは、人事評価の評価期間を単位として、対象者固有の課題を克服するため
の第１プログラム（１年目）と職務適正を見極めるための第２プログラム（２年目）とし、
所属内で補助者（指導者）による日常的な支援を行い、職務遂行状況の改善に必要な研修を
実施する。その後、改善の判断は人事評価で行うという制度を設けており、どんな職員でも
育成していくすばらしいプログラムだと関心を持った。　

【所　　感】
今後の課題ということでお聞きしたところ、「着眼点は具体例があったほうがよい」とか
「処遇への反映をどうするか」等を職員アンケートで指摘されているようだ。しかし、管理
職をはじめ組織全体が人事評価に対する意識が強いからか、それほど大きな問題点は見受け
られなかった。
これは市民アンケートから始まり、職員へのアンケートを繰り返し実施し、職員自身に自
覚を促した結果だと考える。やはり、やらされているという気持ちがあるようなら前には進
まないと実感した。今後は、人事課だけでなく全職員を巻き込み制度構築に励みたいと長野
市の視察後感じた。
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岐 阜 市 の 人 事 考 課 制 度
～　岐阜市　行政部人事課　～

視 察 日 平成20年11月21日（金）　　午後２時～午後４時まで

視 察 先

視察場所：岐阜市行政部人事課
住　　所：岐阜市今沢町18番地
最 寄 駅：JR「岐阜駅」
対 応 者：森　　正隆氏（副主幹・行政部人事課制度グループリーダー）
　　　　　榊間　信吾氏（行政部人事課主任）

視 察 者
濵政　宏司（豊中市総務部人材育成室職員研修所）
豊福　幸市（池田市市長公室人事課）
森　　浩子（大阪狭山市政策調整室人事グループ）

【視察目的】
　視察先の人事考課制度の内容や運用に際する課題、その解決方法などを調査・研究すること
により、各々の市における人事評価制度のよりよい運用に向けた方策を検討するための参考と
するものである。
　　　
【視察内容及び質問事項】
　岐阜市では、組織目標の設定にメンバーが参画し、組織目標のメンバーへの周知が徹底され
ているほか、きめ細かい面談が実施されている。また、制度運用開始２年目には、運用上の問
題点を中心に制度の見直しを行われた。これらの取り組みの概要や制度の改正内容、評価者研
修の実施状況、目標難易度設定や評価点の水準あわせ、人事考課制度導入の成果や今後の課題
等について伺った。

【視察結果】
１．岐阜市の人事考課制度の概要について
（１）導入の経過
平成14年２月に初の民間出身市長が就任され、民間の手法を取り入れるという方針と国の
流れがうまくかみあって人事考課制度を導入することとなった。導入に際しては、民間のコ
ンサルタントをコンペで選定し、平成14年度に制度と人材育成基本方針の検討を併せて行っ
た。平成15年２月に「目標管理・人事考課研修」を実施、同年３月に「人材戦略プラン」
（人材育成基本方針）を策定し、４月から「目標管理制度」の導入と「人事考課制度」の試
行導入を行った。平成16年４月からは、「人事考課制度」を本格的に導入している。

（２）岐阜市の人事考課制度の内容
　　①　人事考課制度の特徴
　　　○　目標管理制度による業績評価…上位の職ほど業績を重視
　　　○　制度の公開性…考課項目・考課基準等の公開
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　　　○　考課項目の明確化…考課項目の定義・着眼点を明示
　　　○　客観的事実に基づく考課…「執務状況記録書」の作成
　　　○　面談等を通じた人材育成…考課結果のフィードバック
　　　○　挑戦加点主義…難易度の高い目標に挑戦
　　②　対象
　　　全職員（大学及び高等学校教員、臨時的任用職員、非常勤嘱託員等を除く。）
　　③　考課基準日
　　　毎年１回、１月１日を基準日とする。
　　④　考課体系
　　　職位に応じて職員に期待される共通の役割（「役割定義表」）を明確に理解し、これに
　　　ふさわしい職務行動について考課する。考課者体系は以下のとおり。

被考課者
考　　課　　者

第一次考課者 第二次考課者 第一次調整者 第二次調整者 最終決定者

部　　　　長 副市長 － － －
市　長次長・課長 部　長 － 行政部長 副 市 長

その他の職員 課　長 部　長 人事課長 行政部長

　　⑤　考課項目と考課基準等
　　　 考課項目は、「業績」、「能力」、「態度」に分類して行う。このうち、上位の職にな

るほど、「業績」による評価を重視する。

■業績・能力・態度評価の配分（考課率）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

職位等 業績考課 能力考課 態度考課
部　長　等 ７０ ２０ １０
次　長　等 ６５ ２５ １０
課　長　等 ６０ ３０ １０
主　　　幹 ５０ ４０ １０
副主幹・主査 ４０ ４０ ２０
副主査・主任等 ３５ ４５ ２０
主事等・主事補等 ３０ ５０ ２０

ただし、技能労務職は、職位にかかわらず以下の配分とする。

技能労務職 ２０ ３０ ５０

　　　○　業績考課（目標管理制度を活用）
　　　　・ 　考課は、年度当初に設定した個人目標の難易度と達成度を被考課者との面談で確

認し、双方の合意で確定して得点化する。（難易度×達成度×業務ウェイト＝業績
考課点）

　　　　・ 　外部要因で思うように取り組めなかった目標については、１月の考課時に目標の
達成度を１ランクあげることができる努力度加点制度を設けている。
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　　　○　能力考課・態度考課
　　　　・ 　「人事考課票」に記載されたそれぞれの考課項目、項目の定義、着眼点に留意

し、項目ごとにＳからＤの５段階で考課して得点化する。
　　　　・ 　能力考課及び態度考課にかかる考課区分そのものの結果は、被考課者本人に伝達

しない。（公開すると考課が全体的に寛容化する可能性があるため。）

２．目標設定から達成状況までの手順

２月～３月 新年度組織目標（部・課）の作成（部長・課長の目標設定面談）

４月～５月 組織目標（部・課）の確定（部長・課長の目標設定面談）
個人目標設定（個人目標設定面談）

６月～７月 個人目標難易度調整

10月 中間面談の実施

１月 考課（達成）面談の実施・考課結果の提出

３．制度の見直しについて
　運用開始２年目には、新人事制度検討委員会を設け、平成17年８月から12月に３回にわた
り、目標管理制度の運用上の問題点を中心に見直しを行った。目標管理制度については、膨大
な業務量であり事務的負担が大きい、評価は公正か、チームワークが悪くなり個人主義にな
る、目標設定について全体的なバランスが悪い、複数部署にまたがる課題や複数年にわたる課
題が抜け落ちるなどの問題点が指摘され、これらを解決するとともに、制度をさらにブラッ
シュアップさせるため、以下のとおり見直しを行った。
　⑴　 組織目標の全庁共有化
　　　 　組織目標を共有化するため、各部の目標設定が完了した時点で行政経営会議を活用し

て市長以下の各部長が組織目標を共有化することとした。
　⑵　組織目標設定確認シートの作成
　　　 　目標設定の段階で重要課題が抜け落ちないようにするとともに、組織目標を適正に作

成するため、各部長が組織目標をたてる際に「確認シート」を作成することとした。
　⑶　個人目標管理票の作成対象者の限定等
　　　 　保育士・看護師・消防職（隔日勤）・医療技術職（病院）は、個人目標が類似し、個

別に目標を設定する意義が薄いことから、各自の個人目標を設定しないこととし、「グ
ループの重点目標設定票」の中で組織目標に対する個々の役割を特定するよう様式を改
めた。また、個人目標を作成しない職場において目標を適正に進行管理するため、中間
面談時にグループリーダーが「グループの重点目標進捗確認シート」を作成し、課長が
面談記録を記入することとした。

　⑷　個人目標管理票の見直し
　　　 　定型的な業務の部署においては、大きなウエイトを占める通常業務に係る目標を「そ

の他の通常業務」欄に記入せざるを得ず、目標自体の難易度が低いものになる傾向があ
るため、個人目標管理票で「通常業務のうち改善・改革目標」（２つまで）を設定でき
るようにした。
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　⑸　研修の充実
　　　 　組織課題の形成方法や目標設定方法についての研修を充実することとした。また、研

修を受講したグループリーダーが講師となって、毎年４月に目標設定方法等の理解を深
めるための職場研修を実施することとした。

　⑹　人事考課の見直し
　　　 　マニュアルに定められた「考課項目」や「考課の定義」、「着眼点」等に対する理解

を深めるための研修を充実することとした。また、「業績考課点」は「目標管理による
業績」により決定しているため、目標管理の「個人目標管理票」を作成しないこととし
た職員にあっては、人事考課票で評価するように様式を改めた。

４．考課者研修の実施状況について

４
月

新任課長研修

人事考課制度の基本事項や考課基準、考課者の役割、執務状況
記録書のポイント、目標管理制度の考え方、個人目標管理票の
チェックポイント、目標設定にあたり注意が必要な言葉、目標
設定面談の考え方・進め方、面談のスキル等

新任グループリー
ダー研修

目標管理と人事考課制度の考え方、グループメンバーとの対話
の際の有効なスキル、目標設定ポイント、目標設定にあたり注
意が必要な言葉、グループ目標作成のポイント等

12
月

人事考課研修
（部長級・課長級）

考課基準の確認や人事考課事例研究、陥りやすい錯誤等とその
対策、理解確認小テスト、執務状況記録の活用について、部下
のやる気を引き出すような指導育成の手法（タイプ別）（部長
級）等
また、制度運用上、考課者として抱える課題・改善すべき点を
書き出す事前課題を課す等、制度見直しのための意見集約も
行っている。

２
月

目標設定研修
（部長級・課長級）

目標管理のねらい、目標管理の考え方・進め方、目標設定のポ
イント、目標設定演習、目標設定面談等

５．目標難易度設定や評価点の水準あわせの取り組みについて
　各自の個人目標管理票における難易度については、目標設定面談時に仮確定しておき、６月
から７月頃に開催する目標設定難易度調整会議を経て確定している。難易度調整会議では、難
易度の「大躍進」と「躍進」のレベルを決定する。その際、人事課がまとめた全職員の難易度
の全体分布表をもとに、「大躍進」と「躍進」で３割、「前進」で５割、「維持」で２割の分
布に調整する。
　　○ 　難易度調整会議・・部間（部長級職員）の調整。副市長及び全部長出席による会議に

て決定。
　　○　部内難易度調整会議・・部間・課間（次長以下の職員）の調整。部内の会議にて決定。

６．人事考課制度導入の成果と今後の課題について
　組織目標設定により、今年度に重点的に取り組む目標を明確化・共有化することができ、各
職員の役割や責任を明確化することができた。また、上司との面談の機会（目標設定時、中
間、評価・フィードバック時の３回）が与えられたことは大きな成果である。
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　目標管理を導入したことにより、縦割りの仕事になって組織力が低下しているのではないか
という意見もあり、制度をどのようにしていくか、いかに簡素化を図っていくかといった点を
検討しながら制度の一層の定着化を図るとともに、人事処遇への活用方法（※）の検討が課題
となっている。
　※ 　人事考課の総合結果については、ルールを決めて昇格に反映している。勤勉手当は管
理職のみ別途の勤務評定を行い、人事考課を参考にしながら反映させている。特別昇給 
（査定昇給）に関しては、評価が低い人が査定が高くなるということはないといった形で
参考にしている。

【所　　感】
制度の導入から試行を経て本格実施に至り、運用開始２年目で必要な見直しをされるなど非
常に効率的でスムーズな運用をされており、担当者の積極的な姿勢がうかがえ、制度全般に細
やかな配慮がなされていると感じた。
特に、制度の見直しにおいて検討委員会を立ち上げて課題の洗い出しをされ、その解決策を
考案して柔軟に取り組まれていることや、考課者研修の実施内容など、制度のさらなる定着に
向けての強い思いとフットワークの軽さが伺える。
人事考課を行ううえで、処遇への反映をどうするのかといった点が課題のひとつとしてある
が、岐阜市のように「業績」「能力」「態度」の総合結果で評価し、職位に応じてその割合を
変えるという手法で取り組まれていること、業績評価を管理職だけでなく全職員に実施してい
ること、そのなかでも技能労務職の取り組み方法を変えている点など、非常に興味深く、今後
の取り組み状況についても引き続き参考にさせていただきたいと考えている。
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小 田 原 市 の 人 事 評 価 制 度
～　神奈川県小田原市　～

視 察 日 平成20年10月28日（火）　　午後２時～午後３時半まで

視 察 先

視察場所：小田原市　企画部　職員課
住　　所：神奈川県小田原市萩窪300番地
最 寄 駅：JR「小田原駅」
対 応 者：杉山　博之　氏（企画部　職員課　課長補佐）

視 察 者

豊留　利永（四條畷市総務部人事課）
伊藤　　健（八尾市総務部人事課）
堅木　康弘（柏原市総務部人事課）
石原幸一郎（摂津市市長公室人事課）

【視察目的】
　小田原市の人事評価制度は、職員の納得性や公平性が高く、また、人材育成に結びつける人
事評価制度を目指して平成18年度より新たな人事評価制度を実施している。今回、同市の公平
性を高めるための取り組みや人材育成に結びつけるための取り組みを学ぶ。

【視察内容及び質問事項】
　小田原市の新たな人事評価制度については、５つの特徴がある。評価要素は、業績・態度・
能力により評価し、職階により評価要素や、ウエイトが異なる仕組みとなっている。部下を正
しく評価するために「指導観察記録」を作成し、また、職員個々の育成ややりがいを高めるこ
とを目的に、中間面談時に「キャリア開発シート」の作成を上司・部下が協力して取りまとめ
ている。
　質問事項は、評価者間の調整方法、評価結果のフィードバックに対する支援、キャリア開発
シートの活用事例、評価者・被評価者研修、評価結果の活用方法、運用時の留意点などである。

【視察結果】
１．導入の経過
　小田原市では、面談制度を活用した勤務評価制度を実施し、給与や人事に反映していたが、
市民の期待やニーズに応えるため、組織としての能力を最大に発揮していかなければならない
ということから新しい人事評価制度の導入が必要となった。平成16年度に人事評価制度策定検
討会議を設置し、平成17年度の試行期間を経て、平成18年度から新たな人事評価制度を導入し
た。人事評価の内容は、評価結果を本人に示して人材育成に結びつける育成面接等を盛り込ん
だ職員の納得性や公平性が高く、また、今まで以上に「流した汗が報われる」、「能力開発
型」の人事評価となっている。

２．人事評価制度の特徴
　小田原市の人事評価制度は、⑴能力開発型評価⑵客観的評価⑶基準に基づく絶対評価⑷創意
工夫・チャレンジ追求型評価⑸市民（顧客）志向型評価の５つの特徴がある。
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　⑴　能力開発型評価　
　　 　人事評価の手引書を庁内LANで公開しており、どういうルールで自分が評価されてい
るかがわかるようになっている。それと人材育成に向けて評価結果を本人にフィードバッ
クし、一人ひとりの能力を高めることを目的としている。また、「キャリア開発制度」を
導入し、今後の能力開発をどうしていくか、10年後20年後の自分をどう目指していくか等、
上司と部下とのコミュニケーションを活発かさせ、職務や自己のキャリアの満足度の向上
を図っている。

　⑵　客観的評価　
　　 　主観にとらわれず、能力や実績を客観的に評価するため、態度評価基準や能力評価基準
が明確に示されている。また、管理職は結果責任を問われることから業績評価に重点を置
く一方で、下位の職階は育成・開発期にあると考え日常の職務活動プロセスに重点を置く
など、職階によって評価要素が異なっており、同じ評価要素を用いて評価しても評価のウ
エイトを異なるようにしている。

　⑶　基準に基づく絶対評価　
　　 　評価者は、「指導観察記録」に好ましい行動や問題があった行動を記載し、その事実を
評価の領域別（業績・態度・能力）の基準に照らして評価する絶対評価となっている。し
かし、勤勉手当は予算の関係上、支給率の分布率（A評価は全体の５％以内等）が決めら
れているため、最終的には相対評価になっている。また、評価者間の評価のブレをなくす
ために、評価の段階を10段階から５段階に縮小するなど改善を図っている。

　⑷　創意工夫・チャレンジ追求型評価　
　　 　積極果敢に挑戦した姿勢や仕事の質を高く評価するために、態度評価項目に「挑戦・工
夫」の要素を取り入れている。また、年度当初に、上司と部下が面談の上で年度内におけ
る職務の達成目標を設定し「個人別目標実行計画表」を作成し年度内に３回、その実施状
況について面談を行い、目標達成度については、業績評価を行う参考にいている。

　⑸　市民（顧客）志向型評価　
　　 　市民が主役のまちづくりを目指すためには、市民の目線で職務に取組むことが必要であ
り、市民の目線により職務を遂行した姿勢や実績についても評価するため、態度評価項目
に「市民志向」の要素を取り入れている。

３．小田原市の人事評価制度について
　人事評価の概要としては、評価基準日は10月１日と２月１日とし、これに基づいて年１回１
月に査定昇給を行っている。評価調整は概ね３段階で１人の職員を評価している。
　人事評価は業績評価（個人別目標実行計画表の仕事の量・仕事の質）・態度評価（規律・責
任・協調・挑戦・コスト意識・経営感覚・市民志向）・能力評価（一般職：知識技術・理解分
析・応対表現・訪客、管理職：知識技術・企画調整・決断・渉外・指導育成・管理統率）の３
つの区分で実施し、それぞれの区分の評価要素を５段階で評価する。その時、職階ごとに評価
要素や評価のウエイトを定め、評価点数を設けているところが特徴である。評価要素別に評価
した後、それぞれの評価点を合計して総合点（100点満点）を出し、「総合評価の基準」に基
づいて、「Ａ」から「Ｅ」までの総合評価をしている。
　この総合評価は、育成面接時に被評価者にフィードバックされる。この育成面接で総合評価
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を基に、評価や職務の遂行結果について評価者と被評価者がともに考え相互にフィードバック
した結果に至る原因について分析・反省することにより、以後の業務改善や研修・自己啓発の
プランづくりなど人材育成に活かしている。
　また、「昇格、昇給及び勤勉手当支給率の運用基準」を設け、処遇面にも反映をしている。
　昇格は、昇格判定年度の10月評価を最終とする過去６回の評価結果がすべてＣ以上である者
を昇格させることとしている。この場合において、過去６回の評価結果がすべてＢ以上で、か
つ、Ａが４回以上である者は、それぞれの職に係る経験年数、在職年数及び在級年数を1年短
縮するなど早期昇格制度も設けている。
　昇給は、前年度の２月評価と当年度の10月評価を参考とし、Ａ評価は８号給、Ｂ評価は６号
給などの昇給幅を決定している。勤勉手当は、12月期は10月評価を、６月期は前年度の２月評
価を参考とし、A評価はC評価のプラス100分の20、Ｂ評価はプラス100分の10などの支給率に
反映させている。
　勤勉手当については、勤務評価制度の時から反映しており、特に問題はないようだが、昇給
については、Ａ評価が続くと給料表を飛び出してしまう可能性があり、昇給幅を縮めることや、
何年で何号給昇給した場合は、昇給をストップするなどの検討をしている。また、分布率を
Ａ・Ｂ評価合わせて20％以内と各部局ごとに設定しているため、部局によっては優秀でもＡ・
Ｂ評価にならないことがあり、同期でも部局によってかなり差がついてくることが懸念されて
いる。
　人事評価の精度を高めるために、人事評価の手引書を作成し、評価者に配付している。それ
と、毎年、全管理監督者に評価者の役割と使命、評価に当たって留意すべきポイントや、行動
をどの評価要素で評価するのかなどのワーク形式で研修を行っている。また、人事評価で重要
な育成面接については、手引書の中で、育成面接の目的から効果的な面接方法、進め方、留意
点など事細かく示されている。被評価者については、庁内LANで人事評価の手引書が閲覧す
ることができ、また、評価者が育成面接時に人事評価の目的・方法を被評価者に理解してもら
う時間を設けるなど人事評価制度の理解を深められるよう努めている。
　
４．キャリア開発制度について
　人事評価制度とあわせて、一層の公平さ及び個人の能力開発、組織の活性化、職場モラール
の向上等を可能にするために、従前の自己申告制度を見直し、平成18年度から「キャリア開発
制度」を実施している。本人記入用キャリア開発シートには、現在の職務内容、職務について
感じていること、人事異動の希望の有無、昇任に関する希望、３年から５年後に担当してみた
い職務内容や、自己啓発についての記入欄があり、上司記入用キャリア開発シートには、今後
１年間に取り組ませたい職務・課題・テーマや能力開発の指導ポイント、本人の能力・性格・
意欲から見た場合の現職の適性度合い、異動の所見などがある。それらを通じ、上司と部下が
面談の上、今後の能力開発の方向性、人事異動の考え方等をまとめ、部下が自分自身を活かせ
る場所で生き生き働くことや、自らの責任で知識や能力を身に付け、上司は、そのことを的確
に把握し、部下の育成を進めると共に仕事へのやりがいを高めることが可能となり、組織の活
性化を図っている。
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【所　　感】
　以前から、面談制度を活用した勤務評価制度を実施し、給与や人事に反映していたことや、
力強いトップダウンにより人事評価制度の導入はスムーズであったようである。また、給与に
反映されているものの、複雑な評価制度でなく、手引書を作成し、庁内LANで全職員が閲覧
でき共通の認識をもつことが可能となっている。人事評価に不可欠な面談、評価結果のフィー
ドバックが行われており、「個人別目標実行計画表」や「キャリア開発シート」の導入で、よ
り人材育成に力点を置いた人事管理制度の構築がなされていると感じた。ただ、人事評価制度
導入後、２年しか経過しておらず、今後、給与に格差が生じてきた時に制度の不満・不信感が
でてくるのではと危惧されているようである。
　しかし、人事評価制度にこれで完璧というものはないという人事担当者の思いから、いろい
ろな制度を取り入れ、現状に満足せず、更によりよい人事評価制度を構築していこうとしてい
る前向な強い意志を感じた。
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横 須 賀 市 の 人 事 評 価 制 度
～　横須賀市　総務部人事課　～

視 察 日 平成20年10月29日（水）　　午前10時～正午まで

視 察 先

視察場所：神奈川県横須賀市
住　　所：神奈川県横須賀市小川町11番地
最 寄 駅：京浜急行横須賀中央駅
対 応 者：辰沢　修司　氏（総務部人事課）
　　　　　吉川　卓亨　氏（総務部人事課）

視 察 者

石原幸一郎（摂津市市長公室人事課）
伊東　　健（八尾市総務部人事課）
堅木　康弘（柏原市総務部人事課）
豊留　利永（四條畷市総務部人事課）

【視察目的】
　平成18年度から人事評価制度だけでなく、等級制度、給与制度、研修制度及びその他関連す
る人事諸制度を抜本的に見直した人事制度改革を導入の経緯から制度運用状況を調査する。

【視察内容及び質問事項】
　①　人事評価制度導入の経緯
　②　導入にあたっての職員組合との協議
　③　導入時の取組み
　④　制度の変遷
　⑤　研修制度
　⑥　評価結果の活用方法

【視察結果】
　①　人事評価制度導入の経緯
　　 　平成18年度から財政状況の悪化や職員の意欲（やる気）と能力を最大限に引き出し、よ
り質の高い行政サービスを提供し、行政に対する市民満足度の向上を実現することを目的
に人事評価制度などの人事諸制度を構築した。

　②　導入にあたっての職員組合との協議
　　 　職員組合は導入にあたっての反対はなく、一部の高年齢層職員からの反対意見のみであ
り、円滑な導入が図れた。

　③　導入時の取組み

平成16年度
　　ⅰ　人事制度改革担当課長１名、係長級２名の特命職員を配置
　　ⅱ　プロジェクトチーム設置
　　　 　人事課が制度を構築し職員に対して適用する手法では、職員の納得感は高まらないと

の考えから若手の課長級職員（16名）、管理職ではない職員を対象に公募による職員
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（25名）で構成されたプロジェクトチームを設置
　　　　 　公募職員が原案を作成し、課長級職員がその原案を審議し、最終原案を構築
　　　　 　人事課担当者からは、この時のプロジェクトチームの職員が、評価制度等の定着化

に大きく寄与しているとのこと。
　　　ⅲ　職員アンケートの実施
　　　　 　人事制度に関するアンケートを職員主体で築き上げる人事制度改革の方向性を導き

出すために、職員の意識・思い把握する目的で実施
　　　　 　実施方法は、庁内イントラネット上のWeb形式により、消防職員、現業職員、市

民病院の医療技術員等を除いた全職員を対象とし、アンケート項目数は26項目にわ
たり、職員の仕事観や給与制度などについてアンケートを実施している。回答率は
64.1％

　　　ⅳ　市民アンケートの実施
　　　　 　新しい人事制度の仕組みづくりの参考とするために、市民の職員の働きぶりに対す

る意識や職員に期待する行動などを把握することを目的で実施
　　　　 　実施方法は、郵送による送付・回答により無作為抽出した18歳以上の市民2,000人を

対象とし、アンケート内容は公平性や専門性などの能力的な項目と、市職員として必
要な能力の上位５つを把握する内容で市民アンケートを実施している。回答率30.7％

　　　ⅴ　職務調査
　　　　 　業務分担表から主たる業務を抽出し、その業務の遂行にはどのような能力が必要な

のかを調査
　　　　 　消防職員、現業職員、市民病院の医療技術員等を除いた全職員を対象とし、職階ご

との求められる能力を調査している。調査項目数は８項目にわたり、フレキシビリ
ティや協働などについて調査を実施している。

　　　　 　主な調査結果は、職階が上がるほど、求められる能力のレベルは高くなる結果とな
り、今後、評価基準を設計するにあたり、職階ごとに違う評価項目・評価基準を作成
することができる資料となる。

平成17年度
　　　ⅰ　人事制度説明会の実施
　　　　　第１回（４月）に全18回にわたり実施、評価制度（ハンドブック配布）を説明
　　　　　第２回（12月～１月）全32回にわたり実施
　　　ⅱ　コンサルタント
　　　　　全23回にわたり打合せ
　　　　　主な業務に評価者研修、アンケート業務、人事制度ハンドブックの作成業務
　　　ⅲ　評価者研修等（職員の意識啓発）
　　　　　ア　評価者研修
　　　　　 　第１回（５月）と第２回（10月）に全13回にわたり実施、研修内容については次

のとおり
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職　　階 研 修 内 容

部長級・課長級
・評価制度についての講義
・ 事前課題を基に評価の目線合わせなどをグループワーク形式、演習形
式で実施

主 　 査 　 級 ・評価制度についての講義

　　　　　イ　人事制度に関する意見交換会
　　　　　 　全34回（12月～１月）にわたり、本庁舎の課長級（各部等ごとに３名～５名のグ

ループ）と人事制度に関して意見交換を行う。
　　　　　ウ　人事制度研修会
　　　　　　課長級以上の職員を対象にコーチング研修を実施
　　　ⅳ　制度メンテナンス作業
　　　　　ア　目標管理の目標チェック面談
　　　　　　 　８月に部長級職員を対象に目標設定についての質疑応答、各部から提出された

目標管理シートについての人事制度担当からの確認
　　　　　イ　仮評価実施に関するアンケート
　　　　　　　10月に庁内イントラネット上でのWeb形式で全職員を対象に実施、回答率22％
　　　ⅴ　職員への周知
　　　　　ア　イントラの開設・更新
　　　　　　　評価シートフォーマットや平成18年度「部の方針」「課の方針」を公開
　　　　　イ　かわら版等の発行
　　　　　　　全12回にわたり、人事制度の周知徹底を図る目的で発行
　④　人事制度の変遷
　　　ⅰ　評価制度の変更点
　　　　ア　行動評価
　　　　　・評価定義及び評価シートの変更（毎年）
　　　　　　評価が難しい、煩雑との意見からデータ化を実施し、簡素で評価の統一性を図る。
　　　　　・行動評価定義の注釈作成
　　　　　　評価するにあたり、行動頻度の状態を明記することで、評価の統一性を図る。
　　　　イ　目標管理
　　　　　・課長級職員の目標設定ルールの制定
　　　　　・ 目標設定のルールがなかったため、課間においてバラツキが生じていたことから、

次のとおり制定することにより、全庁的に統一した目標設定が可能となった。
　　　　　　　　課の設置目的に関する目標
　　　　　　　　プラン掲載事業に関する目標
　　　　　　　　課のマネジメントに関する目標
　　　　　　　　接遇に関すること（市民アンケートに基づく）
　　　ⅱ　研修制度における変更点
　　　　 　業務スケジュール等により受講が困難であるとの意見から平成19年度から年度当初
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に研修スケジュールを明示し、一括申込制度に変更することで受講状況が向上
　　⑤　研修制度
　　　 　人材育成基本方針の各職階に求める能力を定義しており、その能力は能力・行動評価

の評価項目にリンクしている。職階ごとに必要な研修として、必修、選択及び昇任に必
要な資格の研修を提示し、受講していく必要性を説いている。

　　⑥　評価結果の活用方法
　　　 　全ての昇任・昇格において、その基準を公表し、人事評価の結果を活用している。
　　　 　ただし、一定の資格要件（昇任・昇格資格：昇任資格研修を受講済等）を満たした職

員について、当該職員の評価結果を次のとおり定められた基準（昇任・昇格基準）に照
らし、その基準を上回れば、昇任・昇格することができるとしている。

職　　　階 昇任・昇格基準

１級 行動評価等において、一定の評価を得ていること

２級（担当者）から5級（上席主査） 直近４年のうち、評価の高い３年分の行動評価の
平均値が定められた基準を上回っているなど

６級（課長級）以上 行動評価（７級以上は目標管理を含む）において
一定の評価を得た上での総合的な判断

【所　　感】
　視察中は、驚きの連続であった。
　平成18年度給与構造改革を人事制度全般にわたり改革を実行された人事課職員の仕事ぶり
に頭が下がる思いと、人事制度の定着化に向け取組み内容の質の高さと量の多さに圧倒され
た。
　コンサルタントのサポートがあったとしても、職員・市民アンケート、職務調査を実施さ
れ、その結果を評価制度構築にフィードバックするとともに、職員との意見交換により制度構
築又は制度修正に活かしていくなど職員の声を聞きながら制度構築・運用がなされている。ま
た、制度の定着化を図る目的により、かわら版を発行するなど、人事課から絶えず発信してい
く姿勢など、制度改革に向け柔軟に、かつ、丁寧に実行されている。
　「地方公務員月報」（総務省自治行政局公務課編）の記事に従前の「呼び付ける人事課」か
ら「足を運ぶ人事課」への変化を感じた職員の感想があったが、横須賀市の人事課自身が変革
したとの感想を持ち、見習わなければと感じた。
　さて、本視察で実践していきたい事例は、評価制度の定着化及び職員の意識改革を図る目的
で、かわら版の発行に取り組んでみたい。人事評価研修・説明会を実施しても、単発感を否め
ず、継続的に発行していくことと、いつでも職員が読み返すことできるため、効果は高いと考
える。
　最後に、この場をお借りして、横須賀市総務部人事課の辰沢修司氏、吉川卓亨氏に大変丁寧
な視察資料の作成や視察当日に両氏の貴重なお時間を頂戴しましたことを厚く御礼を申し上げ
たい。



169おおさか市町村職員研修研究センター

第２章　　先進事例視察報告

第
１
章

目　

次

第
２
章

第
３
章

参
考
資
料

メリーチョコレートカムパニーの人事評価制度
～株式会社メリーチョコレートカムパニー　人事部　～

視 察 日 平成20年10月29日（水）　　午後３時～午後５時まで

視 察 先

視察場所：株式会社メリーチョコレートカムパニー　人事部
住　　所：東京都大田区大森西７－1－14
最 寄 駅：JR 蒲田駅東口
対 応 者：人事部　小田　美代子氏

視 察 者

石原幸一郎（摂津市市長公室人事課）
豊留　利永（四條畷市総務部人事課）
伊東　　健（八尾市総務部人事課）
堅木　康弘（柏原市総務部人事課）

【視察目的】
視察先は、従業員数740名であり、1950年の創業以来、年功序列と終身雇用の「家族的経
営」を実践している。長期的視野に立った人材教育を重視し、年齢に功績を加味した本当の意
味での「年功序列」を念頭においた評価制度であり、この制度を調査することによって、今後
の人事評価制度を運用する際の参考とするため。

【視察内容及び質問事項】
人事制度の概略は職能資格制度をベースとする年功的な体系（１～10等級）であるが、年１
回、成績業績によって昇給号数が決定するとともに、年２回の賞与にも反映される。評価方法
は毎月次の評価をベースにして行われる。「月次評価」の最大の狙いは上司と部下のコミュニ
ケーションを促すこととしているが、実際どのようにコミュニケーションが図られているのか、
また、どのように社員に制度を浸透させているのか、制度導入に伴うコスト等も調査する。さ
らに、社員の評価制度への不満や運用面での困難な部分など人事担当者の生の声を聞くことも
期待していた。

【視察結果】
目標管理による人事評価を数十年に渡って導入していたが、その目標自体が１年の間に随分
変更を余儀なくされたり、曖昧になっていったり、中には忘れてしまい日々の業務に忙殺され
るという欠陥が見え始めた。このような組織的な沈滞ムードを打破しようと人事部は、思い
切って目標管理の評価シートをシンプルなものに改めた。
それが、「月次面談」である。導入の背景には、上司と部下のコミュニケーション不足から
生まれる組織の業績不振があるし、目標管理による人事評価への社員全体の不信感もあったよ
うだ。人が人を評価する以上、100％の制度は不可能だとしながらも、評価が決まっていく過
程で随時、互いの認識を共通のものに近づけていこうとする明確な目的がこの「月次面談」に
はある。評価への不安は必ず不満に変わるのであれば、毎月話し合う機会を無理矢理にでもつ
くればいい、という実にシンプルな哲学がここにはある。
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毎月面談し、評価を記入しなければいけないもので、それを人事部へ提出するのだから、評
価シート自体は至って単純なＡ４一枚であった。所属長によっては面談を実施しない場合もあ
るというが、あまりにも頻繁にそのような状態が続くならば降格という処分が待っている。人
事が取りまとめるこれらのデータの管理は全て自社開発であり、導入コストはかかっていない。
人事は毎月のこれらの評価を詳細に見ることで、自己評価との開きについて、あるいは前月
との評価の開きについて評価者の見解を聴取し、微調整を行う場合もあるそうだ。
というのも、そのような成績や業績が賞与や昇給に反映するとはいっても、企業収益が上が
らなければ原資がないため、いくら成績優秀であってもお金にはならない。
原資を確保して、業績を上げた社員にお金に還元するためには、業績を上げない社員への
“できない”ことへの指摘を丁寧に行う必要があるわけだ。ここで、「月次面談」は有効に作
用するようになる。
このように書くと、利益の再配分のために人事評価が使用されているようにとられるかもし
れないが、代表取締役社長　山田 政彦氏には一つの信念がある。それは、「終身雇用は貫く。
月々の賃金はいじらない。社員の生活があるから。成績や業績は、昇給や勤勉手当にしか反映
しない。」というものである。これが「家族的経営」という実践に直結している。この辺りは
民間企業であっても、かなり自治体に近い感覚があると思われる。
導入当初には、「月次面談」にアレルギーを示していた社員も多かったそうだが、旗振り役
としての社長の理念が社員に浸透していて、今では「月次面談」自体はむしろ好評の声が多い
そうである。
好評への人事の分析は、「何歳になっても人はほめられたいものだ」という人間の成長欲求
をくすぐることが面談には隠されていると見ている。また、コミュニケーション不足を解消す
ることへの狙いが当初にはあったが、長期的な視野での人材育成を考えた場合に「人に教える
ことが組織が続いていくこと」だという「月次面談」の究極の目標があることも気づいたそう
である。逆説的にいえば、「人にものを教えられない人は不要だ」ということになるが、「月
次面談」を通して社員の意識は格段に上昇したようだとも言い、人材育成にかなり有効なツー
ルのひとつだと今では考えているということであった。
このような「人にものを教える」という態度は、新入社員教育から既に始まっていて、「ブ
ラザー・シスター教育」やその一貫である「交換ノート」（時々、社長からのメッセージが
入ったりもする！）が挙げられるが、その新入社員が入ってすぐにやらなければいけない大仕
事が就職説明会である「トップセミナー」の運営なのだそうだ。新入社員は、すでに次代の社
員に説明することを担わされているというわけだ。このような徹底した「人にものを教える」
という方針は、「月次面談」の運用に見事に結実しているといえる。
民間企業の「人事評価」といえば営業成績やノルマばかりが重視されている傾向があり、確
かにそのような面もあるのだが、「家族的経営」を柱にした「メリー的人事評価」の手法は、
その運用方法において参考にすべき点が多々あった。

【所　　感】
自治体の人事担当者と話すことは多いものの、民間企業の人事担当者と話す機会というのは
実に貴重なものであった。「人事は目立ってはいけない。制度や運用は考えるが、旗振り役は
会長や社長である。」といった制度導入に伴うストレートな言葉や「できることは全て自力で
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しないと、ノウハウが外部に流出してしまいます。」と安易な委託方針への忠告の言葉などが
聞けて、有意義な視察だった。
人事評価はもちろん、就職説明会から始まり、採用面接・新入社員教育、新入社員との懇親
会の様子や普段の人事課の業務遂行状況などを詳細に懇切丁寧に話していただいた。
特に印象に残ったのは、「人事こそ現場を知らなければ、人事評価の細かい微調整はできな
いですよ。」と言われたことであった。企業にも、製造から商品管理・開発・営業・店舗・労
務管理部門などさまざまな業種があり、これらの各部門が納得する制度というのは導入してか
らさまざまな変遷を経ていることを教えられた。
評価制度のあれこれは運用してから常に改革していくことが求められているということだが、
人事評価が人材育成のツールだということを見事に実践している会社だと納得できた。
なんといっても「人材育成の規範」の石碑が会社の正面玄関横で私達を迎えてくれたのには
驚いた。その石碑には「やってみせ　言って聞かせて　させて見せ　ほめてやらねば　人は動
かじ」という山本五十六の名言が刻みこまれていた。メリーを訪れる人は必ずこの碑文を目に
して、この会社が目指している精神的な柱を納得することであろう。「メリーチョコレートマ
ナー向上テキスト」中の携帯電話に関するマナーの項では、「メリーの社員として恥ずかしく
ない行動をとりましょう。」という目標を掲げ、社外での行動についても言及していた。これ
は、この組織に属しているという愛着と誇りを持とう、それを汚さずに守っていこうという意
志表明であるように私には思えた。このように、長期的な視野で見据えた人材育成方針は、自
治体にもつながるものであり、参考になった。本当に感謝している。
昇給や勤勉手当への反映はともかく、自治体でも「月次面談」による業務遂行状況の確認、
そのための目標管理の導入は、決断さえすればすぐにでもできそうに思えるのだが、幻想だろ
うか？

←（株）メリーチョコレートカムパニー

　　『原邦生社長の像』に並んで
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１．はじめに
　「人事評価＝差をつけること」ではありません。
　何のための人事評価？

組織にとって、職員の間に差をつけるためだけの評価は意味がない。
人事評価の重要目的は、能力や仕事ぶりを評価して本人にフィードバックすることによっ
て職員の能力開発、人材育成に役立てるということ。

（１）人事評価制度の機能・目的
　　①　計画的な人材の育成
　　　・ 　人事評価制度は、職員が期待されている役割、遂行すべき仕事の内容について具体

的な基準を打ち出し、職員に対してあるべき方向性を示す機能を有している。
　　　・ 　職員はあるべき方向に向け努力し、至らなかった点は反省し、他者から強制される

のではなく自律的に学び新たな課題に挑戦していく「やる気」のある職員をめざすこ
ととなる。

　　　 　→　このような過程を通して、プロフェッショナルな人材を計画的に育成する。

　　②　コミュニケーションによる組織の活性化
　　　・ 　個人目標の設定、達成の方法、難易度の設定などを、上司と部下とが面談の中で決

定する。
　　　・ 　評価の途中においては、仕事の進行状況について上司と部下が話し合い、上司とし

て目標達成に向けた適切な助言を行う。
　　　・ 　最終的に、評価結果を上司は部下にフィードバックする。
　　　　 →評価プロセスの様々な局面で、上司と部下のコミュニケーションを必須の要素とす

るため、組織内でのコミュニケーションの活性化につながる。

　　③　継続的な組織業績の達成
　　　・ 　職員個人が持てる力を最大限に発揮することにより、組織としての業績を継続的に

達成する。

　　④　組織変革
　　　・ 　人事評価制度の仕組み自体や人事評価の実施課程を通じて、職員の意識改革が進

み、成長する。これにより、組織全体の文化・風土も変化し、組織自体も成長する。

（２）人事評価制度の役割
　　①　職員の「いまの状態」を知り、評価し、それに基づいて人事政策に役立てる。

　　　　　　　　　　　→「人材をより適正に配置する」
「知り、評価する」　　→「人材をより有効に活用する」
　　　　　　　　　　　→「人材をより公正に処遇する」

　人事管理上の目的を実現する役割を期待されている。
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　　②　職員の行動を変える。
　　　・ 　人事評価の評価基準は、組織の「職員にこうなってほしい」という「期待の表明」

である。
　　　　 　背景には、「こうした組織を作りたい」という考えを表明した組織経営の長期目標

に基づく「期待する職員像」がある。
　　　・ 　職員は期待する職員像をふまえた評価基準を念頭に行動するので、組織が「こう

なってほしい」という方向へ職員の行動を変える役割がある。

　　※ 　従来、①の役割ばかりが重視されてきたが、組織業績をいかにあげるか（住民サービ
スの向上をいかに図るか）という目的に照らすなら②の要素こそより重要である。その
ためには、評価基準が職員へ公開される必要がある。

　　★　育成の論理と選抜の論理
　　　人事評価には、「育成の論理」と「選抜の論理」の２つの側面があると言われる。

☆　育成の論理
　　能力や仕事ぶりを評価して、それを被評価者にフィードバックすることによって職員
　の能力開発を促すこと。
☆　選抜の論理
　　手当や昇給・昇格に差をつけて職員にインセンティブ（動機づけ）を与え、人件費を
効率的に配分　すること。

⇩
「育成の論理」が人事評価制度の重要な部分。
 「選抜の論理」も結局は、選抜することが、個々の職員のインセンティブを刺激
し、それが組織効率をあげることにつながるということが根拠となっている。

（３）人事評価を制度化する意味
　　①　従来の評価
　　　 　人事評価制度を導入していない自治体においても、様々な評価を、事実上、実施して

いた。
　　　　昇任者を選考する際には、何らかの方法で誰を昇任させるか評価し、決定。
　　　　今まで紙に書かずに口頭で評価を曖昧に行ってきただけである。
　　　 　本人が知らない評定基準に基づいて上司が一方的な評価を行い、評価の際の面談もな

く、評価結果は本人には知らせず、人事担当部門で昇格・昇任などに活用する場合が
あった。

　　②　制度化する意味
　　　 　「従来と全く異なる革命的なものを入れる」というよりは、「従来曖昧に運用されて

いたものを、標準化して確実なシステムに載せていく」というイメージ。
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　　　 　制度化により、個々人にはっきりとした目標をもってもらい、良質な行政サービスを
提供するための有能な職員集団を形成していこうとするもの。

　　制度化すると、
　　○ 　職員が期待されている役割、遂行すべき仕事の内容について具体的な評価基準が打ち

出される。
　　○　評価の際の面談を通じ、上司から部下への適切な助言がなされる。
　　○　コミュニケーションの活性化につながる。
　　○　評価結果が本人へフィードバックされ、人材の育成につながる。

（４）人事評価制度と法律との関係
　　　 　昭和25年に制定された地方公務員法の中では、平成20年に至るまで次のように規定さ

れているにもかからず、運用実態が伴わなかった。
　　　第40条

任命権者は、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その
評定結果に応じた措置を講じなければならない。

　　　 　人事評価制度の導入において、準拠すべき法律は地方公務員法だけで、それぞれの組
織の自主・自律性が求められ、創意工夫の余地が大きい。

　　　 　各自治体の人員構成や組織風土は極めてバラエティに富むので、それぞれの組織に適
応しうる制度を設計していく必要がある。

（５）人事評価制度導入の意味
　　　　組織にとって、職員の間に差をつけるためだけの評価は意味がない。
　　　　人事評価制度は組織の業績をあげるための一つの手段である。
　　　　 組織の業績は、職員がどれだけ能力を向上させ、それを発揮してくれるかにかかって

いる。そのための種々のツールの一つが人事評価制度である。
　　　 　人事評価の目的の重要な部分は、能力や仕事ぶりを評価して本人にフィードバックす

ることによって職員の能力開発、人材育成に役立てるという点である。
　　　　評価プロセスの一連の流れが、コミュニケーションによる組織の活性化にもつながる。
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２．人材育成について

（１）人材育成基本方針
　　あなたの自治体ではどのような人材が求められていますか？
　　・ 　職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成の目的や方策等を記した人材育成

に関する基本方針（人材育成基本方針）が自治体において策定されている。
　　・ 人材育成基本方針の中で、「求められる職員像」が記されている。
　　
（２）求められる「人材」を育成するための人事制度
　　求められる人材を育成していくために、様々な人事制度がある。
　人事制度の４つの要素
　①　「採用・配置」：職員採用・昇任昇格・ジョブローテーション・庁内公募
　②　「能力開発」　：集合研修・職場研修（OJT）・自己啓発支援
　③　「評価」　　　：人事評価制度・昇格試験制度
　④　「給与等」　　：給与制度・勤勉手当
　諸制度のうちの一つが人事評価制度である。

図１　◆ 人事制度の相互連携

能力開発

給与等 採用・配置

評　価

・人事評価制度
・昇任試験制度

・集合研修
・職場研修（OJT）
・自己啓発支援 

・職員採用
・人事配置
・昇任昇格
・ジョブローテーション
・庁内公募

・給与制度
・勤勉手当
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【人事制度相互連携の例】

人事評価制度 その他の人事制度

評価結果の分析

➡
⬅

職員の特性を活かした職員の配置

評価結果の傾向 職員の強み弱みを活かした効果的な集合
研修、職場研修

評価結果のフィードバック 自己啓発などの能力開発

評価結果 給与・昇任昇格

制度の円滑な運用 制度についての職員研修

　「人事評価制度」単独で、人材育成がなされるのではない。求められる人材の育成には、図
１のように「採用・配置」「能力開発」「評価」「給与等」など様々な人事制度が相互に連携
することが重要である。

★人材育成基本方針

1997年11月に自治省（現：総務省）から「地方自治・新時代に応じた地方公共団体の行
政改革の推進のための指針」及び「地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指
針」が出され、自治省は各自治体に人材育成基本方針を策定するように要請している。
この人材育成基本方針は単なる研修計画の見直しというレベルではなく、各自治体の求
める人材を明らかにし、採用・人材確保、職員の配置・異動、ジョブローテーション、人
事評価、昇進、職場研修等を含めた人事制度全般についてのトータルな見直しを踏まえ
た、自治体の業務を担う人材をいかに育成していくかという基本方針をいうものである。

（コラム）

人が成長するのはどのような時なのか？

「馬を水辺まで連れて行くことはできるが、水を飲みたがっていない馬に無理に水を飲
ませることはできない。」
自ら意欲を持って学習すること（自学）ではじめて本人の成長へとつながる。　　
人材育成のために、人事制度や周りの人間が行いうることは、「自学」のプロセスに刺
激を与えることに限られる。
人事評価制度を運用する際には「自学」プロセスに刺激を与えることが出来ているかを
常に意識しながら運用することが大切である。
（評価や処遇への反映が、「自学」へのプロセスに繋がっていなければ人事制度の目的
である人材の育成・配置・意欲の向上を達成することは出来ない）
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３．人事評価制度の一般事例

（１）評価要素と評価方法について

人事評価は、「能力評価」と「業績評価」の２つの領域から評価を行うのが一般的であ
る。

能力評価について、もう少し細かく見ると、個人が保有する能力には、仕事の中で発揮して
いない能力（潜在能力）と発揮した能力（発揮能力）の二つに分けることができる。さらに、
能力を発揮するためには、「仕事に対する意欲（情意）」も影響することから「仕事に対する
意欲」も広義の意味で能力評価の一つである。また、能力が高く、かつ仕事に対する意欲が高
くても、必ず高業績につながるとは限らないことから、成果をあげるために「能力を有効に発
揮しながらどのように行動したか、どのように仕事を行ったか」といういわゆるプロセス評価
も広義の意味で能力評価に含まれる。

　①　能力評価について

能力評価は個人が保有する能力、意欲、行動について評価する。
　　能　力・・・業務遂行上有用な知識や技術、職務遂行能力について評価する。
　　意　欲・・・ 担当業務に責任感を持ってやり遂げたか、積極的に業務に取り組んだ

か等、仕事への取り組み姿勢を評価する。
　　行　動・・・ 成果をあげるために能力を有効に発揮しながら、どのように行動した

かを評価する。

能力評価の方法は、各自治体の人材育成の考え方によって異なるが、ここでは、一般的な２
例について紹介する。

ア）「能力（潜在能力・発揮能力）」×「意欲（情意）」
　　 　能力が高くても意欲がなければ、能力が発揮されない、逆に意欲があっても能力が無
ければ成果があがらないことから「能力」と「意欲」の両面で評価を行う。

　　 評価項目は、各自治体が職員に期待する「能力」「意欲」の具体的な内容が設定される。

能　　力　　評　　価 業績評価

業績

意欲（情意）

発揮能力 行動・仕事の仕方潜在能力
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（例）
評価項目 評価項目

能
　
力

企画力

意
　
欲

責任感

調整力 積極性

判断力 規律性

・・・ ・・・

・・・ ・・・

具体的な評価方法の事例として、自治体により異なるが、ここでは２例紹介する。

（その１） 評価の着眼点に対し、「５；優れている」「４；やや優れている」「３；普通」
「２；やや劣る」「１；劣る」の５段階で評価する

評価要素 評価の着眼点

積  極  性

担当業務や業務改善、改革などに積極的に取り組む姿勢
・担当業務に必要な知識・能力を修得していたか
・業務改善や改革に取り組んでいたか
・困難な仕事にチャレンジしていたか

（その２） 評価項目ごとに望ましいレベル、標準レベル、望ましくないレベルが定義されてお
り、普段の仕事の取り組み状況に応じて評価する。

　　　　    評価点
  評価項目 ５ ４ ３ ２ １

積  極  性

常に熱意をもっ
て努力し率先し
て困難な業務改
善、改革に取り
組んでいる

仕事に対する熱
意がつよく業務
の改善、改革に
取り組んでいる

与えられた仕事
はほぼ積極的に
遂行しており、
業務の改善や改
革にも取り組ん
でいる

与えられた仕事
はするがそれ以
上のことを行う
意欲はあまりみ
られない

与えられた仕事
はするがそれ以
上のことを行う
意欲はみられな
い

　イ）「発揮能力」×「行動」（コンピテンシー評価）
　　　 　この評価は、一般的にコンピテンシー評価と呼ばれる。コンピテンシーとは、「特

定の職務において継続的に高い成果を上げている人材が発揮した能力や行動の特性」
の意味。　

　　　 　コンピテンシー評価とは、優秀な職員の行動を分析し、パターン化したものを評価
基準として、この基準に合致するような行動の頻度により評価を行う。

　　　 　なお、評価対象となるコンピテンシーは各自治体が求める職員像によって設定される。
　　　 　ここでは、先進自治体の一つである岸和田市の簡易コンピテンシー考課を例に紹介する。
　　　 　岸和田市では、「いい仕事をするために必要な能力・行動」（着眼点）を具体的に

示し、それぞれの着眼点に該当する行動がどの程度あったか（頻度）で評価する。
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考課項目 考課項目の内容と着眼点 考　課

変　革　力

現状に満足せず、業務の改善・改革や創造を行い、新たな課
題や困難な課題に挑戦している。

5 4 3 2 1

【着眼点】
１． 現状に満足せず積極的に改善・改革方針を打ち出し、メ
ンバーや関係者から賛同を得ている。

２． 前例や慣習にとらわれず、新しい考え方で担当業務を改
善・改革している。

３． 困難な仕事に挑戦している。（抵抗勢力や各方面からの
圧力に対して勇敢に立ち向かっている）

a　b　c

a　b　c

a　b　c

市民満足志向

コミュニケーション

リーダーシップ

・・・

・・・

着眼点の考課基準

ａ このような行動が、よく見られる（傾向が強い、他の職員の模範となる）

ｂ このような行動が、たまに見られる（やや傾向がある・普通・わからない）

ｃ このような行動は、ほとんど見られない（全く傾向がない・反対の傾向）

項目の考課値の目安

５ オールa ２ bとc

４ aとb １ オールc

３ オールb

ATTENTION！！
能力評価制度は、各自治体の人材育成基本方針における「求められる職員像」をふまえ
設計されます。評価要素（評価項目）を理解し、それに基づいて能力開発をすすめるこ
とで、「求められる職員像」に近づくことになります。みなさんの自治体の評価項目に
ついては、必ず確認してください。
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　②　業績評価について

業績評価は、仕事の質や量、職務目標の達成度で評価する。
　仕事の質・・・仕事の正確性や内容の充実度について評価する。
　仕事の量・・・作業量や業務のスピードなどについて評価する。
　達 成 度・・・設定した目標に対してどの程度達成したかについて評価する。

組織が職員に求める仕事の質や量は、必ずしも明確ではない。また自治体には数多くの組織
があり、職員に求める仕事の質や量の基準を統一する事は困難である。
最近では職場の現状や職員の担当業務に応じた目標を職員一人ひとりが設定し、その達成度
によって評価を行う「目標による管理」を導入する自治体が増えている。

＜目標による管理＞
上司が一方的に目標（ノルマ）をおしつけ、仕事の方法を事細かに指示するのではなく、職
員一人ひとりが、所属する組織の目標をふまえながら、自身の担当業務や取り組むべき課題の
中から目標を設定し、目標の内容やレベルについて上司と面談を行い最終的に決定した上で、
その目標達成に向けて、職員が自律的に進捗管理や業務を行い、その達成状況によって評価を
行う方法である。

ただし、達成状況が良ければ評価が高くなるのであれば、難易度の低い目標を設定する人が
多くなってしまう。そのため、一般的には、目標設定時に目標の難易度を決定し、その難易度
と達成状況に応じて評価が決定される。

目標 

達
成
状
況

 
 
 
 

A評価

Ｂ評価

Ｃ評価
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（例）
達　成　状　況

目標を大きく上回る ほぼ達成 未達成（＊）

難
易
度

高 Ｓ評価 Ａ評価 Ｂ評価以下

中 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価以下

低 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価

　＊一般的には、未達成の度合に応じて評価点は細かく設定されている。

＜「目標による管理」について補足＞
　「目標による管理」を導入することで次のようなメリットが期待できる。
　　①　 部下自らの考えややりたいことを上司に伝えることができるとともに、それを

業務目標に設定することが可能であるため、目標を達成しようというメンバー
のやる気が高くなる。

　　②　 組織目標と個人目標を関連付けることによって、組織全体が共通の目標に向
かって行動することができる。

　　③　 目標を設定し、実施後に評価を行うことにより、いわゆる仕事の基本であるマ
ネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を実践することになる。
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※　「目標による管理」の功罪

　「目標による管理」は、成果主義の代表的な評価方法とされ、成果主義に反対する人
の中には、「目標による管理」の手法を否定する人もいますが、実際にはどうなので
しょうか。

　「目標による管理」のメリットは、前述のとおりですが、導入や運用方法を間違える
と次のような問題が生じる可能性があります。

①　 所属長とメンバーとのコミュニケーションが不足していると、組織目標が周知され
ない。

②　目標の達成状況は、本人の努力ではなく、外部要因に左右されることがある。
③　 目標が達成できないと評価が低くなるため、容易に達成できる目標を設定する傾向
が強くなる。

④　 長期的な取り組みは、単年度での評価が難しいため、短期的な取り組みが重要視さ
れ、長期的な取り組みが軽視される。

⑤　 個人業績が重要視されるため、情報の共有や部下指導が軽視されるなど自己中心的
な行動が増える。

　しかしながら、こうした問題点は、1990年代から既に指摘されており、最近では、こ
うした問題点を改善し、「目標による管理」の本来の特徴を生かすために、次のような
改善策を取り入れる自治体が増えています。

①　 所属長は、上位部門の目標を意識するとともに、自組織内で改善すべき事項や取り
組むべき課題を認識し、組織目標を設定する。そして、ミーティングや個人面談等
を通じて、組織目標をメンバーに周知する。なお、改善すべき事項や取り組むべき
課題および組織目標はメンバーの意見を聞きながら設定する。

②　目標の達成状況だけではなく、目標達成に向けたプロセスについても評価を行う。
③　 高い目標へのチャレンジを促すため、難易度の高い目標がより評価される仕組みや
チャレンジに対して加点する仕組み等を構築する。

④　 長期目標に対しては、最終目標ではなく、その年度でどこまで行うのかという中間
目標を設定し、進捗状況で評価を行う。

⑤　 部下（後輩）育成、情報共有など組織全体の向上に向けた行動を評価する仕組みを
取り入れる。

　このように問題があれば修正を加え、「目標による管理」のメリットを引き出しなが
ら、各自治体の実態に応じた制度設計、運用を行うことが重要です。

（２）人事評価のスケジュールについて
　　①　評価期間と評価時期

　期間限定で行う人事評価原則のもとに、各自治体によって年度または半期（上半期、下
半期）など評価の対象となる期間（評価期間）を定め、その期末にその期間に対する評価
を行う。
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（例）

評価期間 評価時期

業績評価    ４月１日～翌年３月３１日 翌年４月

能力評価 １０月１日～翌年９月３０日 翌年10月
　
　　②　人事評価のスケジュール
　　 　人事評価制度の内容及びスケジュールは、各自治体によって異なるが、きめ細かく制度
設計している自治体では、次のようなスケジュールで進められる。

（例）

評価期間 能力評価 業績評価（目標による管理）

期　　首

期　　末

＜能力評価項目周知＞

能力評価項目を意識した行動（部下）
部下の取組みへのフォロー（上司）
部下の行動観察（上司）

自己評価（部下）

１次評価（課長など）

期 末 面 談

２次評価（部長など）
↓

組織目標周知（上司→部下）
個人目標設定（部下）

期　首　面　談

目標確定、難易度設定

目標達成に向けて行動（部下）
部下の取組みへのフォロー（上司）

中　間　面　談

目標達成に向けて行動（部下）
部下の取組みへのフォロー（上司）

目標到達度確認・自己評価（部下）

１次評価（課長など）

期 末 面 談

２次評価（部長など）
↓

　　③　期首面談と期末面談の重要性について
　　 　被評価者の評価に対する信頼感、納得性を確保し、人事評価による職員の能力開発をよ
り確実なものとするためには、評価者と被評価者間のコミュニケーションが必要不可欠で
ある。特に、職員の目標を定める時期と業績等を評価する時期には必ず面談を行うことが
重要である。

評価シートを人事担当課へ提出
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　　　・ 　期首面談は、評価者と被評価者との間で行い、評価期間中の被評価者の業務上の目
標等を明確にして、認識の共有化を図ることが目的である。

　　　・ 　期末面談は、評価者は被評価者の自己評価を尊重し、評価者から被評価者に対し評
価結果を踏まえた助言・指導等を行い、被評価者の職務意識の向上、主体的な能力開
発・能力発揮や業務遂行を促進することが目的である。

　　　　 　人事評価を行う最大の目的は、人を点数で評価することではなく、評価した結果を
どのように今後の職員の能力開発、人材育成につなげていくかである。したがって、
期末面談において、どのような点をどう改善すれば、今後の業務に役立つか、そして
職員のレベルアップに役立つかを上司と部下で話し合うことが一番重要である。そう
することで職員のレベルアップが図られ、その結果市民へのサービスアップにつながる。

（３）公平性、客観性の確保のために
　　①　制度設計時
　　　・　評価者の主観が入りにくい評価基準とする必要がある。
　　　　 世の中の流れとして、評価者の印象など主観的な判断要素の入りやすい「性格」など

の項目は評価基準から除外するのが一般的となっている。

　　②　運用時
　　　ア）評価者への取り組み
　　　　・ 　評価者の評価スキル向上により、評価の誤りや評価誤差を少なくする。また、評

価者が評価制度の基本ルールを守っているか、間違った評価を行っていないか定期
的に確認する。

　　　　　 　（例）評価者研修（昇任時必須、以降定期的に受講）、全庁の評価結果（平均
値）の公開により評価者個人の評価傾向（評価の癖や特徴）を伝える。

　　　イ）被評価者への取り組み
　　　　・ 　被評価者に評価の仕組みや評価時の基本ルール等を伝えることにより、被評価者

自身が正しく評価されているか客観的に判断できるようにする。
　　　　　（例）評価制度の透明化（評価基準、評価結果の公開）、被評価者研修
　　　ウ）評価体制の工夫
　　　　・ 　評価者毎の評価のブレに対応するため、複数の人で評価する。
　　　　　（例） 評価者の多層化（直属の上司だけではなく、さらにその上司など複数の人が

評価する）、多面評価（直属の上司だけではなく、同僚や部下（後輩）、業
務上関連のある他部署の職員も評価する）

　　　　・ 　評価者毎のブレに対応する場合は部門長が、部局毎のブレに対応する場合には
人事部門などで評価結果の調整(甘辛調整)を行い、所属間で誤差が生じないように
する。
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※　基本ルールについて、具体的に知りたいという方は･･･

※　評価の基本ルールについて
　人事評価を適正に行うためのルールです。自身が正しく評価されているか確認する
ためにも一度確認しておきましょう。

・事 実 評 価 の 原 則･･･ 想像や憶測ではなく、客観的な業績や職務遂行上の行動等
の事実に基づき評価を行います。例えば、「ある窓口で失
態があったそうです」といった噂や想像を上司は評価の対
象とすることはできません。また、自宅でパソコンを活用
し、IT技術に長けた職員であっても、そのスキルが職務遂
行上の行動や業績としてあらわれていない場合には評価の
対象とすることはできません。

・評価期間独立の原則･･･ 過去の業績や勤務時間外の行動等にとらわれることなく、
評価対象期間の職務遂行の状況や結果に基づき評価を行い
ます。たとえば、前年度に大失敗していても、本年度の評
価に影響はありません。反対に、前年度に優れた業績や行
動があっても本年度の評価に影響はありません。

・評価基準に基づく評価･･･ 評価基準に照らして評価を行います。逆に言えば、評価基
準に無い項目での評価は行いません。例えば、「積極性」
に関する評価項目が無い場合に、積極性の無さを理由に評
価を下げることはできません。
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４．被評価者としての留意点
　人事評価制度が、人材育成のツールとして正しく機能するためには、評価者が公正・公平な
評価をする能力が求められることや制度の透明性が高いことが求められることはいうまでもあ
りませんが、実は、評価される側（被評価者）として知っておくべきことも制度の根幹に関わ
る重要なことなのです。ここでは、被評価者が最低限留意しておかなければいけない項目につ
いて考えてみましょう。

（１）能力評価項目把握の必要性
　　　 　能力評価制度の評価項目は、各自治体の人材育成基本方針における「求められる職員

像」をふまえ設計されている。
　　　 　評価項目を理解し、自らの業務に当てはめて能力開発をすすめることで「求められる

職員像」に近づくこととなる。
　　　 　日々、評価項目を意識しながら、行動することが求められる。

（２）業績評価における目標設定の方法
　　　　個人目標を設定するとはどういうことか？
　　　　市の全体の方針を把握・理解→所属目標の把握・理解→個人目標の設定

首長の方針（施政方針）自治体全体の計画や目標

部（局）の計画や目標

自治体の役割、使命

部（局）の役割、使命

組織の計画・目標 組織の役割、使命

個　人　目　標

現状の課題、問題点

担当業務の課題

・担当業務の目的、使命
・自身の役割、立場

取り組みたいテーマ ・チャレンジしたい業務
（新規業務、能力開発目標、自分
　にとっては難易度の高い業務）

市民からの期待
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　　　　設定の手順は以下のようになる。
　　　　　①　自治体の経営方針、総合計画、施政方針などを把握するとともにそこから導き
　　　　　　出された組織目標をしっかりと理解する。
　　　　　②　自己の役割の整理・確認、市民からの期待の整理、現状の問題点等を整理する。
　　　　　③　自分が取り組むべき課題を抽出し、目標項目を考える。
　　　　　④ 　「何を（目標項目）、どの水準まで（達成基準）、いつまで（期限）、どのよ

うに（手段・方法）」を明確にした目標を設定。
　　　※　目標設定は、上位部門の目標を受けてブレイクダウンしていくことが重要だが、
　　　　　①　実務の現場として改善を要するもの
　　　　　②　解決しなければならない課題
　　　　　③　日常の業務活動の中で特に重点を置く必要があるもの
　　　　　　を設定することも可能。

☆　具体性に欠け、評価の行いにくい目標の例

係内の情報共有のため、現在担当している業務のうち３業務についてマニュアルを作成
し、係内に周知する

⇩
項目ごとに検討すると・・・

項　　目 内　　　　容

目標項目
できるだけ具体的に！

「○○業務」「□□業務」「△△業務」について係内の他メンバー
に周知する。

達成基準
達成度合いが測れるよ
うに！

自分が不在の時でも、他メンバーがマニュアルを参照することで、
簡単な問い合わせ等に対応できるようになる

期限 「○○業務」は７月中、「□□業務」は９月中、「△△業務」は11月中

手段・方法 ・各業務のマニュアルを作成する
・作成したマニュアルを使用し、係内勉強会を行う

⇩
☆上記の４項目を明確にした目標の一例

　私が担当する「○○業務」「□□業務」「△△業務」について、それぞれ７月、９月、
11月に係内勉強会を行う。
　係内勉強会にあたり各業務のマニュアルを作成し、そのマニュアルにて勉強会を行うこ
とで、私の不在時でも、簡単な問い合わせ等については、マニュアルを参照することで、
他メンバーでも対応できるようにする。

（３）自己評価の留意点
　　　 　自己評価は何のためにするのか？
　　　　→　 自己評価とは、客観的に自らの行動を振り返ってみることで、自己の能力を正し

く認識し、自らの能力開発につなげるためにするもの。
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　　※　評価誤差が生じた場合
　　　 　評価者との間で評価誤差が生じた場合、自己の職務についてどのように取り組み、ど

のような実績をあげているか、もう一度客観的に見つめ直してみましょう。
　　　・ 業績評価においては、業務目標の設定時の難易度に問題がなかったかどうかの見直し

が必要。
　　　・能力評価においては、評価基準と自らの行動を客観的に照らし合わせることが必要。
　　　・ 自己評価が甘すぎる場合は、自身の能力等への過剰な認識が、周囲との摩擦や軋轢を

生んでいないかどうかを注意する。

（４）面談時の留意点
　　　 　面談は、評価者と被評価者の重要なコミュニケーションツールで、同じ目標を持ち、

組織的に仕事に取り組むための機会。
　　　 　疑問に思うことは、我慢しないでたずねるようにしましょう。面談は上司との対決の

場ではありません。自らを客観的に見つめなおす機会として位置付け、自身の能力を伸
ばすための絶好の機会だととらえましょう。

　　　 　そのためには、アドバイスを素直な態度で聴き、指摘を受けた事項について改めるべ
きところは改めましょう。
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５．おわりに

（１）我々をとりまく環境
　我々自治体職員の使命は、良質なサービスを住民に提供し、福祉の増進を図ることで
ある。
　しかし、近年、サービスの受け手である住民の意識、行動は変化しており、行政に対
して、多様で、そして高度な要望を寄せるようになってきた。
　また、1990年代以降、地方分権の動きに始まり、2000年代以降の構造改革による
NPM（※１）の動き、そして厳しい財政状況のもと行財政改革の動きが加速するなど
地方自治体を取り巻く環境は大きく変化している。
　加えて、少子高齢化、情報化、国際化、環境問題といった時代の流れへの対応も必要
である。

（２）今後我々に求められるもの
　こうした変化の中で、我々自治体職員に求められることは「CHANGE」することであ
る。具体的には、「能力」と「意識・行動」を「CHANGE」することが必要である。
　能力面では、国が決定したことを執行する能力ではなく、多様で高度化した住民ニー
ズや複雑で困難な課題にいかに対応するのか、地域の課題に対し、自ら考え、解決する
能力が求められている。
　また、こうした変化は、先輩諸氏が今まで経験したことが無いものであるため、今ま
で組織に蓄積されてきた知識・技術だけで対応することは難しい。
　つまり、私たち自治体職員は、今までのように先輩の後姿を追い続けるだけではな
く、時代の変化を敏感に感じながら、自ら考え行動することが求められている。

（３）CHANGEのために
　人事評価基準の活用が効果的である。
　人事評価基準には、各自治体が職員に求める能力・行動項目及び水準が定義されてい
る。この基準を活用し、自分自身の現状を把握し、改善すべき点を発見し、自己のレベ
ルアップをはかり、今後も、我々の使命である良質なサービスを住民に提供し続けなけ
ればならない。

※１　ニュー・パブリック・マネジメント（NPM）とは、民間企業における経営
理念、手法、成功事例などを公共部門に適用し、そのマネジメント能力を高め、
効率的で質の高い行政サービスの提供を目指すという考え方。（電子行政用語集/
HITACHIより）
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ATTENTION！！
本内容は、一般的な人事評価制度について説明しています。自治体によって、求める職
員像、評価基準、評価手法、評価期間が異なるため、必ず、自身が所属する自治体の人
事評価制度について確認してください。

※　このeラーニング学習用テキストは、研究会指導助言者である、稲継裕昭氏（早稲田大学
　　大学院公共経営研究科教授）の講義、文献、指導助言に基づき作成したものである。
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研究活動記録

1 ６月９日（月）

基調講義　稲継  裕昭 氏
　「人事評価制度の背景・必要性・目的」
　　・ オリエンテーション
　　・ 各研究員所属団体の「人事評価制度」実施状況

2 ７月14日（月）
事例報告（公開講座）
　　・ 山内　良昭 氏（宮崎市総務部人事課人事係長）
　　・ 久保田勝夫 氏（伊勢崎市総務部職員課長）

3 ７月29日（火） eラーニングコンテンツ内容の検討

4 ９月５日（金）
事例報告（公開講座）
　　・ 西田　　稔 氏（亀岡市総務部人事課給与係長）
　　・ 山本　卓也 氏（茅ヶ崎市総務部職員課副主査）

5 10月14日（火） eラーニングコンテンツ内容の検討

6 11月10日（月）

事例報告
　　・内濱　　治 氏
　　　　　　　（高槻市総務部人事室参事兼職員研修所長）
　　・竹嶋　正彦 氏（枚方市総務部人事課主任）
　　・幸西　大輔 氏（寝屋川市総務部人事室副係長）
eラーニングコンテンツ内容の検討　

7 12月８日（月） eラーニングコンテンツ内容の検討

８ ３月３日（月） eラーニングコンテンツ企画説明会
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研究員名簿

所 属 団 体 所　属　部　署 名　　前

豊 中 市 総務部人材育成室職員研修所 濵　政　宏　司

池 田 市 市長公室人事課 豊　福　幸　市

摂 津 市 市長公室人事課 石　原　幸一郎

四 條 畷 市 総務部人事課 豊　留　利　永

八 尾 市 総務部人事課 伊　東　　　健

柏 原 市 総務部人事課 堅　木　康　弘

大阪狭山市 政策調整室人事グループ 森　　　浩　子

■指導助言者
　　早稲田大学大学院公共経営研究科教授　　　稲　継　裕　昭　氏

■オブザーバー
　　富士通エフ・オー・エム株式会社　　　　　岩　崎　和　代　氏
　　富士通エフ・オー・エム株式会社　　　　　田　嶋　乃理子　氏
　　株式会社大塚商会　　　　　　　　　　　　加　藤　雅　信　氏
　　株式会社大塚商会　　　　　　　　　　　　山　田　和　之　氏
　　株式会社東京リーガルマインド　　　　　　石　原　　　潤　氏
　　株式会社東京リーガルマインド　　　　　　小　松　浩　平　氏
　　大阪府総務部市町村課行政グループ　　　　浅　田　忠　男　氏
　　大阪府総務部市町村課行政グループ　　　　椎　名　弘　樹　氏

■事務局
　　おおさか市町村職員研修研究センター（マッセOSAKA）　研究課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課長　上　浦　善　信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主幹　大　澤　亮　太　



199おおさか市町村職員研修研究センター

参　考　資　料

第
１
章

目　

次

第
２
章

第
３
章

参
考
資
料

平成20年度　

　　　特別研究「人事評価（連続講座）」報告書

平成 21年（2009 年）３月発行

　発行　財団法人　大阪府市町村振興協会
　　　おおさか市町村職員研修研究センター（愛称 マッセOSAKA）

〒540－0008 
大阪市中央区大手前３－１－43 　大阪府新別館南館６階
TEL 06-6920-4565 　FAX 06-6920-4561
http://www.masse.or.jp


